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（内容の要旨） 
	
 本研究では、東京首都圏及びジャカルタを対象に、マクロ・ミクロスケールの構成要素及び包括的な組

成に焦点を絞り、都市内の環境におけるトンボ目（トンボ類）・直翅目（バッタ類）の生態学的知見の蓄

積とそれに基づいた生物多様性のためのエコロジカル・デザインの手法の提示を目的とした。	
 

	
 都市河川のトンボ類の生息規定要因の解明とエコロジカル・ネットワークの現状評価を行った。低水敷

面積や水生植物の被度、溜まりの有無、周辺の樹林地・水域面積などが、トンボ類の生息を促進すること

が明らかになった。また、現状では都市河川を軸としたエコロジカル・ネットワークには分断箇所が存在

し、網羅的なネットワークが形成されていないことが明らかになった。シナリオ分析から、マトリクスと

なる周辺環境の整備は、都市河川のエコロジカル・ネットワーク形成に効果的であることを示した。	
 

	
 ジャカルタ郊外の小規模池の分布・利用実態の把握、消失する池の特性を明らかにし、優先的に保全す

べき池を抽出した。消失する池は管理状態と消極的利用の強度、積極的かつ多様な用途の強度の 2尺度に

よって特性付けられると判断した。加えて、微視的環境要因と人為的な利用などの要因がトンボ類の多様

性に及ぼす直接・間接的な影響を明らかにした。結果から、水生植物などの植生、水質、人為的な管理・

利用の状況などの影響が示された。オーバーユースや家庭排水の貯留などは、水質や植生を介してトンボ

類の多様性に負に作用する傾向が明らかになった。	
 

	
 港湾部埋立地の草地環境のバッタ類と緑被分布及び緑地構造との関係を明らかにした。地点毎の累積個

体数に基づいて調査地点と種を分類し、バッタ類の種組成・個体数を規定する環境要因を明らかにした。

バッタ類の生息・分布に寄与する要因として、緑被分布については、緑被地タイプ、周辺の草地・樹林地

の面積率及びパッチからの距離などが示された。緑地構造では、最高時草丈、高中木常緑及び落葉樹の被

度、埋立て以前の海岸線からの距離が示された。	
 

	
 結果から、これまで不足していた草地環境や都市河川における知見が示された。生息規定要因などに基

づき、エコロジカル・ネットワーク及びマイクロハビタットに注目して、生物多様性の保全・向上のため

のエコロジカル・デザインの手法を提示した。特に、複数の環境要素の組み合わせとエコトーンの創出、

人為的圧力を軽減する管理・利用のあり方の重要性を示した。	
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Means for an ecological design to increase biodiversity on the basis of the ecology of Odonata and 

Orthoptera. 

 

Summary of Thesis: 

 

This study aimed to understand some factors affecting the inhabitation of Odonata (Dragonfly and 

Damselfly) and Orthoptera (Glasshopper) and to suggest the means for an ecological design based on 

the knowledge of ecology to increase biodiversity. This study focused on the comprehensive 

compositions of habitats at the macro and micro scale. 

The Odonata ecological characteristics in urban streams were studied in the Kashio river basin, 

Yokohama, Japan. In addition, the current and future conditions of the ecological network were 

evaluated using calculation models and several scenarios. As a result, several environmental factors 

that affected the distribution of Odonata, such as the area of forest and water surrounding urban 

streams, were selected. In addition, this research indicated the ecological network in the Kashio river for 

Odonata diversity was fragmented and not perfect in current and in scenarios.  

The next study was conducted in Poris Gaga, which is a peri-urban village of Jakarta, for 

understanding distributions, usage conditions, and disappearance risks of small ponds. We observed 

that the characteristics of disappeared small ponds were affected by two intensities defined by usage 

conditions. Moreover, the direct and indirect effect of factors concerned with water quality, vegetation 

status, and usage conditions affecting Odonata diversity in small ponds were presented by pass 

analysis. 

The relationship of Orthoptera composition and coverage and structure of green space with 

grassland on reclaimed land in the Tokyo bay area was obscured. The type and ratio of green space and 

the distance from patches were presented as factors influenced by green coverage. Another four factors 

regarding the green space structure, affecting Orthoptera composition, were also understood. 

Several means of an ecological design based on ecological implications indicated by each research 

were suggested. These designs focused on constructing the ecological network and the improvement of 

the microhabitat. It is mainly important to create the set composed of multi-type habitats with the ecotone 

and to efficiently attempt to reduce impacts by human activities. 
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1 章	
 はじめに	
 

	
 

	
 

1−1.都市の生物多様性	
 

	
 

1)	
 生物多様性と生態系サービス	
 

	
 「人と自然との共存・共生・調和」といったフレーズが近年頻繁に使用されている。例えば、

日本においては 21	
 世紀環境立国戦略の中では、環境の面から経済成長や地域活性の実現する「環

境立国・日本」の創造が掲げられており、持続可能な社会の構築に向けて、「低炭素社会」、「循環

型社会」、「自然共生社会」の3つの側面を統合した取組が求められているとしている(環境省,2007)。

また、国土のグランドデザイン 2050(国土交通省,2014)や国土形成計画(国土交通省,2008)では、

エコロジカル・ネットワークや自然環境の保全・再生を通じて、人と自然が調和の取れた持続的

かつ魅力的な国土・都市の形成を図るとされている。このように経済成長を優先した発展だけで

なく、自然環境に配慮・重視した発展のあり方が求められている。特に、人間生活・福祉は基礎

的かつ直接的に生態系サービスに依存しており、その提供の基盤となっている生物多様性の重要

性が謳われているとともに、近年その経済的効果の試算も活発に行われている(TEEB,2010)。	
 

	
 生物多様性の中には 3 つのレベルがあるとされている。生物多様性の包括的な保全を図るため

に、1992 年に国連環境開発会議（UNCED）で採択された「生物の多様性に関する条約(生物多様性

条約)」（Convention	
 of	
 Biological	
 Diversity（CBD））の中で、「種内（遺伝子）の多様性」、「種

間（種）の多様性」及び「生態系の多様性」の 3 つが「生物多様性」として定義された。生物多

様性は、すべての生物の間に違いがあり、その相互のつながりが少しずつ異なりながら関係し合

っている様子を指す。約	
 3,000	
 万種といわれる多様な生物は、長い時間をかけて進化・適応を繰

り返すとともに、直接的・間接的に支えあい、それぞれが相互のつながりの中で役割を果たしな

がら生きている。「遺伝子の多様性」は、こうしたプロセスの中で、空間的な隔離やそれぞれの空

間に適応して、個体や個体群の間に遺伝子レベルで違いがあることで、同一の生物種でも形態・

生態などが多様化している様を指す。「種の多様性」は、哺乳類を始め、昆虫や植物、菌など多く

の生物が存在し、それぞれの分類の中でも形態や機能が多岐に渡ることを言い、「生態系の多様性」

は、生息する生物の構成によって、環境毎に成立する生物同士のつながりが多様化し、物質の循

環や栄養素の生産などのシステム・プロセスが異なることを指す(環境省,2012)。	
 

	
 地球環境とそこに暮らす我々人間をはじめとした生物は、これらの「生物多様性」によって支

えられている。我々の生活は、生物多様性を基盤とする生態系がもたらす直接的もしくは間接的

な恩恵があってこそ成り立ち、こうした恩恵は「生態系サービス」と呼ばれる(CBD,2012)。生態

系サービスには、すべてのサービスの基盤となる「基盤サービス」と、その上で成立する「供給サ
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サービス」・「調整サービス」・「文化的サービス」があるとされ、さらにこれらの根源的サ

して「生息・生育地サービス」がある(図 1−1)。これらは、市場経済で流通するものや、それに

付随して貨幣価値に換算できるものはもちろんのこと、経済的評価だけでは説明できないものま

で含まれる(TEEB,2010)。2010 年に名古屋で開催された生物多様性条約第 10 回締約国会議(COP10)

で採択された 2020 年までの生物多様性保全新戦略目標「愛知ターゲット」(Aichi	
 Biodiversity	
 

Targets)では、「自然と共生する」世界として、「生物多様性が評価・保全・回復され、賢明な利

用によって生態系サービスが保持され、及び健全な地球が維持され、全ての人々に不可欠な恩恵

が与えられる」(CBD,2010a)ための 20 個の目標が定められた。	
 

	
 都市に暮らす我々にとっては、都市の外から受けるサービスと身近なものから受けるサービス

があるが、供給サービス及び基盤サービスについては、都市は特に外部の生態系サービスに強く

依存している。全世界の人口の 50%以上は都市に集中しており、今もなお増加を続けている。加え

て、後進国の都市域では人口の増加に伴い、居住域をはじめとする都市的土地利用の拡大が今も

なお進んでおり、2000 年-2030 年の間に都市域は 3 倍まで拡大することが見込まれているため

(CBD,2012)、都市にとってその生活を支える生物多様性の重要性とそれに与えるインパクトは非

常に大きい。一方で、調整サービスと文化的サービスの一部は都市内部の生物多様性からもたら

さられる。生物多様性が保持され、生物多様性によって形成される緑地や開放水面は、ヒートア

イランドの抑制、周辺環境の冷却効果、そして樹木の遮光・遮熱による人体の体感を緩和するな

どの都市気候の調整・緩和機能を有することに加え(浜田・鈴木,1996)、十分なアメニティ空間機

能を有しており、レクリエーションの場となる。都市内部の身近な環境で広く行われるアクティ

ビティーには、釣りや潮干狩り、バードウォッチングなどのように生物自体を利用するものだけ

でなく、豊かな自然環境によってその価値が向上するものがある。	
 

	
 

	
 

図 1−1	
 生物多様性からもたらされる生態系サービス	
 (TEEB,2010	
 及び	
 CBD,2012 を参考に作成)	
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2)	
 都市の生物多様性の果たす役割・保全の意義	
 

	
 生物多様性国家戦略 2012−2020(環境省,2012)では、生物多様性を保全する意義として「すべて	
 

の生命が存立する基礎となる」、「人間にとって有用な価値を有する」、「豊かな文化の根源となる」、

「将来にわたる暮らしの安全性を保証する」の 4 つを掲げ、人間側の視点を中心にまとめられて

いる。一方で、生物側・人間側の両面から視た場合、都市における生物多様性を保全の意義とし

て、「都市内部及び隣接地域における生物多様性保全上重要な地域の存在」、「絶滅危惧種などの避

難場所としての機能」、「都市に生息する生物の環境教育的・レクリエーション的価値」の大きく 3

つに集約されるとされている(一ノ瀬,2010a)。また、Cities	
 and	
 Biodiversity	
 Outlook(CBD,2012)

では、10 のキーメッセージを掲げ、都市の生物多様性がもたらす生態系サービスの例として、気

温上昇の緩和、洪水の抑制、生物の生息地の提供、人間の健康維持、リラクゼーション効果、持

続的発展に向けた教育機会などを挙げている。中でも、すべての生態系サービスの根源となり、

その基盤である生物多様性を支える「生物の生息・生育地の保全」は、都市の生物多様性の果た

す役割とその保全の意義は大きい。	
 

	
 緑地率 50%以上の地域の退行線と一致する形で、トノサマバッタやトンボ類が退行していること

や(品田,1974)、ごく一般的に見られるスズメですらその個体数を減らしているという研究結果が

示されているように(三上,2009)、都市化に伴う土地利用の変化、自然環境の消失・分断・孤立、

水辺環境の変化、外来種の移入などに伴って、多くの種の分布を減少させているとされる(高

岡,2013)。一方で、環境省や各都道府県のレッドデータブックの記載種に挙げられるような希少

種も、都市部の限られた自然環境に生息しているとされる(一ノ瀬,2010a)。都市部に残存してい

る環境の多くは、概ね他の同等の環境から分断・孤立状態にあり、外部からの外来種などの移入

種の影響を受けずに残存している種が確認されているほか(須田ら,2014)、長期に渡って隔離され

ていることで遺伝的に多様化してきている可能性も挙げられる（Toma	
 et	
 al.,2015）。	
 

	
 また、近年では、都市に新たに創出された環境に適応し、分布を再び拡大させている種が報告

されている。横浜市内の河川で行われた調査では、ウグイやアユ、ハグロトンボの生息個体数と

生息範囲を拡大させていることが報告されている。1973 年からの継続調査の結果では、一度は姿

を消したアユが、1993 年以降徐々に個体数と確認地点が増えている(横浜市環境科学研究所,2012)。

ハグロトンボは、横浜市・川崎市で一度は絶滅したとされたが、2000 年以降記録が増えつつある

とされ(神奈川県,2006)、2005 年に 1 地点のみの確認であったのが、2009 年には 13 地点、2011

年には 18 地点にまで増えている(横浜市環境科学研究所,2012)。横浜市南部の柏尾川流域で行っ

たトンボ類を対象とした調査では、最も確認数が多かった種で 659 個体が確認され(板川,2011)、

翌年に行われた調査では、柏尾川流域、大岡川流域、帷子川流域のほぼ全域で普遍的に生息が確

認されていることから(板川,未発表)、当該地域の中小河川に生息するトンボ類の表徴的な種とな

っており住宅地などの都市的土地利用を主とした地域においてもその個体数はおおよそ回復し、
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生息域を再び拡大させていることがうかがえる。植物では、同じく柏尾川でミズキンバイが 1998

年から 2006 年の間に、上流方向に 0.4km・下流方向に 1.7km も分布を拡大させたことが報告され

ている(大澤,2007)。草地を主な生息環境とするバッタ類では、道路や法面の植栽でチガヤ草地が

増えたことにより、一度は個体数を減らしたショウリョウバッタモドキが各地で確認されるよう

になったことなどが報告されている（内田,2006）。客土された土壌基盤であり、生物の生息空間

とはかけ離れた人工的な空間であったはずである埋立地でも、工場用地内に設けられた人工池で

トンボ類の確認種数が増加していることや(トンボはドコまで飛ぶかフォーラム,2012;2013)、工

場緑地などで採用されてきた地域が持つ潜在的な自然植生の創造に配慮して植栽された、いわゆ

る「エコロジー緑化」された樹林が、造成から数十年という時を経る中で、生物生息空間として

の緑地環境が改変しつつあるとされている（中島ら,1998;2000）。他にも、カワセミやハヤブサ、

オオタカ、タヌキなどで個体数の増加、分布の拡大が広く報告されている。このように、都市内

部の自然環境は多くの生物に利用されており、生物多様性を生み出す根源となる生息・生育地サ

ービスとして機能を十分果たしている。	
 

	
 また、都市における生物の生息・生育地を保全することは、生物などの自然環境の接触機会や

環境教育の場にもつながり、生物多様性の主流化にも貢献する。愛知ターゲットの第一に「遅く

とも2020年までに、生物多様性の価値と、それを保全し持続可能に利用するために可能な行動を、

人々が認識する。」という目標が掲げられている。特に、都市に人口が集中している以上、都市住

民には生物多様性の重要性の理解と、インパクトの軽減及び保全・向上に向けた積極的なアクシ

ョンが求められる。しかしながら、身近な自然への要求が高まりつつある一方で、生活圏の自然

環境と生物多様性が乏しく、自然との付き合い方を知らない子供やそれを教えることのできない

大人が増えていることが課題に挙げられており(環境省,2012)、2014 年に行われた調査では、「生

物多様性」の認知度が 2012 年から低下したことが報告されており、都市部でも約半数が認知にす

ら及んでいない状況にあるなど(内閣府,2014)、危急的対策が必要である。日本国内はもちろん、

発展途上国をはじめとした都市部には、遠方の豊かな自然環境に足を伸ばすことのかなわない

人々が多く存在し、特に子供世代には顕著である。虫捕りに見られるような幼少期の自然体験は、

家から 10 分圏の身近な自然によってもたらさられるとされ(吉野ら,2011)、小学生が描く居住地

の将来の理想像に自然・風景、動物が多く取り込まれており、半数が自然志向にあることを明ら

かにし、理想とする身近な環境のあり方に、自然資源が影響を与えているとしている(椎野,2013)。

都市域で地域住民を対象に行われた環境教育事業が、親子の自然環境への関心や理解を促進する

という結果が示されており(山田ら,2011)、都市内での自然環境を復元する取り組みは、小学校の

理科教育などの学習機会、環境教育の場としての価値が非常に高く(Krasny	
 et	
 al.,2013)、童謡

や俳句などの伝統文化に登場する生物の観察も十分に可能であるなど、文化的な価値も高い。こ

うした観点から、生物多様性の普及、認知・理解を促進するためにも、都市内部の身近な生物の
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生息・生育地を保全し、生物多様性を保全・向上させることが求められる。	
 

	
 

3)	
 都市の生物多様性保全の動向	
 

	
 人口の大半が居住し、開発や資源の過剰使用により貧弱になっている都市の自然環境は、これ

まで積極的な保全の対象となってこなかった。しかしながら、都市における生物多様性の保全に

よる生態系サービスが社会的な利益をもたらすこと、そして人類の使用する資源の多くが都市で

消費され、都市外部の資源がオーバーユース状態にあることを鑑みて、都市の生物多様性の保全・

向上は重要な課題であり、国際的な議題となっている。愛知ターゲットの中で、「各締約国は新た

な生物多様性国家戦略及び行動計画を策定し、政策手段として採用・実施していること」(目標 17)

が掲げられており(CBD,2010a)、それに付随して 2011	
 年から	
 2020	
 年までの「都市と地方自治体

の生物多様性に関する行動計画」(X/22.	
 Plan	
 of	
 Action	
 on	
 Subnational	
 Governments,	
 Cities	
 and	
 

Other	
 Local	
 Authorities	
 for	
 Biodiversity)も承認され、生物多様性の保全と持続可能な利用を

進めるにあたって、自治体レベルでの「生物多様性地域戦略」の策定などの自治体に求める役割

や行動が示された(CBD,2010b)。特に、人間活動によるインパクトの大きい都市においては急務で

あるとされ、各都市で地域戦略の策定も急がれているほか、生物多様性に配慮した都市計画・都

市デザインが奨励されている(CBD,2010b;2012)。	
 

	
 先進国では 20 世紀を中心に都市化が進み、都市域の自然環境は著しく減少した。例えば横浜市

では、緑被地面積が 1975 年の市域面積 45.4%から 2009 年の 29.8%まで減少している(横浜

市,2007;2011a)。これは現在の後進国の都市域でも同様の状況にあり、人口の増加に伴って居住

域をはじめとする都市的土地利用の拡大が今もなお進んでおり、生物生息環境は分断・消失を続

けている。また、日本は人口減少期に突入し、都市の縮退が懸念されており、それに伴う環境の

変化などが予想される。前述のように一部の生物は、下水道の整備や都市緑地の成熟などによる

環境の改善によって、都市内で分布域を再び拡大させているものの、都市化率が高くになるにつ

れて種多様性が低下し、種組成が均一化することや(McKinney,	
 2006)、国際的なレベルでは開発

などの人間活動は生物多様性を低下させていることが示されており(McGeoch	
 et	
 al.,2010)、無秩

序な開発を抑制し、生物多様性を維持・向上を目指した中・長期的な計画的な開発が求められて

いる(CBD,2010b)。	
 

	
 我々人間の生活や経済活動の基盤となる生態系サービスの源泉としての生物多様性を確保する

ために、生物の生息・生育地（ハビタット）となる自然環境の保全と創出とともに、その「量」、

「質」、「規模」、「連続性」、「組成」などの生態的なまとまりを配慮するなど包括的な視点が欠か

せない。特に、経済活動の場として人口が集中し、高密度な土地利用、開発や造成などの人間活

動といった高い環境負荷により、自然環境分断が進んでいる都市域においては、新たにまとまっ

た空間を確保・創出が困難であるため、既存の環境を効率的に活用した施策が求められる。また、
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生物の分布を促進する要因は、微視的環境（マイクロハビタット）やハビタットの内部環境に起

因するミクロスケールの要因だけに留まらず、環境要素の配置や周辺土地利用などマクロスケー

ルの要因からの影響していることが示されている	
 (例えば、鵜川・加藤,2006;Hamasaki	
 et	
 

al.,2009; Altmoos	
 &	
 Henle,2010 など)。すなわち生物多様性を向上させるためには、ハビタット

内部の改善に加えて、外部・周辺環境を包括的に取り扱うことが求められ、都市においても生物

多様性の保全に向けてモザイク性の高い土地利用の推進(CBD,2010b)、緑地などによる生態系ネッ

トワーク(エコロジカル・ネットワーク)の形成(環境省,2012)、低未利用地の自然再生(国土交通

省,2014)などが提案されている。	
 

	
 こうした施策は、生物の生息・生態情報に基づいて施行・計画策定を進めて行かなくてはなら

ならず、そのためには生物多様性の状況の把握と、各都市の環境条件とそれぞれの環境要素に則

した定量的な基準の構築の必要性が議論されている（森本,2010	
 など）。同様に愛知ターゲット目

標 19 には、「生物多様性の現状や傾向、損失の状況それぞれに関する知見、科学的基礎及び技術

の発展と共有、適用」が掲げられており、これに伴って生物多様性を測る指標の構築が必要であ

るとされている(CBD,2010a)。そのためには、希少種のような環境の状態を示す指標となりうる種

（指標種）を含め、現地の生物の生態・分布情報、総体的な生物多様性の状態、そしてそれらの

生態的知見の蓄積が欠かせない。しかしながら、現状では都市を構成する環境要素や面的な空間

を生態的な機能から記述する手法は十分に検討されておらず、それに伴い具体的なスケール・サ

イズ・組成などが示されていないなど、生物多様性の保全・向上のための基準の構築も遅れてい

る。	
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1−2.	
 生物多様性とエコロジカル・デザイン	
 

	
 

1)	
 エコロジカル・デザイン	
 

	
 景観要素の生態学的な構造や機能に注目した景観生態学（Landscape	
 ecology）(Forman	
 &	
 

Godron,1981)を筆頭に、ランドスケープや都市の領域でも生態学分野は適応・発展してきた

(Steiner,2011)。特に、都市の人間活動と自然環境が織りなす都市景観のパターンやプロセス、

生態系サービスやそれに関わる社会経済的要因などの様々な動向に多面的にアプローチする学問

である都市生態学（Urban	
 ecology）では、生物の行動や分布・動態パターン、生態系サービスの

効果・便益に対して、都市に内在する諸要因が及ぼす影響などについての考察が行われている

(Grimn	
 et	
 al.,2008;	
 土屋ら,2013)。ランドスケープ・アーバニズムなどの既往の都市計画・デ

ザインに、都市生態学などの知見を自然環境などの新たな価値とアイデンティティーとして取り

込み、一度改変された人工的な空間の中で、再び自然環境とそれに伴う生物多様性と生態系サー

ビスを取り戻し、都市の中に共在させるエコロジカル・アーバニズムという新潮流が出てきた

(Mostafavi	
 &	
 Doherty,2010)。	
 

	
 ランドスケープ・アーキテクチュアという概念を提唱した Ian	
 MacHarg は、ランドスケープ・

プランニングの原典とも言える「Design	
 with	
 Nature」の中で、自然の持つプロセスに人間活動

を統合させることを前提に、地勢や自然環境の自然作用、すなわち地域の持つ生態系サービスに

関わる様々な機能を階層的かつ複合的に分析・考察することで、空間のポテンシャルを最大限活

かしながら地域の持続的な発展・開発計画を策定する手法を整理・確立させた。MacHarg は、「人

間は自然から切り離された存在ではなく、自然と一体の存在として、そのプロセスに統合されな

くてはならない」ことから都市もまた自然を必要としていることを訴え、「人間の生存も健全なる

営みも、自然とそのプロセスを正しく理解することから生まれる」として、生態学の重要性を説

いた。生態学や地理学などの視点から都市のアイデンティティーとなる基本的要素を精査し、こ

れらの要素を自然特性や都市の個性を基本に選択するという生態学的都市計画の手法は、「まちづ

くり」に制約を課す一方で、都市に新たな価値を創出し、発展の機会を提供するものであるとし

た(MacHarg,1969)。これは、自然環境とそれが持つ機能やプロセスを失わせることなく、人間、

そしてその生活基盤である都市と自然環境をつなげるための事前予防的な改善策である。	
 

	
 MacHarg が擁立させた手法は、自然環境や緑地を必要不可欠な構成要素として都市デザインに取

り込ませ、人と自然環境を大きく近づけるとともに、ランドスケープ・アーバニズム（Landscape	
 

Urbanism）の発展の基礎となった(Steiner,2011)。しかしながら、近年の都市化の過程で、都市

に内在していた自然環境は大きく損なわれ、ほとんどその姿を見ることはできない。都市環境に

ついての議論は、既に発生している問題への対処から、災害や人口増加・減少といった今後起こ

りうる問題に対する持続性（sustainability）、回復力（regeneration）、弾力性（resilience）、
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そしてこれらを内包する生態系サービスの確保へとシフトしている(Steiner,2011;Gandy,2015)。	
 

	
 Van	
 der	
 Ryn	
 &	
 Cowan(1996)は、エコロジカル・デザインとは「自然のプロセスと統合すること

によって、環境への破壊的影響を最小化するすべてのデザイン形態」と定義し、自然環境の破壊・

劣化と資源の浪費を防ぎ、持続性を確保するために、エコロジカル・デザインは「Conservation

（保全）」、「Regeneration（再生）」、「Stewardship（自然との関わり（奉仕・管理・関与・貢献））」

という３つの重要な戦略を提供するとしている。保全は損害を最小化するものの、サスティナビ

リティに到達することはできず、退化したエコシステムやコミュニティを積極的に修復すること

によって、天然資源を拡張するとともに、その資源を持続させるための人間と自然環境との賢明

な関係性によってエコロジカル・デザインは成立するとしている。対象となる場や課題が持つ生

態学的な文脈をなるべく深く理解することから始め、自然そのものがもつフロー・サイクル・パ

ターンに人間の目的を統合する１つの方法であるという考え方は、MacHarg(1969)の理念を継承し

ているものである。	
 

	
 Steinitz(2012)は、地域を改変する一連の取り組みであるジオデザインは、グローバル・地域

圏・ローカルのすべてを網羅するとし、スケールとプロジェクトの規模における焦点となる要素、

ステークホルダーとその協働における役割を整理している。また、ジオデザインの性質上、デザ

インとプランニングといった線引きは意味を為さず、同義であるとしている。エコロジカル・デ

ザインの事例には、エコトイレや自然浄化システムなどの具体的なツール・手法から、MacHarg

らが行ってきたランドスケープ・プランニングなどの取り組みまで多岐に渡り、自然再生などの

都市の生物多様性を保全・向上させていくための様々な施策も含まれる。エコロジカル・デザイ

ンとは、もっとも深いレベルでは生物多様性のためのデザインであるとされる(Van	
 der	
 Ryn	
 &	
 

Cowan,1996)。	
 

	
 以上より、ジオデザインや前述の事例を含め、生態学的な検証の基で、多様なスケール・規模・

ステークホルダーにおいて検討される様々な施策は、すべてエコロジカル・デザインに内包され

る。特に、野生生物の保全や生息の促進・拡大などにより、生物多様性の保全・向上させのため

の計画・施策・管理・手法は、総じて「エコロジカル・デザイン」であると言える。エコロジカ

ル・デザインは、人間活動による影響を最小化することでトレードオフの関係にある生物多様性

との折衝を図り、豊かな生態系サービスを享受できる持続的な社会を実現するための一手段なの

である。	
 

	
 エコロジカル・デザインの適用は、都市が本来有する自然環境から、空閑地・低未利用地やポ

スト工業用地の再開発などの人工的な空間にまで及び、自然再生・回復（ecological	
 restoration）

や伝統的なランドスケープ管理手法の適用などの事例が見られる(Steiner,2011)。都市生態学に

よってもたらされた知見は、自然環境と共生し、都市に内在する生物多様性を保全・向上させ、

都市が持つ機能を最大限利用しながらその恩恵を享受していくため、すなわちエコロジカル・デ
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ザインの一助となる。しかしながら、示唆は与えるものの、具体的な施策に取り込まれているケ

ースは未だ少なく、既往のデザインに比べて、エコロジカル・デザインの広がり未だ小さい

(Gandy,2015)。多自然川づくりなどの河川改修においても、生態学分野との連携やその効果検証

の不足、慣行的な定型に留まることなどが指摘されており、地域性・独創性・順応性に応じた計

画・施行などの手法が確立されていないとされる(祖田・柚洞,2012)。エコロジカル・デザインを

適用していくためには、都市域を対象とした景観生態学や都市生態学によってもたらされる知見

のさらなる蓄積や既往事例の検証を通して、具体的な実践理論を確立していくことが求められて

いる(Steiner,2011)。	
 

	
 

2)	
 エコロジカル・デザインの尺度・基準としての生態学的知見	
 

	
 これまでも行われてきた自然再生事業などにおいては、対象とする環境要素の過去や近隣のよ

り良い状態にあるものの状況を参考に、生物多様性の劣化の程度やその原因を把握し、目標とな

る環境条件や空間構造、それに合わせた生物種の設定が求められており(日置,2005)、生物の保全

や生物多様性の向上のために、エコロジカル・デザインを社会に適用していくには、現地の生物

の生態・分布情報などの生物多様性の状況や、既往研究などからもたらされた生態学的知見に基

づいて実施していくことが望ましい。特に、エコロジカル・デザインを決定する際の根拠として、

生態学的な知見・検証から決定された定量的な数値や基準、定性的な尺度などに準じることが求

められる。対象とするエコロジカル・デザインの空間スケール（地球規模・国土・都市・地域・

環境構成単位など）に応じて、注目すべき生物多様性のレベルも異なるため、対象のエコロジカ

ル・デザインのスケールに適応した基準の構築、それに準じた方針の決定、具体的なエコロジカ

ル・デザイン手法の適用が必要である。	
 

	
 こうした尺度・基準を確立するためにも、まずその前提となる生態学的な知見の蓄積が必要と

なる。入手した生物及び生物多様性情報を基に、それらに影響を与える要因を明らかにすること

で、生物分布情報を代弁する環境情報を用いた基準、すなわちエコロジカル・デザインの際のル

ールを、ある程度の普遍性を持って構築することができる。生物群集と環境条件との対応を多変

量解析により検証し、地域計画へ応用する手法が示されているほか(加藤,1996;	
 日置ら,2000)、

特に近年研究が進んでいる数理モデルによる生物の分布・生息可能性の予測を用いることで、モ

デルに採用された生息規定要因から、環境条件しか把握できていない地点での分布推定や気候変

動や開発による環境の変化、エコロジカル・デザインを適用した場合の将来的な効果など、変化

に対する将来予測が可能になる(角谷,2010)。例えば、気候変動に伴う将来的な気温上昇と降水量

低下による生物多様性の変化に対する研究では、ベルギー全土の現地調査で得られた分布情報と

地勢情報の関係から作成されたモデルを用いて、5パターンの気候変動シナリオにおける昆虫類の

分布の変化を検証した結果、種数と多様度の高い地域は全てのシナリオで減少し、自然度の高い
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地域での多様性が著しく損なわれることが示唆されている。また、中間標高での種構成の変化が

激しく、スペシャリスト種が普通種に入れ替わることなどが予想されている(Maes	
 et	
 al.,2010)。

また、Kadoya	
 &	
 Washitani(2011)は、農業的景観における土地利用の混在度（不均一性）を示す

Satoyama	
 Index（SI）を提案し、6km 四方のユニット空間に含まれる 1km 四方の土地被覆の混在度

を示す SI が、サシバの生息の有無、及び両生類とイトトンボ類の種数と正の相関を示すことを明

らかにしている。併せて、国土及び世界スケールでの SI を算出することで、生物多様性の高いエ

リアを予測・抽出している。生物多様性や生物の分布を予測するモデルを構築することで、生息

規定要因の解明に加え、コストの軽減、効果的な実施計画の策定に繋げることができるため、対

象となる種の積極的なモデル化、その予測結果を基にした地図化が急がれている(三橋・鎌

田,2006;	
 高倉,2010)。	
 

	
 これまで都市域の生態学的知見の蓄積には植物や鳥類が多く取り上げられてきた。特に、樹林

地を対象とした研究に集中しており、草地や都市河川などの環境要素についてはその重要性が議

論されながらも、対象とした研究は少なく生態学的知見が不足していると言わざるを得ない。マ

クロスケールでは樹林地の規模や量、配置など、単体での議論はされているが、「水と緑」という

フレーズが頻繁に用いられているにも関わらず、水域や草地環境などの他の環境要素との関係性

を議論しているものは少ない。また、ミクロスケールでは樹林内の階層構造や微視的気候などと

の関係性は検証されているものの、より微視的なマイクロハビタットや複数の環境要素との関係

などへの言及は限定的である。特に、人間活動に密接し、その影響を受けやすい環境は扱われて

こなかったため、人為的圧力の影響についての生態学的知見の蓄積は未だ限定的である。加えて、

欧米や日本などでは都市域を対象とした研究は進みつつあるものの、発展途上国の都市域を対象

とした研究はほとんど行われていない。	
 

	
 こうした状況も相まって、根拠となる生態学的な知見の整備も未だ不十分と言わざるを得ず、

それに伴って都市の生物多様性を保全・向上のためのエコロジカル・デザインの広がりも、未だ

限られている。これまでは鳥類などの知見を基に、樹林地の配置や管理に関して提示されている

ものの、樹林地以外の環境要素の配置やマイクロハビタットについては限られている。特に、昆

虫などの他の生物群の生態学的知見を根拠したものは少なく、それらを包括的に扱ったエコロジ

カル・デザインは見当たらない。都市内で行われる自然再生やビオトープの造成などの規模を鑑

みると、限られたリソースを活用した微視的なマイクロハビタットの改善や人為的圧力を軽減す

る管理・利用のあり方、点在するハビタットなどの連携・連動を加味したエコロジカル・デザイ

ンなどを検討する必要があり、それらへの展開を見越した生態学的知見の蓄積が求められる。	
 

	
 

3)	
 都市の生物多様性保全・向上のためのエコロジカル・デザイン	
 

	
 生物多様性を保全し、向上させるエコロジカル・デザインの扱うスケール、対象とする環境要
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素・空間は多岐に渡り、その手法・取り組みも多様である。生物多様性の保全・向上のためのエ

コロジカル・デザインには、国土・都市レベルのエコロジカル・ネットワーク計画や都市計画・

保全計画、パッチとなる樹林地の保全・創出、緑化などによる緑被地の拡大などから、近自然工

法の導入、人工ビオトープの造成、さらには水質の改善や植栽管理の形態・手法といった人間活

動にまで及ぶ。種の多様性を維持するためには、環境要素、生態系、地域といった複数のレベル

で取り組まなくてはならず、国土や地域・都市といったランドスケープレベルから、ハビタット

レベルまでを包括的に扱う必要がある。特に、都市という空間においては、これまでの都市化の

過程で均一な都市的土地利用が拡大し、ハビタットは分断・縮小した状態にあり、大規模なハビ

タットの創出や土地利用の改変は困難であるため、既存の環境を効率的に活用した施策が求めら

れる。	
 

	
 生物の生息や分布、多様性は、対象とするハビタットの内部とその近隣の空間の環境要素、及

びに人間の利用・管理などの人為的圧力などのマイクロハビタットといったミクロスケールの要

因から、周辺の環境要素の配置や規模、土地利用の組成などの個々のハビタットの外側からもた

らされるマクロスケールの要因まで、多様な要因の影響を受けている。エコロジカル・デザイン

の対象とするスケールは、こうした環境要因によって規定される。マクロスケールでは、複数の

ハビタットをまたぐようなある程度の広がりを持つ空間内で、ハビタットとなる環境要素の量や

規模、配置・連結性を議論する。エコロジカル・ネットワークなどのように都市・地域レベルの

広範なスケールにおいて扱われるものは、マクロスケールにおけるエコロジカル・デザインであ

る。一方で、ミクロスケールは、マクロスケールにおいては単一の環境として扱われるような個々

のハビタットを対象とし、狭小な範囲かつ具体的な箇所における微視的な環境要素（マイクロハ

ビタット）を議論する。植栽地や水辺の配置や形状、その利用や管理などについて扱うものは、

ミクロスケールにおけるエコロジカル・デザインである。	
 

	
 

①マクロスケールの生物多様性規定要因とエコロジカル・ネットワーク	
 

	
 マクロスケールにおけるエコロジカル・デザインとして、持続的なモザイク状の土地利用、生

物の移動・交流を促進する生態的回廊(エコロジカル・コリドー)で生物の生息地が連結したエコ

ロジカル・ネットワークの構築が挙げられる(例えば、CBD,2010b など)。	
 

	
 日本の里山に見られるような多様かつ複雑に構成されたモザイク状の景観は、それぞれに独自

の生態系を形成するだけでなく、複数の環境に依存するマルチハビタットユーザーに利用され、

相互に関係し合いながら地域の生物多様性を育んでいる(Katoh	
 et	
 al.,2009)。モザイク状の土地

利用は、ある場所での生物多様性の劣化や個体群の絶滅に発生に際して、ハビタットとなる相互

の個々の土地利用が補完し、回復に向かわせるレジリエンスを有し、その総体の生物多様性を維

持している	
 (Van	
 der	
 Ryn	
 &	
 Cowan,1996)。モザイク状の土地利用がこうした機能を発揮するため
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には、個々の土地利用（環境要素）がハビタットとして役割を果たすのはもちろん、複数の要素

が共在するとともに、相互が生態的に連結しなければならないため、野生生物の生息空間の確保、

生物多様性の保全には、個々のハビタットを保全するとともに、相互が有機的に連結し、生物の

交流を維持・促進するエコロジカル・ネットワークが有効である。エコロジカル・ネットワーク

は、生物多様性の保全に加え、緑の生態的機能の向上、人と自然とのふれあいや環境学習の場の

提供、地球温暖化防止、都市環境・水環境の改善等多面的な機能・効果が発揮されることも期待

されるものである(都市緑化技術開発機構,2000;	
 狩谷ほか,2001)。	
 

	
 エコロジカル・ネットワークは、樹林地、草地、農地、水辺、河川、海浜などの生態系の拠点

（パッチ）と相互をつなぐ空間（コリドー）が適正に配置され、面的かつ生態的に連続している

状態を指し、生物の移動・分散が可能な生息地同士のネットワークのことを意味する(都市緑化技

術開発機構,2000)。生物の生息・生育空間の核となるパッチをつなぐコリドーは、面的もしくは

線状の空間（緑道や街路樹、河川など）で構成されているものはもちろん、里山と呼ばれるよう

な農地や屋敷林、ため池などの細分化された土地利用がモザイク状に入り組み、飛び石上に断続

的に連なっているものも含め、同じ生息地同士だけでなく、樹林地と草地、農地、水辺といった

複合的な環境要素の組合せから成立する。	
 

	
 エコロジカル・ネットワークの構築における焦点の一つとして、局所的な個体数を増加させ、

絶滅の危険をなくすために、ハビタットの規模と質を向上させること、移動と再コロニー化の可

能性を向上させるために、ハビタットの数を増やすことが提示されている(Opdam	
 et	
 al.,1993)。

パッチの規模はかねてより議論されており、面積が大きくなるほど内包する微視的環境が増える

ため形成される生物多様性が上がることや(樋口ら,1982;	
 村井・樋口,1988)、外部・縁辺からの

負の影響が反映されにくく、希少種などの生息が可能になるとされる(Oishi,2009;大石,2011)。

また、パッチの量・大きさだけでなく、生物の移動の障害となる都市的土地利用などの影響を除

去し、距離、連続性、生態的なまとまりを配慮した、移動・分散の可能性を高めるためのコリド

ーの必要性が掲げられている(UNEP,2010;	
 環境省,2012)。種の供給源となる、より規模の大きい

パッチは周辺の断片化したパッチの個体群や種の多様性を担保するとされ(Opdam,1991)、農村域

のため池では、連結性のある池の水草の多様性が上がることや(Akasaka	
 &	
 Takamura,2012)、都市

域では、パッチとなる樹林から一定の距離内にある街路樹・樹林帯で鳥類の種組成が多様化する

ことや(一ノ瀬,2003)、緑道と連結した樹林地の種数が高くなることが示されている(森本・加

藤,2005)。逆に、都市近郊から山間地にかけての非飛翔性哺乳類では孤立傾度の高くなるにつれ

て種多様度が低くなることや(園田・倉本,2008)、孤立度が高い樹林地ほどタヌキの交通事故の発

生率が高くなることが示されている(園田・倉本,2002)。また、パッチやコリドーを取り巻くマト

リクスの影響も重要である。マトリクスは周辺の均質な空間を意味し、都市域においては都市的

土地利用がそれに該当するが、都市域のマトリクスは複数のタイプの空間で構成される集合体で
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あり、住居の庭や施設内の植栽地などの狭小な緑地を含んだモザイク状を呈している。エコロジ

カル・ネットワークをさらに有効に機能させ、都市の生物多様性を向上させるには、このマトリ

クスとその質の向上が重要であることが指摘されている(一ノ瀬,2008;	
 2010c)。周辺の樹林地及

び農地・水域利用率が樹林内の鳥類の種数に正の影響を及ぼしており、他のハビタットとの移動

可能性を反映しているとしていることや(加藤・吉田,2011)、マトリクス空間の種数も向上させる

ことが示されていること	
 (鵜川・加藤,2007)、外側に隣接した空間の道路被覆率が水辺空間のア

リの多様度に影響することに加え(Ives	
 et	
 al.,2010)、集水域の都市的土地利用と樹林地の面積

率が、近接した空間の土地利用以上に河川内の魚類の多様度と出現確率に影響を及ぼしているこ

と	
 (Roy	
 et	
 al,2007)、集水域の過去の土地利用とその変遷が魚類相の構成に影響していることな

どが示されているなど(Hardings	
 et	
 al,1998)、個々のハビタットだけでなく、それを取り巻くよ

り広範なスケールの要因も加味した必要であることが窺える。	
 

	
 エコロジカル・ネットワークの計画は、国家間を跨ぐ広域計画から国土レベル(日置,1995;高

橋,2008)、州や都市圏の広域レベル(日置・井手,1996)、県レベル(岩田ら,2001)、市区町村レベ

ル(島田ら,2007)で計画されており、各々が担うエリアによってエコロジカル・ネットワークを形

成する要素も異なってくる。2010 年に愛知県で開催された COP10 で採択された決議 X/22 では、国

内自治体、都市、他の地方政府による生物多様性行動計画の策定を求めるとともに、その行動計

画に沿って計画主体同士の連携によりコリドーの形成とモザイク性の高い土地利用の整備が推奨

されている（CBD,2010b）。日本国内では、COP10 での決定された事項を踏まえて新たに昨年 9月に

策定された「生物多様性国家戦略 2012-2020」においても、国土や農村域はもちろん、都市におけ

る生物多様性を実現するため施策として提示されている。それ以外にも、各省庁が個別に進めて

いる計画や各市町村が定める「都市計画マスタープラン」(例えば、町田市,2011)及び「緑の基本

計画」(横浜市,2007;	
 さいたま市,2007;	
 川崎市,2008 など)、の中でも広く取り扱われており、そ

れぞれの骨子を担っている。独自の計画には、藤沢市が策定した「藤沢市ビオトープネットワー

ク基本計画」があり、他では少ない生物情報を基づいた計画で、緑地整備事業の具体的な指針を

提示したものである(藤沢市,2007;島田ら,2007)。	
 

	
 特に、都市におけるエコロジカル・ネットワークの確立において、中小の都市河川の役割は非

常に重要視されており、近年の緑の基本計画や都市計画マスタープランなどでは、計画地域内を

流れる河川をコリドー（生物の移動空間）として定めた緑地ネットワーク計画が多く見られ(例え

ば、)、平成 15 年に策定された都市計画運用指針では、生物生息・生育地のコリドーとなる河川

は都市施設としての緑地の都市計画決定を行うほか、諸制度と相まって保全を図ることが方向付

けられている(国土交通省都市・地域整備局公園緑地・景観課,2010)。都市内の樹林地などは、宅

地造成や交通用地の拡大などにより、縮小・分断が進んでいるが(池上・木下,	
 2008)、一方で、

雨水処理・防災・アメニティなどといった観点から、河川は都市を構成する要素として不可欠な
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存在であるとされ、排除・転用されることは少ない。都市河川が該当する線状のコリドーには、

エコロジカル・ネットワークにおける生態的機能として、生物の生息・生育空間(Habitat)、移動

経路・移動促進(Conduit)、移動経路の断絶(Barrier)、移動の阻害(Filter)、供給源(Source)、

消失地(Sink)があり(Hess	
 &	
 Fischer,2001)、ネットワークを形成する上で欠かせない重要な要素

である。	
 

	
 都市のエコロジカル・ネットワーク計画の策定、そしてネットワークの状況や改善の度合いを

モニタリングするためには、計画目標種もしくは指標種を設定する必要がある。これらの種の選

定には、地域の特性、環境の特徴・重要性、地域住民との親和性などの配慮が必要とされるが(狩

谷ら,2001)、特にそれらの生態的な情報の蓄積が欠かせない。エコロジカル・ネットワークの主

たる目的が生物の生息・移動の促進による生物多様性の保全であるということから、場当たり的

な事業の実施は望ましくないのは明らかで、その効果の最大化を図るために、重点的に保全すべ

き箇所や施策を実施すべき箇所を抽出することが求められる。これらは、生物種の分布状況はも

ちろん、生息規定要因や移動能力といった生態的な情報に基づいて行わなければならない。しか

しながら、生物情報に基づいた計画は国内ではごく少数しか行われていない。広域的な生物情報

の整備が進んでいないことや、生態的な知見が不足していることもあり、生態情報に基づいたエ

コロジカル・ネットワーク形成に向けた具体的な手法はほとんど提示されていない(国土交通省都

市・地域整備局公園緑地・景観課,2010)。鳥類を指標とした街路樹(一ノ瀬,2003)や樹林地パッチ

(山田・島田,2007;	
 外村・宮下,2014)	
 のネットワーク状況に関する知見、樹林性の鳥類と肉食性

哺乳類の代表種の分布と景観パターンとの関係からコリドーとなりうる空間を抽出した研究

(Beni	
 et	
 al.,2002)、チョウ類の緑被分布との関係(横田・武内,2006)や構成種毎に樹林帯の持つ

環境要素とその周辺環境との関係からコリドーの質を検討した研究(横田ら,2009)、トンボ類を指

標に止水環境のネットワーク状況を評価した研究(財団法人都市緑化技術開発機構,2006;	
 李

ら,1998;	
 1999;	
 2001;	
 橋本ら,1998)などは提示されているが、樹林地・止水環境以外の環境を対

象としたものは少ない。都市河川では、砂礫地でカワラバッタの生息状況と移動距離に基づいた

生息地間ネットワークの検証、法面や河川敷の草地でバッタ類(根津ら,2011)やネズミ類(黒田

ら,2009)などでハビタットとしての機能についての研究が行われているものの、エコロジカル・

ネットワークの状況や形成に関する知見は少なく、特に都市の中小河川を対象とした研究はほと

んど行われていない。また、草地環境のエコロジカル・ネットワークに関わる諸研究は、自然地

域の草地のネットワークのハビタットの質の評価についての研究や(Bazelet	
 &	
 Samways,2011)、

都市郊外に残存する草地のチョウ類の移動・分散の状況とそれを促進する要因についての知見な

どがあるものの（Akaboshi	
 et	
 al.,2015）、都市内部の草地についてはこれまでほとんど議論が行

われておらず、具体的な評価手法やネットワークの形成に向けての知見は示されていない。	
 

	
 また、水と緑の関連性が明らかなっていないことが指摘されており(一ノ瀬,2010b)、既往の計
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画の中で頻繁に使われている「水と緑のネットワーク」というフレーズを考えると、単一の環境

とその連続性だけでなく、周辺の環境要素の状態と配置関係を考慮した指標、計画手法の構築が

求められ、生態系の基本単位である「流域」をベースに、エコロジカル・ネットワークを計画し

ていくことも議論されている(Bryant,2006)。こうしたことから、単一種のみでの評価では不足と

の指摘があり(一ノ瀬,2010b)、ミクロからマクロのスケールにおいて複数の環境を包括的に考慮

するには、複数種や種群、もしくは多様な環境に依存する種から評価することが求められる。こ

れに加えて、それぞれの環境の質の状態を把握するには、環境の変化に対する応答性を配慮する

必要があるため、環境の安定度や変化に対する応答力に富んだ種にも注目する必要がある。さら

に、ネットワークが地域や都市の生物多様性にどの程度貢献しているかどうかという点について

は、検討されているものの、具体的に示されておらず、パッチやコリドー内の局所的な環境につ

いての言及に留まっている。	
 

	
 

②ミクロスケールで生物多様性に寄与する微視的環境（マイクロハビタット）のデザイン	
 

	
 これまで、核となる緑地の保全に加え、そのハビタットの距離や配置などの連結性やコリドー

となる街路樹や緑道の整備などの「ネットワーク」の形成、都市緑化に見られるような緑被率の

向上といった「量」の確保を主眼においた施策が主に進められてきた。しかし、これらに加え、

構成される環境要素の「質」の向上が重要であることが指摘されている(一ノ瀬,2010c)。都市内

に存在している緑地や見かけ上は連続している河川や樹林帯が、仮に面的・線的にネットワーク

を形成したとしても、その環境の状態が生物の生息に耐えないものであった場合には、逆に個体

数を減らすシンクとして作用してしまい、生物多様性を危機にさらしてしまうこともあり得る

(Hess	
 &	
 Fischer,2001)。また、都市におけるマトリクスは、生物に利用されるとともに影響を及

ぼす空間であるため、その質も焦点となっている(一ノ瀬,2010c)。都市の生物多様性を保全・向

上のためのエコロジカル・ネットワークやモザイク状の土地利用の構築の前提に、各要素の期待

される効果を発揮させるためにも、従来のハビタットの質の向上や、新たなハビタットの創出を

図るなど、ミクロスケールでのハビタットの「質」に配慮した施策を展開していかなければなら

ない。	
 

	
 生物はハビタットの内部の構造・組成、それらを構成する様々な要素の微視的環境（マイクロ

ハビタット）に大きく依存し、その範囲は植生構造や水辺の形態といった物理的要因から、気温・

土壌・水質などの化学的要因にまで及ぶ。こうしたマイクロハビタットの質の改善を図るには、

生物の生息に与える影響などを鑑みながら、対象となる要素を抽出する必要がある。	
 

	
 特に、ハビタットの「際」のデザインは非常に重要である。林縁や水辺空間に見られる移行帯

など、異なる複数の環境要素が緩やかに混じり合う空間であるエコトーンは、増水による撹乱や

光環境などの違いから多様なマイクロハビタットが形成され、生物の多様度が高いことが示され
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ている(Smith	
 et	
 al.,1997;	
 Ward	
 et	
 al.,1999)。ライフサイクルの過程で生じる産卵や採餌、移

動などに利用され、両生類やトンボ類などは水域と陸地、鳥類やチョウ類は草地と樹林地のエコ

トーンを利用するなど、マルチハチタットユーザーにとっては欠かせない空間である。しかし、

マクロスケールでは面的に隣接していたとしても、側溝や直立護岸、広幅員の道路などの障害物

があることで、移動・登坂能力の低い種にとってはその空間がシンクになってしまう。面的なつ

ながりだけでなく、三次元での生態的なつながりを創出することで、他の要素との連結性の確保・

拡充、その機能を高めていくことが重要になってくる。周辺環境への緩やかなつながりを創出し、

三次元でのネットワークの形成するエコトーンは、生物多様性の保全・創出を図る上で重要な要

素である。	
 

	
 また、都市空間は人間活動の場であり、それに伴う草刈りや植栽といった人為的管理、農業や

養殖といった経済活動、アメニティ活動による利用圧、生活排水の流入や騒音、夜間照明の影響

など、ハビタットとなる空間における人為的圧力が生物多様性に及ぼす影響も大きい。物理的な

マイクロハビタットの質の改善とともに、こうした人為的圧力を軽減する管理手法や利用のあり

方などを検討する必要がある。	
 

	
 

4)トンボ類・バッタ類のエコロジカル・デザインの指標性と生態学的知見の整理	
 

	
 これまで扱われてきた鳥類は移動能力が非常に高く、分断されている空間の影響を受けづらく、

より狭小なスケールにおけるマイクロハビタットについての議論しきれていない。同様に、哺乳

類はハビタットの分断についてなどの検証は行われているものの、扱われているハビタットが樹

林地に限られることや、その規模や配置などへの言及に留まる。逆に植物では、移動・分散能力

が限定され、分布の拡大新たな環境への移入や、植物自体やそれらの総体である植生構造による

影響などは検証できていない。また、同じ昆虫類でもチョウ類は既往の知見が散見されるが、幼

虫期や産卵に特定の植物に依存するため、その植物の存在の有無が前提になるなどの限定的な面

がある。マルチハビタットユーザーである両生類を扱った研究は、農村域での研究は散見される

ものの、依存環境の欠損などから都市域での知見は少なく、複数の環境要素との関係性の議論は

進んでいない。	
 

	
 昆虫類は世界に 80 万種以上が記載されているとされ、目・科・属で食性や採餌・産卵形態が異

なり、さらに種間でも生態環境の選好性や適応力が異なるなど、最も多様性に富んだ生物の一つ

である。特に、トンボ類のように成育過程で水域から陸域へと依存する環境が変わるなどのマル

チハビタットユーザーとしての特性や、バッタ類のように同一環境内に生息する種間でも生態が

多様であることなど、複数の環境要因への応答性が高いため、マクロスケールからミクロスケー

ルの環境要素まで幅広く扱うことができ、より微視的かつ多様なマイクロハビタットとの関係性

を検証できるとともに、複数の環境要素を同時に扱うことができることで、相互が混じり合う空
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間であるエコトーンなどに焦点を充てた検証が可能である。また、種群で扱うことで、単一種の

みでの評価では不足とされる多様性を考慮したエコロジカル・デザインの手法の提示に適してい

る。さらに、土壌などの環境基盤が脆弱で、リソースの規模が矮小・限定的になりやすい都市域

でも、依存する資源量の少ない昆虫類は十分に生息が期待できるとともに、屋上緑化やビオトー

プなどの都市部に人工的に創出された空間や工場跡地にも生息が報告されるなど、比較的早い段

階から移入することが期待できる生物であるため(養父ら,1992)、狭小なスケールのハビタットを

も扱うことができる。加えて、幼少期の虫取り体験などで身近な存在であり(吉野ら,2011)、意匠

や童謡などに取り入れられるなど、人間の生活や文化との親和性も非常に高い(久保田,2005)。都

市の生物多様性が果たす役割の一つに生物多様性の主流化があることを鑑みると、昆虫類は人間

の生活空間である都市に適した指標であると言える。	
 

	
 中でも、トンボ類・バッタ類は、マクロスケールにおいても複数の環境要素を同時に扱うこと

ができ、ミクロスケールおいてもエコトーンやより微視的なマイクロハビタットの検証が可能で

ある。特に、既往の知見が少ない環境要素についてなど、都市の生物多様性の保全・向上に向け

た新たな知見を蓄積・提示できる指標生物である。エコロジカル・デザインの基準となる生態学

的知見に関する既往研究も多数整理されている。	
 

	
 

①トンボ類の生態的特性と指標性	
 

	
 本文の中では、トンボ目（Odonata）と分類される昆虫をトンボ類と総称している。トンボ目は、

形態的な特徴から均翅亜目（ヤンマ科・トンボ科など：Dragonfly）と不均翅亜目（カワトンボ科・

イトトンボ科など：Damselfly）に大きく二分され、それぞれの中でさらに細かく分類される。し

かし、選好する環境はこの分類によって規定されるものではなく、同一の環境において多様な種

が混在している。トンボ類は生活史の中で依存する環境が変わり、種によっても環境の選好性や

適応力が異なる。幼虫期は主に水域を依存するが、利用する水域環境によって止水性種と流水性

種に二分され、その性質は大きく異なる。但し、両方の環境に適応している種も存在する。羽化

後の未成熟期は採餌や生育に樹林や草地などの環境を利用する。未成熟期間も種によって異なり、

成熟までに要する時間（羽化から産卵まで）が長い種（長期種）は、一般的に移動・分散可能距

離が長い傾向があり、依存する環境も多くなる。発生回数は季節変化に依存し、日本では年一回

となる。一方で、短期種は移動距離が短く、発生箇所からあまり移動せずに過ごす。年数回発生

し、未成熟期間とともに幼虫期間も短い傾向にある。また、こうした特性によって、絶滅リスク

も異なるとされる(Kadoya	
 et	
 al.,2009;	
 角谷ら,2010)。成熟期には、産卵場所やパートナー確保

のために水辺などに戻ってくる。羽化や繁殖、産卵の際には、開放水面だけでなく、水陸の交わ

る移行帯（エコトーン）を重要なハビタットとして利用し、縄張り行動や産卵形態・産卵基質、

定位体勢などの違いなどから、水辺の定位構造(止まり木)などの物理的環境や水生植物、水質な
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どの微視的な環境（マイクロハビタット）の影響をも受ける。さらに、活動時期、時間帯、地理、

気候にも大きく差が見られるなど(石田ら,1998;	
 Corbet,1999)、種によって環境の選好性（ニッ

チ）や適応力が異なり、環境への応答性が高い。このような特性から、水環境や特定の環境条件、

それらの変異などを表す指標として適しているとされており(Kalkman	
 et	
 al.,2008;	
 枝,2010)、

多様な環境の状態やその組成についての評価が可能である。	
 

	
 また、トンボ類の多くは高い移動能力を有しているものの、移動距離・範囲は種によって異な

るため、対象とする課題やスケールに合わせて適正な種を選定することで、狭小なスケールから

比較的広範なスケールまでも扱うことができる。他の昆虫群に比べ、トンボの移動距離について

の研究は多く行われている。供給源から発見・生息場所までの距離から推測されたハッチョウト

ンボの移動距離は 65m-1500m 程度(上田ら,2004)、アジアイトトンボ・オオイトトンボでは

1200m-1300m、ショウジョウトンボでは 1000m-1100m(守山ら,1990)と報告されている。また、都市

近郊のため池で行われた研究では、アオヤンマの成虫およびに羽化殻の両方が確認された 3 箇所

の羽化場所(ソース)と成虫のみ確認されている一時的な生息場所(シンク)7 箇所があることから、

その相互間平均距離(2,260±841m)がアオヤンマの恒常的な移動距離として推察されている(河

瀬・夏原,2007)。中山間地に新たに創出された水域で行われたトンボ類の移入・遷移の調査では、

該当地域では確認されていなかったチョウトンボ・キイトトンボの移入が見られたとされており

(静・小池,2005)、相当距離の移動が可能であることが予測される。両種は、内陸の水域から遠く

離れた臨海部の埋立地の孤立した緑地や工場地帯での出現が確認されていることから(トンボは

ドコまで飛ぶかフォーラム,2012)、都市部でも長距離の移動・分散が行われていると考えられる。

テレメトリ法やアークサイン法など、生物の移動距離や範囲を測定する方法は数多く検証されて

いるが、トンボ類のような小型昆虫では標識法による調査が一般的である(田口,2003)。トンボ類

を対象とした標識法による調査は散見され、水田域のショウジョウトンボでは 100m-1300m(守山

ら,1992)、アジアイトトンボは 1100-1200m(若杉ら,2002)、アオイトトンボやクロイトトンボなど

のイトトンボ類は特定条件のため池間を 200m 程度移動する(一ノ瀬,2004)などの報告があり、他

にもカワトンボ属(平均200m程度,	
 最大2,000m程度)に関する調査は頻繁に行われている(Suzuki	
 

et	
 al.,1981;	
 Stettmer,1996 など)。これらの多くは水域で確認された個体を対象としているが、

樹林で行われたアオイトトンボの調査では、羽化場所に隣接した山林 5ha が活動範囲であると示

している。しかし、羽化場所との間に 200m の荒れ地が存在する山林では、アオイトトンボの出現

が見られないことから、土地利用などが移動の阻害要因になっている可能性が示唆されている(田

口,2009)。	
 

	
 トンボ類の生息に影響を及ぼす要因については、国内外問わず多数の研究が行われており、ハ

ビタット内部のマイクロハビタットに関わるミクロスケールの要因から土地利用などのマクロス

ケールの要因、空間配置など、多岐に渡るとされる(Hamasaki	
 et	
 al.,2009)。多くの既往研究に
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共通する知見として、トンボ類の分布には樹林地の存在の重要性が示されている。農村地域のた

め池で行われた調査では、隣接した樹林の割合がトンボ類の構成種に影響を与えていると指摘し

ており、出現種によって分類される３つのグループ(「草原型」，「樹林型」，「閉鎖樹林型」)では、

樹林隣接度が大きく異なるという結果が示された(山野ら,2002)。同じくため池で行われた別の調

査では、一定の標高以下でかつ樹林隣接率が 44%以上のため池における出現種数が最も多かった

(一ノ瀬・森田,2002)。特定の種を対象とした研究では、周辺の樹林率がトンボ類の出現個体数に

影響していることを明らかにしており、特にアオイトトンボ・マユタテアカネでは正の影響を、

モノサシトンボ・シオカラトンボでは負の影響を与えていることが示されている(一ノ瀬ら,2008)。

一方で、湿地における調査では、周辺の木本群落と抽水植物群落の合計植被率が一定以下の場合、

隣接した陸域植生が樹林であるとトンボ出現種が最大になるが、合計植被率が一定以上の場合に

は出現種が限定的になることが分かっている。さらに、木本植生の構成でも差が見られ、常緑樹

群落型であると種数・個体数ともに減少するが、落葉広葉樹・混交林型の場合は比較的高い植被

率でも、出現種が顕著に限定されることはないとされる(長田ら,1997)。樹林や樹木の存在に起因

する陰の存在の影響がトンボ類の分布を規定しているとされる。河川と河畔林が持つ環境要因と

トンボ類の生息分布の関係を示した研究では、最も重要な要因として樹林の被覆による陰(以下、

緑陰とする)を掲げている(Clausnitzer,2003)。	
 

	
 トンボ類の一部の種は、産卵場所及びに幼虫期の生息場所として水生植物を利用することが知

られており、既往研究においても広く扱われている。形態の異なる水生植物群それぞれの種数(一

ノ瀬ら,2008)やヨシ原(抽水植物)と水草(沈水/浮葉)の植被面積(生方・倉内,2007;	
 Schindler	
 et	
 

al.,2003;	
 Hofmann	
 &	
 Mason,2005)がトンボ類の出現個体数に関与していることが明らかになって

いる。水生植物を含めた植生群落型の組み合わせがすべて存在する水域でのトンボ類の出現種数

が最も多いことが明らかになっている一方で、浮葉植物の植被率が高い水域と抽水植物の植被率

が高い水域では出現構成種に違いが見られる(長田ら,1997)。ケニヤの河川で行われた調査

(Clausnitzer,2003)では、水生生物の植被率がトンボ類の分布に関与していることが示されてい

るものの、周囲の環境の変化により、準抽水・抽水といった水生植物群落の構造が変化すること

で、出現構成種に与える影響も変わってくるため、その重要性を議論するのは難しいとしている。	
 

	
 また、幼虫期を水中で過ごすトンボ類は、水質が生息に影響することが示されている。溶存酸

素濃度や pH(Hamasaki	
 et	
 al.,2009; Júnior	
 et	
 al.,2015)、無機体窒素イオン濃度	
 (一ノ瀬・森

田,2002;	
 一ノ瀬ら,2008)、電気伝導度がトンボ類の個体数(一ノ瀬ら,2008;	
 角道・日下部,2004)、

Na+・Cl−イオン濃度、濁度	
 (Silva	
 et	
 al.,2010;	
 Kietzka	
 et	
 al.,2014)	
 が、トンボの生息に影響

していることが示されている。	
 

	
 トンボの生息に周辺環境が及ぼす影響は、先述までのような隣接した環境だけでなく、マクロ・

景観スケールが及ぼす影響が検証されている。一ノ瀬ら(2008)が行った研究では、ため池から周
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囲 50m における土地利用がトンボ類の個体数に影響を与えることを明らかにしている。また、ト

ンボ類の種構成と景観タイプには対応関係が見られるとされている。森林・居住地・公園・都市(工

場地帯)の４つの調査地域で確認されたトンボ種を用いて TWINSPAN によって調査地点を分類する

と、その構成は調査地タイプと一致するという結果が示されていることから、景観タイプによっ

て出現種にはっきりとした差が見られた(Samways	
 &	
 Steytler,1996)。生活史の異なるトンボ類の

分布にも、景観スケールの違いが影響しているとされる(Kadoya	
 et	
 al,2008)。周囲の樹林地、水

田及びに水域の分布量から算出された変数を説明変数に、各出現種のロジスティック回帰モデル

を構築した結果、ほとんどの種の分布に景観要因が正の影響を及ぼしていることが明らかになっ

た。さらに、前生殖期間が長期間の種では、短期間種と比べ、景観スケールレベルの要因による

説明力が高く、最も説明力の高くなる空間スケールも大きかった。これらから、景観的な要因が

トンボ類の分布を制限し、移動分散・移入に影響を及ぼすことが予想される。	
 

	
 こうした生態的特性から、トンボ類は環境の状態の評価やエコロジカル・ネットワークの指標

に用いられている。ハビタットレベルでは、河川環境の多様な環境要素の包括的な健全性(Silva	
 et	
 

al.,2010)や周辺の環境の状態(Dutra	
 &	
 De	
 Marco,2015)、湿地生態系の健全性(Kutcher	
 &	
 

Bried,2014)とその水質(Karthika	
 &	
 Krishnaveni,2014)の評価に用いられているほか、世界レベ

ルでの生物多様性の状況の把握(Clausnitzer	
 et	
 al.,2009)や国土レベルでの気候変動や開発など

の圧力の影響(Maes	
 et	
 al.,2010;	
 Bush	
 et	
 al.,2013)の指標として採用されている。また、イト

トンボ類が流域レベルでの都市化(Júnior	
 et	
 al.,2015)や開発などによる樹林の消失・改変	
 

(Dolny	
 et	
 al.,2012)、トンボ類の多様度が都市の水辺環境の状態及びその周辺の都市化の影響の

指標になることが示唆されている(Jeanmougin	
 et	
 al.,2014)。トンボ類を指標としたエコロジカ

ル・ネットワークのモデルも散見し(橋本ら,2002;	
 財団法人都市緑化技術開発機構,2006)、対象

地域内のエコロジカル・ネットワークのモデルを作成したところ、トンボ類の平均移動距離を 1km

と仮定した場合のビオトープ間の生物の移動・分散などの生態的相互作用を示す相互作用指数が

最も高く、モデルとしての説明力が高くなることが示されている(李ら,1999)。	
 

	
 上記までのように、トンボ類の生態学的知見は多く、生息環境を包括的に評価でき、都市の生

物多様性の向上に向けたエコロジカル・デザインの知見の解明に適した指標種であると言える。

しかしながら、微視的な環境要因に関する知見に比べ、マクロスケールに関する要因に関しては

未だ知見は少なく、生態学的な検証が行われている段階だと言える。また、日本の都市河川のよ

うな狭小な流水環境を対象とした研究は少なく、人為的な影響などの検証は不足している。

Goertzen	
 &	
 Suhling(2013)はトンボ類の生息に及ぼす要因から、水生植物の移植やより自然度の

高い水辺環境への改変など、都市の水辺環境のデザインのあり方を示しているものの、エコロジ

カル・デザインへの応用、具体的な手法の提示は十分ではない。	
 

	
 



1 章 はじめに 

- 21 - 

②バッタ類の生態的特性と指標性	
 

	
 本研究で定義するバッタ類は、バッタ亜目及びキリギリス亜目（主にキリギリス上科・コオロ

ギ上科）を含めた直翅目の全般を扱い(日本直翅類学会,2006)、それぞれバッタ類・キリギリス類・

コオロギ類とする。バッタ類は主に草地環境に生息し、植物を主食とする昆虫である。好む植物

や環境は種によって異なり、イネ科やマメ科などの食べ分け、シバ草地、チガヤ草地、ススキ草

地、裸地といった構成される植生や草丈などの棲み分けがある。飛翔能力や発生回数にも差があ

り、個体群密度などの影響を受け、形態や生態的特性が変化するとされる。キリギリス類は、さ

らに生態的特性が多岐に渡り、食性・採餌形態は草食から他の昆虫を捕食する肉食性や雑食性、

種によってはライフヒストリーによって草食性から肉食性へと変化する。また生息する環境は、

開放的な草地から、林縁の藪や生垣、樹上と多様で、産卵も土中、葉や茎などの植物体内と異な

り、飛翔能力を持たない種も存在する。コオロギ類は、肉食性・腐食性に近い雑食性が多く占め

る。地上徘徊性の種が多いものの、草本や樹木も利用する種もいる。それぞれ、活動時間帯が異

なり、多くが翅や後肢をこすり合わせることで音を発し、ペアとなるメスの誘引やオス同士の縄

張り行動を行う(日本直翅類学会,2006)。	
 

	
 トンボ類に比べ、バッタ類の生息規定要因や生態的特性に関する研究は少ないものの、主に草

地で行われた研究では植生の構造がバッタ類の生息に影響していることが明らかになっている。

草丈はバッタ類の多様度	
 (Wettstein	
 &	
 Scmid,1999)	
 や生息に正の影響を与えていることが示さ

れている(Batary	
 et	
 al.,2007;	
 吉尾ら,2009)。一方で、種によってその応答は異なっていること

や(五十嵐ら,1983)、狭小なスケールでは一定の丈高以上の草本植被が上がると生息頻度が下がる

ことなども示されている(Altmoos	
 &	
 Henle,2010;	
 吉尾ら,2009)。植生多様度や群落構成、植生被

度も重要であり、植物の種の不均一性や多様度がバッタ類の種数に正の影響を与えていることや

(Kruess	
 &	
 Tscharntke,2002;	
 V.	
 Kati	
 et	
 al.,2012)、植物の種数がより多い箇所でバッタ類の出

現種数も多かったこと(竹内・藤田,1998)、一定の植生被度で出現頻度が上がることなどが示され

ている(Altmoos	
 &	
 Henle,2010)。また、コオロギ類では樹林の林齢による応答が種で異なること

が示されている(谷脇ら,2005)。これらは、種によって定位置や微視的な気候条件の選好性が異な

ることなど、生態的な特性の多様性に依るものであるとされており(秦ら,2003)、逆に上記の項目

を忌避する種もいる。草刈りなどの人為的圧力の影響を受けていることが、多様度に負の影響が

示されている(Wettstein	
 &	
 Scmid,1999;	
 Kruess	
 &	
 Tscharntke,2002;	
 Kati	
 et	
 al.,2012)。一方

で、草刈りが入ることによって個体数・種数が増えることも示唆されており(Batary	
 et	
 al.,2007;	
 

根津ら,2011)、こうした人為的な圧力によって植生構造が単純化・多様化することでバッタ類に

影響していると考えられ、管理の際の草丈の高さや頻度などの具体的な知見が求められる。	
 

	
 また、周辺環境の影響も示されており、都市域では草地を中心とした周囲の緑地面積率が高く、

小規模な緑地が多数存在する地域ではバッタ類の生息密度が高いことや(養父ら,2001)、水田の畦
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畔では周囲の水田被覆や林縁長がバッタ類の個体数や出現に影響していること(吉尾ら,2009)、よ

り単調な景観構成に比べ、周囲に複雑な景観が構成されている草地では、バッタ類の種数が多い

こと(Batary	
 et	
 al.,2007)、キリギリス類の一種であるクツワムシは周囲 100m の市街地面積率が

負に影響していることが示されている(徳江・大澤,2014)。また、他の昆虫と比較して、バッタ類

は分断化の影響は受けにくく、特に草刈りが行われている草地では小規模な草地の方が種数は多

いことが示されている(Wettstein	
 &	
 Scmid,1999)。一方で、大規模河川の河川敷でカワラバッタ

の生息状況と生息地間ネットワークについて検証した結果では、ネットワークの分断はハビタッ

トとなる砂礫地の面積の小さい箇所が集中しているところであること、砂礫地面積が大きいほど

総個体数が増えることに加え、面積の小さい砂礫地では移出率が高まることが示されている(野

村・倉本,2005)。	
 

	
 こうした特性から、バッタ類の組成は、草地の健全性や土壌の状態を示す指標にもなり得ると

されているほか(五十嵐ら,1983)、エコロジカル・ネットワークを構成する環境の質を図る指標と

しても有効であるとされている(Bazelet	
 &	
 Samways,2011)。また、気候変動による影響が分布や

種組成の変化によく反映され、特に希少種に注目することで、対応策を講じる上で有用であるこ

とが示唆されている(Maes	
 et	
 al.,2010)。しかしながら、エコロジカル・デザインへの応用は見

られず、それに資する具体的な数値など知見は少ない。さらに、エコロジカル・ネットワークに

関しても、生態的な特性を含めた知見が乏しく、相互のハビタットとの連結性などについては未

だ示されていない。	
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1−3.研究の目的・意義・構成	
 

	
 

1)	
 目的	
 

	
 こうした背景を踏まえ、都市が内包する生物生息空間（ハビタット）としての機能を果たす環

境要素に焦点を絞り、トンボ目（トンボ類）・直翅目（バッタ類）の生息状況とマクロスケール及

びミクロスケールの環境要因の関係性から、エコロジカル・デザインの基準となるトンボ類・バ

ッタ類の生息規定要因などを解明するとともに、それらに基づいて導き出される生物多様性の保

全・向上のためのエコロジカル・デザインの手法・指針を提示することを、本研究の目的とした。 

	
 特に、既往事例の少ない草地環境を中心とした埋立地内の緑地、都市河川の水辺環境、及び開

発により生物生息空間が改変・消失の危機に瀕している発展途上国において、都市化が進む郊外

の農村型集落内の小規模池を取り上げ、複数の環境要素の組み合わせとその境界であるエコトー

ンのデザインの重要性、植生の多様度・構造や水質などのマイクロハビタットと、それに及ぼす

人為的圧力の影響を定量的に明らかにした。これらの生態情報に基づいて、エコロジカル・ネッ

トワークの構築、及び個々のハビタットにおけるマイクロハビタットのエコロジカル・デザイン

手法を提示した。	
 

	
 

2)	
 意義	
 

	
 これまで、都市の生物生息空間を対象とした研究は散見されるものの、農村域などの自然度の

高い環境に比べてその数は少なく、生物多様性保全およびその向上に向けた具体的な施策のあり

方にまで言及しているものは限定的である。特に、生物多様性に配慮した計画や施行が求められ

ているものの、慣例的に採用されている手法や考え方に依存しているケースが多く、生態学的な

知見に基づいた事例はごく少数に留まる。本研究で示される、実際のフィールドで収集した生物

分布情報などのデータとそこから見出される生態学的知見はもちろん、それらに基づいた具体的

なエコロジカル・デザイン手法の提示は、今日の社会の要求に応じたものであり、愛知ターゲッ

トが掲げる 2050 年の最終目標の達成に貢献できるものである。	
 

	
 また、これまでほとんど扱われてこなかった草地環境や都市河川に関する知見の蓄積は、生態

学的知見を新たに提示するものである。発展途上国の都市域周辺の生物多様性に関しては、研究

だけでなく、基本的な情報についても未だ整備が遅れている状況にあることに加え、都市の拡大

により消失が懸念される環境を扱ったことで、本研究で示される生物生息情報やそれに関わる知

見は、今後の生物多様性保全に貢献するものである。	
 

	
 加えて、環境への応答が種によって異なるトンボ類・バッタ類を指標にすることで、多様な要

因と複数の環境要素を同時に扱うことができ、これまで単一の指標での評価では不十分であると

いう指摘に対応した分析とエコロジカル・デザイン手法を提示することができる。特に、ハビタ
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ットの選好性などから種群を分類し、生態的特性が類似した種をまとめて分析するという手法は、

気候や構成する種などが異なる国や都市を超えて適用できる汎用性が高いものであり、それぞれ

に共通した知見を提示できるとともに、地域性などの差異による過大・過少評価を避けることが

できる。また、種群で扱うことで、類似した種との共通性を解明できるため、発展途上国などで

これまで情報が不足していた種に関する知見の蓄積に貢献できる手法である。	
 

	
 

3)	
 構成	
 

	
 本研究では、まず現地調査で得られたトンボ類・バッタ類の生息分布情報及び環境要因などか

ら、生息規定要因の解明及びハビタットの状況の把握を行い、それに基づいたエコロジカル・デ

ザインの手法・指針を提示した(図 1−2)。また、対象としたハビタットの内部とその近隣の空間の

環境要素、及びに人間の利用・管理などの人為的圧力などのマイクロハビタットの要因について

主に議論するものをミクロスケールにおける研究、周囲の環境要素の面積率やその連結性などの

個々のハビタットの外側から受ける要因との関係性を議論するものをマクロスケールにおける研

究とし、トンボ類とバッタ類のそれぞれでマクロスケール・ミクロスケールにおける研究を実施

した。	
 

	
 

	
 

図 1−2	
 本研究の構成	
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 2 章では、都市河川及び発展途上国の小規模止水環境を対象に、トンボ類の生息規定要因の解明

と各ハビタットの状況の把握を行った。都市河川を対象とした研究では、2.1.1 で都市河川におけ

るトンボ類の生息状況の把握し、それに基づいて生息規定要因の解明と生息予測モデルを構築し

た。2.1.2 では、前節で示した現地調査の結果と生息予測モデルから、都市河川のエコロジカル・

ネットワークの検証と、ネットワークの改善のための改善箇所の抽出を行った。2.2.1 では、発展

途上国の都市の拡大により失われつつある農村景観要素の一つであり、人間活動と密接した環境

要素である小規模止水環境に注目し、地域住民による利用実態から消失リスクを検証した。2.2.2

では、小規模止水環境のトンボ類の多様性とマイクロハビタット及び人為的利用との関係を解明

した。	
 

	
 3 章では、港湾部埋立地の草地環境を中心とした緑地を対象に、バッタ類の生息規定要因を明ら	
 

かにした。3.1 では、環境要素の量・規模・配置などのマクロスケールの生息規定要因と、3.2 で

は植生構造などのマイクロハビタットとバッタ類の生息状況との関係について解明した。	
 

	
 4 章では、2章及び 3章での調査・分析の結果から明らかになった生息規定要因やハビタットの

状況などの生態学的知見から、トンボ類・バッタ類のエコロジカル・デザインの指標としての有

用性を整理し(4.1)、それらを基に、エコロジカル・ネットワーク(4.2)とマイクロハビタット(4.3)

に焦点を絞り、生物多様性の保全・向上に向けたエコロジカル・デザインの指針・手法を提示し

た。	
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1−4.研究方法	
 

	
 

1)	
 生物多様性の指数	
 	
 

	
 フィールドで得られる情報から生物の生息状況の把握や生物多様性の測定の基準となるものは、

Abundance（量）、Absence（在/不在）、Richness（多様度）が主である。「量」を表す個体数・密

度、「在/不在」を表す生息確率は、特定の種、特に保全上優先度の高い希少種や対象環境の生態

系や群衆に影響度の高い種（キーストーン種）、生態系の健全度を表す食物網の上位にある高次捕

食者（アンブレラ種）、特定の環境を代表するような指標種、外来種や獣害を及ぼす種の生息状況

を把握する際に頻繁に用いられる。「多様度」には、種数や群衆の類似性・均一性、もしくは群衆

そのものの組成の変化・差異などを対象とする。多くの研究では、個別の地点や地域の多様度（α

多様性）自体が評価の対象となる。一方で、環境の変化に伴い、各種の採餌や繁殖、産卵、生活

史などの生活型、大きさや形態などの生活形、共通の栄養段階や食物資源、利用・選好環境、生

態系内で果たす役割・機能などが異なる種の出現状況は移り変わる。特に、特異な環境に依存す

る種や、他種から排除されやすい種などの低頻度でしか出現しない生物種の分布は、一概に種数

が多い空間と一致しないことが示されており(中尾ら,2014)、対象地域全体の多様度（γ 多様性）

に対し、調査地間の種の入れ替わりの度合い（β 多様性）や特定の種の出現状況に注目する必要

もある。このように、対象とする環境やその状況、スケールに応じた指数を選択するとともに、

目標種・指標種の出現状況や種組成に配慮した精査をすることで、個別の調査地間の環境の変化

を把握することができる。	
 

	
 また、都市における生物多様性の状況を把握するためには、各都市の実情を加味する必要があ

る。各都市で構成される生物相や出現種は当然同一ではなく、総種数や特定の種群の存在などに

差異が見られ、日本のアカネ類のように、特定の環境に特化した種が多数存在するケースなども

あるため、結果に偏りが出ることも懸念される。既往研究では、繁殖形態、ハビタットの選好性

などの生態形質(生態的特性;	
 ecological	
 trait)及び個体サイズなどの機能形質(functional	
 

trait)による Functional	
 Diversity(FD)の分類に基づいた多様度指数の方が、種の多様度指数に

比べ、農業的土地利用の強度に伴う多様度の減少が顕著であるとされ(Flynn	
 et	
 al.,	
 2009)、特

定の環境に特化した種が多数存在する場合には、種数のみによる評価では、過大に評価してしま

う恐れがあり、適正な評価ができない可能性があることを懸念されることを示している。環境の

変化に伴って、生物群集がどのように反応し、その結果として生態系機能がどう変化するのかな

どを明らかにするための解析手法として、形質ベースアプローチ(trait-based	
 approach)が昨今

注目されている(田中,2010)。形質ベースアプローチは、生態形質(生態的特性;	
 ecological	
 trait)

及び機能形質(functional	
 trait)に基づいて、生物群集の生態的な特性・特徴を表す手法である。

FD はこの考え方に基づいたもので、生態系における生態的立ち位置により、対象とする地域にお
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ける複数の生物種群や同一種群を類似グループに分類することで生物多様性を表す指標である

(Petchey	
 &	
 Gaston,2002;	
 2006)。既往研究においては、系統分類に基づき、気候及び地域差の解

決を図ったもの(大谷ら,2010)や、熱帯雨林における人為的撹乱の影響を、トンボ類の分類群(こ

の場合は不均翅目)と森林依存種、及び地域固有種に分け、それぞれの被影響度合から測ったもの

(Dolny	
 et	
 al.,2012)や、ほ乳類を体長及び食性、鳥類を体重量、食性及び採餌環境、植物を成長

高、落葉・常緑及び実の大きさで分類し、各分類群の在・不在データを用いた多様度指数と農的

土地利用の強度との関係を示しているものがある(Flynn	
 et	
 al,	
 2009)。こうした形質を加味した

指数と、微視的な環境要因や空間分布などのデータとの関係性を解析することで、群集応答によ

る生態系機能の変化や種の絶滅や分散などの生態的な過程、これらを引き起こす要因を特定する

ことが可能であり、概観的に動態を予測・理解するのであれば、形質ベースアプローチのように

集約された値により群集の総体として扱うことで一般化することができる。これは類似した動態

や種をまとめあげることで個々の種の特性(identity)を無視するため、詳細な生態情報が不足し

ている場合においても適用可能である(山浦・天野,	
 2010)。この考え方に基づいて同様のニッチ

を埋める種で整理することで、各地域が有する総資源量による偏りを除外し、対象種の個々の情

報、特に局所生態学に基づいた微視的な生息規定要因や化学的な反応に関する既往知見の蓄積が

乏しいという問題点の解決を図ることもできる。	
 

	
 こうした指摘を踏まえ、本研究では主に、生物の分布状況及びその多様度を表す指数を目的変

数、それに影響を及ぼす各種の要因を説明変数に用いた統計分析を行う。多様度を示す指標には

多数の知見が蓄積されているが(Buckland	
 et	
 al.,2005)、本研究では、一般的に用いられる対象

の空間に出現する種数（Species	
 richness）と出現する種数、その不均一性を表す多様度（Simpson	
 

index）、及びに前述の環境選好性などの生態的特性から分類される種群の数と多様度、各種群の

個体数を用いる。生物群集は環境の異質性や変化に応じて入れ子状の組成を見せることから(平尾

ら,2005)、種の増減に注目することで、環境の状態の劣化や要素の欠落を反映した分析が可能で

ある。一方で、仮想データを用いて、生物多様性の変化への応答性に対するこれらの指数の強み

と欠点を比較した研究では、伝統的に用いられてきた Species	
 richness や Simpson	
 index などの

種の量を反映する指数は、反比例的に個体数が変動する種が存在する場合（Monotonicity;単調性）

や全ての種が均等に変動する場合（Proportionality;比例性）は十分にその状況を説明できず、

空間的スケールの変化の影響を受けやすいことが示されている(van	
 Strien	
 et	
 al.,2012)。また、

特に広域スケールや継続的に行われるモニタリングを評価する場合は、種の欠損や入れ替わりへ

の応答ができないとされている(Lamb	
 et	
 al.,2009)。こうした問題に左右されないようにするた

めに、調査地を一定に保ち、複数の環境要因の影響を同時に考慮すると共に、生態や環境の選好

性の類似する種群に分類することで、特定の環境に特化した種が集中して出現することなどで生

じる種組成の偏りを排除し、種の入れ替わりに対する応答を高めるよう努めた。また、種群に注
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目することで、既往の知見が少ない種や出現頻度が低い種を含めた分析・生態的知見の解明がで

き、それぞれの生息に適正な環境要因の特定や生態的な特性から生じる要因への応答の違いを踏

まえたエコロジカル・デザインへの応用が可能である(加藤,1996)。	
 

	
 この種群の分類には TWINSPAN(Two-Way	
 Indicator	
 Species	
 Analysis)を用いた。TWNSPAN は生

態学特有の分類手法で(Hill,1979;加藤,2002)、これまでも多くの既往研究に適用されている。出

現頻度や個体数、被覆面積、バイオマス量などの生物の分布量を表す情報(pseudospecies	
 cut	
 

level)を基に、数段階の階級に分類が行われる。特に「在・不在」の情報を表現できるため、環

境の傾度や要素の有無で生息が規定・制限される生物の生態的特性が反映された分類ができる。

本研究では、複数回の調査で得られた累積個体数もしくは出現回数を pseudospecies	
 cut	
 level

に設定した。示された結果を基に、既往の知見で示されている生態的特性や調査中に把握した傾

向が良く反映されているかどうかを確認した上で、分類の階級を決定した。特に狭小な環境を扱

った研究では、種の入れ替わりが少なく、時期による状況の変化を反映させるために出現頻度を

設定し、マイクロハビタットに対する応答をより詳細に把握するために、より細かい分類を採用

した。	
 	
 

	
 

2)	
 生息規定要因の解明・傾向の把握	
 	
 

	
 エコロジカル・デザインに資する生態的知見を解明するために、各種の環境要因に対するトン

ボ類・バッタ類の応答を統計解析により検証した。前述の生物多様性や分布状況を表す指数を目

的変数に設定した回帰モデル及びパーティション（決定木分析）を行った。	
 

	
 回帰モデルは、生物の生息規定要因などの解明に広く用いられており、各要因に対する応答の

傾向とその寄与の度合いを示すことができる。トンボ類・バッタ類の分布に地域差が見られた研

究では、一般化線形混合ポアソン回帰モデル（Generalized	
 Linear	
 Mixed	
 Model;	
 GLMM）を用い

た。GLMM は、回帰係数や定数項のモデルパラメータを個人や個体レベルといったミクロレベルと

グループや地域といったマクロレベル毎に推定することができる手法であり、心理学や社会学の

ように個人やグループといった属性を加味する必要がある分野で広く利用されている。近年、生

態学分野での有用性が議論されており、個体差のような表面化しづらい違いによるばらつきを配

慮することでより精度の高いパラメータを推定できるとされる(久保・粕谷,2006)。一般化線形混

合モデルを使用した生態学分野の研究には、ランダム効果として植生自然度を考慮してアライグ

マの個体数を推定したものや(金井ら,2010)、トンボ類の絶滅リスクを分布域の広さや生息地タイ

プなどの生態的特性によるグループの差を配慮したモデルで推定したものなどがある(Kadaya	
 et	
 

al.,2009)。出現箇所や種組成、個体数に偏りが見られ、種群によっては出現がなかった箇所が多

数存在した研究では、ゼロ強調ポアソン回帰モデル	
 (Zero-inflated	
 Poisson	
 model;	
 ZIP モデル)

を用いた。ZIP モデルは、ゼロに対する過分散を扱うことができる線形モデルで、Count モデル（ポ
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アソン分布:	
 link=log）と Zero-inflation モデル（二項分布:link=logit）で構成される。

Zero-inflation モデルは、「カウント値がゼロ（0）である確率」を予測するモデルであり、個体

数がゼロである要因、すなわち最低でも 1 個体以上が出現する条件を解明できる。加えて、個体

数がゼロの地点を除外した上で、Count モデルで個体数に寄与する要因を検証できる。一般病院数

や交通事故発生数のようにイベントが発生しづらい、すなわちゼロが多いデータを扱う場合に用

いられているが(古谷,2010)、モデルの特性・長所から、近年では生態学分野での有用性が議論さ

れている(Wenger	
 &	
 Freeman,2008;	
 Zuur	
 et	
 al.,2009)。また、人間の生活に密着した空間におい

て、マイクロハビタットがトンボ類の多様性に及ぼす影響を検証した研究では、パス解析を用い

た。パス解析は重回帰分析の集合で、直接効果・間接効果に分けて、影響の度合いと相互の因果・

作用関係を明らかにする手法である(小杉・清水)。マイクロハビタットへの応答を解明すると共

に、人為的圧力の影響を明らかにするために、既往知見や相互間の実測値の相関関係からパスを

設定し、その総合的な効果を検証した。	
 

	
 パーティションは、データマイニング手法のひとつで、X値と Y値の関係に従ってデータを再帰

的に分岐させ、パーティションツリーを作成する手法である。Yの値を最もよく予測できるような

X の値のグループを見つけるのが目的で、考えられる限りの分岐とグループ化が実行される

(SASInstituteJapan,2009)。生態学の分野で用いられている分類・回帰樹木と同様の手法であり、

シバ草地の草量に与える要因の解析などにも用いられている(冨松ら,2008)。バッタ類の種組成に

影響するマイクロハビタットなどの要因の解明と、その生態学的閾値を示唆する数値を示すため

の分析に用いた。	
 

	
 また、調査を実施した箇所や地域、人間活動の影響などによる分布・多様性の状況の違いを把

握するために、随時、二項・多項間の検定などを行った。	
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2 章	
 トンボ類の生息規定要因及びハビタットの状況	
 

	
 

	
 

2.1.1 都市河川におけるトンボ類の生息規定要因と生息予測モデルの構築	
 

	
 

1)	
 目的	
 

	
 都市河川のコリドーとしての役割は重要である。緑の基本計画や都市計画マスタープランなど

では、河川をコリドーとして定めている(例えば、藤沢市,2007 など)。都市河川は、水域と陸域、

それらが混じり合うエコトーンを併せ持ち、連続した良質な空間を保持しているため、生息地お

よびにコリドーとして生態的機能を有している。しかしながら、空間自体は保持され、見かけ上

は連続しているものの、都市域の河川の多くは防災上などの理由から河床・護岸整備が進み、生

息空間・エコトーンの消失、周囲の環境の縮小・消失による縦のつながり・横のつながりの断絶

などによって「質」が低下することで、生物生息・生育空間およびコリドーとしての本来の役割

を十分に果たせなくなってきているとされ(佐藤・東,2004)、生物多様性は失われつつある。	
 

	
 都市の生物多様性の向上において、都市河川は治水や利水はもちろん、生物生息環境、レクリ

ーエション機能までをも含めた総合的な対応が求められており(勝野,2010)、生物の生息・生態情

報に基づき、改修およびに計画の策定を進めて行かなくてはならない。しかしながら、河川環境

の生物生息空間としての機能性について着目した研究は魚類などで一部行われているものの(溝

尾ら,2008)、特に都市河川では事例がごく少数に限られ、未だ研究段階である。	
 

	
 そこで、本研究では都市河川におけるトンボ類の生息状況と生息規定要因を明らかにし、生息

予測モデルを作成する。これらの情報を基に、都市河川を軸としたエコロジカル・ネットワーク

の現状評価、及び都市河川の水辺環境の改修の際の指針を提示する。の	
 

	
 

2)	
 研究方法	
 

①研究対象地域	
 

	
 神奈川県横浜市の南部を流れる柏尾川流域の河川、柏尾川本川およびに河川次数（本川の河川

次数を 1次とした場合に、本川に直接合流する支川を 2次とした）が 2次の支川である阿久和川，

平戸永谷川，舞岡川，いたち川，関谷川の 6河川を対象に調査を行った(図 2-1)。柏尾川は、２級

河川である境川の支流であるが、「横浜市水と緑の基本計画」において、「河川を利用した水と緑

の回廊軸」として指定されており、将来的に達成すべき「水と緑の回廊像」の骨子を担う河川で

ある。対象河川は市街地を流れる都市・中小河川で、基本的にコンクリートなどの人工構造物に

よる護岸整備が行われており、自然由来の護岸は存在しないが、親水空間や近自然工法による護

岸・河床整備が積極的に進められており、水質の改善およびに生物相の回復が進んでいると報告

されている(横浜市環境科学研究所,2012)。	
 

	
 各河川の源・上流部には緑の基本計画の中で「緑の七大拠点」に指定されているまとまった緑

地が残されており、阿久和川の支川である名瀬川・子易川の源流部には「大池・今井・名瀬」、平
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戸永谷川・舞岡川の源流部には「舞岡・野庭」、いたち川源流には「円海山周辺」が展開している

(図 5)。これらの緑地は、市街化調整区域もしくは風致地区に指定されており、包括的な保全がな

されている。一方で、中流域では戸塚駅周辺の一般住宅地や工業・物流の集積地が広がっており、

小規模な緑地などが残されているものの、その殆どが孤立した状態である(横浜市,2007)。また、

環境省レッドデータブックで絶滅危惧ⅠA類に指定されているミズキンバイ（Ludwigia	
 peploides	
 

ssp.	
 stipulacea）が広く生育しており、ミズキンバイと昆虫類(大澤,2005)やイトトンボ類(大

澤,2003)の生息・分布状況の関係についての既往研究では、ミズキンバイ群落が昆虫をはじめと

した生物群の優良なハビタットとして機能していることが報告されている。	
 

	
 以上から、都市河川が持つ環境の評価およびに周辺の緑地環境との関係性を明らかにする必要

がある本研究において、非常に有意な対象地であると考える。	
 

	
 

図 2-1	
 対象地域概要	
 

阿久和川

平戸永谷川

舞岡川

㹨川

柏尾川

関谷川

戸塚駅

流域
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水域

0 5km

横浜市

横浜駅
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②トンボ類調査	
 

	
 当該地域のトンボ類の生息状況を把握するためにラインセンサス法による調査を行った。対象

河川に沿って安全に調査が可能な範囲で最も近づける場所を歩き、水域・陸域側のそれぞれ幅 10m

程度の範囲内に出現したトンボ類を、目視もしくは捕獲で確認し、個体の確認地点，種名，個体

数などを GPS（GARMIN	
 60CSx）で記録した。調査の努力量を均一にするために、一定の歩行スピー

ド(おおよそ毎分 20m)を定めた。肉眼による確認が困難な場合は双眼鏡などを用い、さらに目視に

よる同定が困難な場合、もしくはその場での同定が難しい場合は、捕虫網で捕獲して持ち帰り、

図鑑(石田ほか,1998)を用いて同定を行った。調査時期は初夏（2009 年 6 月下旬-7 上旬），夏期（8

月），秋期（9 月末-11 月上旬），春期（2010 年 5 月-6 月上旬）の 4 回で、晴天もしくは薄曇りの

日の 10 時-16 時の概ねトンボ類が活動する天候・時間帯を選択した。トンボ類は種によって活動

する時間帯が異なるため、各回でそれぞれの調査区の調査時間帯がばらつくように配慮した。調

査は著者１人で行った。	
 

	
 

③環境要因	
 

	
 生物の生息には、マクロスケールからミクロスケールまで多様な要因が影響しているとされる。

飛翔移動能力が高く、利用環境が多岐にわたるトンボ類は、ハビタットの選択に微視的環境だけ

でなく周辺環境の影響を受けていることが予測される。そこで、トンボ類の生息を規定する要因

として、河川自体が持つミクロスケールの環境要因と周辺環境のマクロスケールの環境要因を選

定した。ミクロスケールの環境要因として、低水敷の面積,水生植物（沈水,水辺,抽水）被度,陰

被覆度,溜まりの有無,護岸高,隣接する緑地（樹林地,草地,農地）の面積率の 11 項目、マクロス

ケールの環境要因として、パッチとなる緑地（樹林地，草地，農地，止水域）からの距離と調査

区周辺の緑被地面積率（樹林地，草地，農地，止水域）を算出した。各々の算出方法などについ

ては表 2-1に別記した。	
 

	
 

④生息規定要因の分析方法	
 

	
 分析に際して、100m 毎の調査区を設定し、221 箇所の調査区を設けた。各調査区でトンボ類の

種数・個体数及びに環境要因を集計した。護岸の整備状況の違いや水生植物の分布など、微視的

な環境は短い間隔で異なっているため、比較的細かい区分を設けた(図-1)。区域の作成方法は、「数

値地図 25000(空間データ基盤)」(国土地理院,2003)の河川中央線から調査実施箇所を抽出し、GIS

を用いて 100m 毎に分割した線分を作成し、それぞれを個別の区域とし、エコロジカル・ネットワ

ークの最小単位をとした。数値地図の河川中心線には、河川整備による河道変更などが原因と思

われるずれが生じていたため、「都市計画基礎調査(土地利用現況)」(横浜市都市計画局,2008)を

参照し、若干の修正を加えた。	
 

	
 分析には、カウントデータモデルを扱うゼロ強調ポアソン回帰モデル(Zero-inflated	
 Poisson	
 

model:以下、ZIP モデル)を用いた。当研究では、トンボ類が確認された調査区、すなわちゼロデ

ータが多数存在したことから、各環境要因がトンボ類の分布に及ぼす影響を適正に推定するため	
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表 2-1	
 環境要因の算出方法	
 

項目 分類・算出方法 

低水敷面積	
 両岸の幅員合計で換算	
 (0：なし，1：0-5m，2：5-10m，3：10m-)	
 

水生植物被度	
 

(沈水・水辺・抽水)	
 

水中で生育する沈水植物(カナダモ類)など，丈の低い植物を水辺植物(オランダガ

ラシ,ミズキンバイなど)，丈の高い植物を抽水植物(ヨシ類,ガマ類など)に分類。

それぞれの河川水域における被度を 4段階で記録	
 

(0：なし，1：0-25％，2：25-50%，3：50-75％，4：75-100％)	
 

陰被覆度	
 陰が生じるような樹木や橋などの構造物による被覆を 3段階で記録	
 

(0：なし，1：0-25％，2：25-50%，3：50%以上)	
 

溜まりの有無	
 ワンドや水たまりなどの擬似的な止水環境	
 (0：なし，1：あり)	
 

護岸高	
 0：0-30cm 程度，1：2m 以下，2：2-5m 程度，3：5m 以上	
 

隣接緑被地面積率

(樹林地・草地・農地)	
 

河川中央線の線分を中心に両側 40m を集計範囲とした。緑被地データ(横浜市環境

創造局,2009)を使用して集計範囲内の面積率を算出後、逆正弦変換	
 

周辺緑被地面積率

(樹林地・草地・農

地・開放水域)	
 

調査区の線分から 100-1500m まで 100m 毎に 15 通りのバッファを作成。バッファ内

の緑被地面積率を算出後、逆正弦変換	
 (首都圏・近畿圏緑被分布図データ(国土交

通省都市・地域整備局,2008)を使用)	
 

	
 

に、ZIP モデルを採用した。目的変数には、TWINSPAN(Two-Way	
 Indicator	
 Species	
 Analysis)によ

り分類された各種群の累積個体数を用いた。エコロジカル・ネットワークの指標には複数の種群

を扱うことが望ましいとされることから、同じような出現パターンを示す種群を包括的に扱い、

目的変数として採用することにした。TWINSPAN による分類の際、3 地点以上で記録された種、及

びトンボ類の出現が確認されなかった調査区は分析から除外し、197 地点・16 種で分析を行った。

pseudospecies	
 cut	
 revel には、それぞれの種の累積出現個体数を用い、cut	
 revel を	
 

0,2,5,10,20,50 に設定した。分析には、MjM 社の PC-ORD	
 for	
 win	
 ver.5.20 を使用した。	
 

	
 説明変数には、先述の環境要因を用いた。事前に分析に用いる説明変数の選択を行った。変数

間で多重共線性が認められた場合、目的変数との相関がより高い変数を採用した。モデルの選択

方法は、15 段階のバッファサイズにおいて、先述で採用した説明変数のべての組み合わせ(総当た

り)からなるモデル群に対してそれぞれの AIC(赤池情報量規準:Akaike	
 Information	
 Criteria)を

算出し、AIC が最小となったモデルを各々の組み合わせにおけるベストモデルとした。さらに、各

組み合わせのベストモデルの AIC を比較し、最も AIC が低いモデルを対象種群の出現個体数予測

をよく説明するモデルとみなした。採用した変数を用いて、ZIP モデルのうちのポアソンモデルに

対して総当たり法によるモデル選択を行った。その後、ポアソンモデル及び二項分布モデルにお

いて、選択された説明変数のうち、統計的有意水準（p<0.1）を満たしていない変数を z値の低い

順に取り除き、すべての変数が有意水準を満たしたところで、最終モデルとした。一連の分析に

は ESRI 社	
 ArcGIS	
 Desktop	
 9.3.1、及び統計ソフト R	
 2.14.0 を使用し、ZIP モデルには Rパッケ

ージ pscl	
 1.4.9、総当たりによるモデル選定には MuMIn	
 1.3.6 を使用した。	
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3)	
 結果	
 

①トンボ類の生息状況	
 

	
 記録された種と個体数を表 2-2に記載する。4回の調査を通して、25 種・合計 2794 個体が確認

され、このうち流水性 6 種・止水性 19 種で、普通種や環境成立後の比較的早い段階で出現する

(Kadoya	
 et	
 al.,2004)初期移入種であった。1 調査区あたりの最多確認種数は 10 種、最多確認個

体数は 167 個体であった。一方で、全く確認されなかった調査区は 221 箇所中 23 箇所あった。	
 当

該地域では、それぞれの河川でトンボ類の出現状況が異なっており、クラスカル・ウォリス検定

で種数及び各種群の個体数を比較した結果、有意に差があることが明らかになった（p<0.001）。

総じて阿久和川で出現が集中しており、平戸永谷川、いたち川でも目立って高かった。	
 

	
 神奈川県 RDB の記載種が 10 種確認された。特に、要注意種に指定されているハグロトンボは最

多の 659 個体が確認された。ほぼ全域で分布が確認されたことから、当該地域の代表的な種であ

ると言える。2000 年以降、横浜市内の河川で絶滅もしくは確認がまばらであったが、徐々に記録

が出るようになっているとされる(神奈川県,2006)。調査を実施した 2009 年時点では個体数はお

およそ回復し、分布域も再び拡大していることが推測できる。要注意種のセスジイトトンボ、ク

ロイトトンボは阿久和川と平戸永谷川の合流地点付近で局所的に多数の生息が確認された。	
 

	
 

②TWINSPAN の分析結果	
 

	
 調査地点の分類および出現種の分類には、2段階までの分割結果を採用した。TWINSPAN の結果、

出現種は 3つのグループに分類され、それぞれをグループ A,B,C とした(表 2−2)。種群は、第一段

階でイトトンボ類を中心とした止水性種で構成されたグループ C が分類された。次に流水性種を

中心としたグループ A、シオカラトンボやアキアカネといった普通種とされる広域に分布する種で

構成されるグループ Bが分類された。	
 

	
 

③ZIP モデルの分析結果	
 

	
 ZIP モデルの分析結果から、トンボ類の生息に影響する環境要因として 15 項目が選択された(表

2-3)。複数のグループのポアソンモデル及び二項分布モデルにおける共通傾向として、低水敷面

積、溜まりの存在、バッファ内の森林・水域の面積率の 4 項目はトンボ類の生息の有無及び個体

数に正の影響を、護岸高,バッファ内の草地面積率の 2項目は負に影響を及ぼしていた。各モデル

で統計的に有意となったバッファの大きさはグループ Aで 1500m,グループ B で 1400m,グループ C

で 600m であった。バッファの大きさという指標は、生物の移動・分散や周囲から移入してくる資

源の影響など、外の環境が及ぼす影響の度合や範囲を表しており(角谷,2010)、先述の行動圏とは

異なるものである。	
 

	
 

(1)	
 グループ A	
 

	
 グループ A に分類された種群の個体数を目的変数としたモデルにおいてバッファ距離 1500m の

ときに最も当てはまりが良く、ポアソンモデルでは低水敷面積,水辺植物の被度,隣接樹林地率,バ	
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表 2-2	
 出現種名およびに分類	
 

1) ○：上欄種群に該当	
 	
 2)	
 ⅠB：絶滅危惧ⅠB類,	
 準：準絶滅危惧種,	
 注：要注意種	
 

	
 

ッファ内の開放水域面積率の 4 項目が正の、抽水植物の被度、護岸高、隣接農地面積率、バッフ

ァ内の草地面積率が負の相関を示した。トンボ類が出現しない確率を示す二項分布モデルでは、

低水敷面積、抽水植物の被度、陰被覆度、護岸高、隣接樹林地面積率、バッファ内の農地面積率

が負の、バッファ内の草地面積率が正の相関を示した。特に、両モデルで共通した傾向を示す低

水敷面積、隣接樹林地面積率はトンボ類の生息を促進し、バッファ内の草地面積率は抑制してい

るという結果になった。	
 

(2)	
 グループ B	
 

	
 グループ B のベストモデルはバッファ距離 1400m のときに最も当てはまりが良く、ポアソンモ

デルでは抽水植物の被度、溜まりの有無、隣接草地面積率、バッファ内の樹林地及び農地の面積

率の 4 項目が正に、陰被覆度、護岸高、バッファ内の草地面積率の 3 項目が負に相関していた。

二項分布モデルでは、抽水植物の被度が負の、水辺植物の被度、陰被覆度、護岸高が正の相関を

示した。特に、抽水植物の被度が生息を促進、陰被覆度、護岸高が抑制していた。	
 

和名 学名 (Scientific name) グループA グループB グループC RDB 個体数

アオモンイトトンボ Sympetrum frequens ○ 178
アジアイトトンボ Ischnura asiatica ○ 121
クロイトトンボ Cercion calamorum ○ 注 272
ムスジイトトンボ Cercion sexlineatum - - - 4
セスジイトトンボ Paracercion hieroglyphicum ○ 注 342

モノサシトンボ Copera annulata - - - 準 1

ハグロトンボ Calopteryx atrata ○ 注 659

ダビドサナエ Davidius nanus - - - 1

オニヤンマ Anotogaster sieboldii ○ 6

コシボソヤンマ Boyeria maclachlani ○ 注 5
ミルンヤンマ Planaeschna milnei - - - 注 1
ギンヤンマ Anax parthenope julius ○ 62

シオカラトンボ Orthetrum albistylum speciosum ○ 317
オオシオカラトンボ Orthetrum triangulare melania ○ 83
ショウジョウトンボ Crocothemis servilia mariannae ○ 23
ナツアカネ Sympetrum darwinianum ○ 3
アキアカネ Ischnura senegalensis ○ 179
マユタテアカネ Sympetrum eroticum eroticum - - - 注 2
ノシメトンボ Sympetrum infuscatum ○ 5
コノシメトンボ Sympetrum baccha matutinum - - - 2
コシアキトンボ Pseudothemis zonata ○ 34
ウスバキトンボ Pantala flavescens ○ 313
チョウトンボ Rhyothemis fuliginosa - - - ⅠB 1

・オニヤンマ科 (Corduregastridae)

・ヤンマ科 (Aeshnidae)

・トンボ科 (Libellulidae)

Zygoptera
Coenagrionidae

・モノサシトンボ科 (Platycnemididae)

・カワトンボ科 (Calopterygidae)

不均翅目科 (Anisoptera)
・サナエトンボ科 (Gomphidae)
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表 2-3	
 ZIP モデルの分析結果に基づく各パラメーターの推定値

	
 

1)	
 表中の値は切片の値およびに説明変数の係数を示す	
 	
 2)	
 .：p<0.1,	
 *：p<	
 0.05，**：p<	
 0.01，***：p<	
 0.001	
 

3)	
 (	
 −	
 )：他の説明変数と相関が認められたため除去した変数	
 	
 4)赤文字：複数モデルで共通する傾向	
 

	
 

(3)	
 グループ C	
 

	
 グループ Cのベストモデルはバッファ距離 600m のときに最も当てはまりが良く、ポアソンモデ

ルでは沈水及び水辺植物の被度、溜まりの有無、バッファ内の樹林地の面積率の 4 項目が正に、

抽水植物の被度、陰被覆度、護岸高、隣接草地面積率、バッファ内の草地面積率及び農地面積率

の 6 項目が負に相関していた。二項分布モデルでは、低水敷面積、沈水植物の被度、隣接草地面

積率、バッファ内の樹林地及び水域の面積率の 5 項目が負の、抽水植物の被度、陰被覆度、バッ

ファ内の草地面積率が正の相関を示した。特に、沈水植物の被度、バッファ内の樹林地面積率は

グループ C の構成種の生息を促進し、抽水植物の被度、陰被覆度、バッファ内の草地面積率が生

息を抑制しているという結果になった。	
 

	
 

4)	
 議論	
 

①トンボ類の生息を規定するミクロスケールの環境要因	
 

	
 分析の結果、トンボ類の生息に影響を及ぼすミクロスケールの環境要因として 11 項目が選択さ

れた。微視的な環境要因のうち、低水敷面積、溜まりの有無は、選択されたすべてのモデルにお

いてトンボ類の生息を促進していることが分かった。一方で、護岸高はおおよそトンボ類の生息

を抑制していることが明らかになった。	
 

	
 

種群

ZIPモデル

切片 (定数項) 1.18 *** 4.31 *** 0.793 -3.72 *** 5.26 *** 4.90 .
低水敷面積 (%:0-3) 0.124 ** -1.02 ** -0.579 *
沈水植物被度 (%:0-4) 1.08 *** -1.40 *
水辺植物被度 (%:0-4) 0.343 *** 0.657 . 0.756 ***
抽水植物被度 (%:0-4) -0.189 *** -1.32 *** 0.122 ** -0.671 * -0.507 *** 0.578 .
陰被覆度 (%:0-3) -1.27 *** -0.203 *** 0.898 ** -0.237 *** 0.736 .
溜まりの有無 (0-1) 0.541 *** 0.656 ***
護岸高 (m:0-3) -0.545 *** -1.18 ** -0.290 *** 0.94 ** -0.778 ***
隣接樹林地面積率 (度) 0.0187 *** -0.0442 .
隣接草地面積率 (度) 0.0253 *** -0.0226 *** -0.0491 .
隣接農地面積率 (度) -0.0125 *
(バッファ距離)
周辺樹林地面積率 (度) - - 0.209 *** 0.106 *** -0.174 *
周辺草地面積率 (度) -0.223 *** 0.283 ** -0.327 *** -0.235 *** 0.508 ***
周辺農地面積率 (度) -0.235 ** 0.0273 ** -0.119 ***
周辺水域面積率 (度) 0.844 *** -1.06 ***
帰無モデルのAIC
AIC

グループA グループB グループC
Count
(Poisson)

Zero-inflation
(Binomial)

Count
(Poisson)

Zero-inflation
(Binomial)

Count
(Poisson)

Zero-inflation
(Binomial)

1762.0 1330.9 2616.1

(1500m) (1400m) (600m)

971.2 1108.1 978.1
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(1)	
 低水敷の重要性	
 

	
 低水敷面積は、グループ Aの構成種の個体数及びグループ A・Cの構成種の生息を促進すること

が明らかになったが、当研究で対象とした地域では、近自然工法や親水空間を確保するための低

水敷が整備されており、低中茎のイネ科やヨシ(Phragmites	
 australis)やオオブタクサ(Ambrosia	
 

trifida)といった高茎の草本類を中心とした擬似的な草地環境が創出され、樹木も点在している。

クロイトトンボをはじめとしたイトトンボ類は、羽化後しばらくの未成熟期には隣接した樹林地

に移動するとされる(石田ら,1988)。しかし、都市河川の堤防の外側には道路や住宅造成地といっ

た都市的土地利用が隣接していることが多く、草地や樹林地のような自然的環境が確保されてい

ることが少ない。当調査と同一の河川でイトトンボ類を対象にした移動状況の調査(大澤ら,2003)

では、再捕獲された個体の多くは放逐地点から移動しておらず、同一の洲内で確認されたとされ、

当対象地におけるイトトンボ類の移動は限定的であると考えられる。こうした孤立した環境にお

いて、河川敷に確保された空間がトンボ類にとっての代替的なハビタットとして機能しているこ

とが考えられる。	
 

	
 また、河川中流域で行われた鳥類の研究では、河川の水位地から堤防の最高位までの横断距離

が長くなるほど、鳥類の種数と種多様性が向上することが報告されている(鈴木,2006)。これは、

水辺から湿生植生、乾性植生、河畔林といったような複雑な植生・土地被覆分類が構成されてい

ることによるものだと示唆されている。当研究の結果で示されたように、複数の種群において影

響を及ぼしている低水敷面積は、面積が広がることで同様の効果を及ぼしていることが考えられ

る。トンボ類は、捕食や繁殖のために定位する構造物を必要とする(石田ら,1988)ことから、比較

的丈の高い草本類の存在は重要である。そこに内包される微視的な環境が多様化することで、ト

ンボ類のハビタットの多様化はもちろん、捕食性であるトンボ類の餌資源にも関係していること

が推測出来る。	
 

	
 さらに、河川敷の草地(オギ：Miscanthus	
 sacchariflorus)群落における昆虫類（総翅類）の状

況を調べた研究(中尾ら,2000)では、オギの群落高や人の立ち入りなどの人為的な圧力といった植

栽管理状況の時間的・三次元空間的な広がりが、総翅類昆虫の多様性に影響していることが示さ

れている。当研究対象地でも、アメニティ整備されている箇所を除いては人の立ち入りは困難で

あるとともに、植栽管理は年に 1〜2回と粗放的であるため、増水・氾濫などによる植生改変はあ

るものの、低水敷には比較的安定した環境が確保されていることが推察出来る。上述のような理

由から、低水敷の面積が、トンボ類の生息に正に作用していると考えられる。	
 

(2)	
 水生植物の存在	
 

	
 水生植物がトンボ類の生息に影響していることは、多くの既往研究で示されているが、生方ら

(2007)の研究では抽水植物、沈水植物およびに浮葉植物の植被面積がトンボ類の出現個体数に関

与していることが示されている。特に、クロイトトンボなどでは正の影響を受けていることが明

らかになっているが、当研究と比較するとイトトンボ類を含むグループ C では沈水植物及び水辺

植物、またグループ A では水辺植物が正に影響を受けているという結果になった。セスジイトト

ンボをはじめとするイトトンボ類,ギンヤンマ,ハグロトンボなどは、植物の生体に産卵するとさ
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れる(石田ら,1988)ことから、沈水植物や水辺植物の存在がこれらの種を誘引していることが示唆

される。水辺に生息するミズキンバイとイトトンボ類の関係を示した研究(大澤ら,2003)では、ミ

ズキンバイが産卵基質として選択されている可能性があげられているほか、群落が構成されるこ

とで止水に近似した環境が創出されることでイトトンボ類の幼虫（ヤゴ）のハビタットとして機

能していることが論じられている。岩崎ら(1997)は、川岸に発達した植生の存在が止水環境に依

存した生物の生息を可能にし、種の多様性を高めていることを述べている。幼虫期を水中で過ご

すトンボ類の一部の種では、挺水植物の根際や茂みに身を隠しているとされ(石田ら,1988)、河川

のような流水環境において止水性種のヤゴが生育するためには、定位するための構造体としてや

流れを遮るような効果としての植物体が有効であることが考えられる。幼虫期のハビタットとし

て適正な環境が確保されていることで、繁殖・産卵のための空間として選択されていることが推

察される。	
 

	
 一方で、抽水植物の被度はグループ A・Cの個体数に負の影響を、グループ Aの生息及びグルー

プ Bの個体数,生息については正の影響を与えていることが明らかになった。一ノ瀬ら(2008)の研

究では、議論はされていないものの、抽水植物の種数がクロイトトンボとアオモンイトトンボの

個体数に負に作用していることが示されており、大澤ら(2003)でも抽水植物であるヒメガマを中

心とする植生が構成されている地点では、イトトンボ類の出現が少なかったとされていることか

ら、今回の結果とおおかた一致すると言える。グループ B の構成種については既往研究で示され

ている結果と一致しない点もあるが(一ノ瀬ら,2008;	
 生方ら,2007)、ヨシなどの抽水植物が多く

のトンボ類の生息に寄与していることが示されている(Schindler	
 et	
 al.,2003;	
 Hofmann	
 &	
 

Mason,2005)。	
 

(3)	
 微視的な止水環境	
 

	
 当研究では、溜まりの存在はグループ B 及びグループ C の個体数に正の影響を与えていること

が明らかになった。小規模河川敷に形成されたワンド・タマリにおける底生動物相は、本川とは

異なる止水性種を中心とした独自の構成をしており、河川内の生物相を多様化させる重要な環境

であることが示されている(黒川ら,2009)。溜まりが存在は、河川において擬似的かつ微視的な止

水環境を創出していることで、止水性種を中心としたトンボ類のハビタットとして重要な役割を

果たしていることが示唆される。	
 

(4)	
 陰被覆度	
 

	
 既往研究の中では、樹木の被覆による陰（緑陰）の影響を受けて植生構造を多様化することで、

トンボ類の種構成に作用していることが示されているほか(Clausnitzer,2003; Hofmann	
 &	
 
Mason,2005)、水温とトンボ類の関係を示した研究においても、日陰が安定的な水温保つことが重

要であるとされ、陰の存在が間接的にトンボ類の生息に影響していることが示唆されてきている

(Samways	
 &	
 Steytler,1996;	
 Stewart	
 &	
 Samways,1998)。今回の結果では、グループ Aの構成種の

生息を促進しているものの、グループ B,C については個体数,生息の有無に共通して負の影響を及

ぼしていることが明らかになった。これは、当研究で示されている陰被覆度が樹木による被覆に

限らず、橋などの構造物も含んでいるためであることが考えられる。橋などの構造物を忌避する
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明確な理由は提示出来ないものの、樹木とは異なり、橋などの構造物には時間的変化がないため、

橋の下部や周囲の植生が単純化することで、繁殖に必要な空間が欠如している可能性が挙げられ

る。一方で、調査を通して見られた傾向として、初夏の調査ではハグロトンボの多くは、樹木の

下部や構造物の陰で多数確認出来た。ハグロトンボは未成熟期に水辺から離れた樹林などの薄暗

い環境に移動して過ごすとされ(石田ら,1988)、近隣の住宅地の植え込みや神社の境内に移動して

いることが確認されている(東,1997)。しかし、当対象地のような都市域では、水域に被覆するよ

うな形で樹林が存在していることは少ないため、上述のような局所的な日陰環境に依存している

ことが推察される。また、木陰の多い流れに生息するとされるコシボソヤンマ(石田ら,1988)は、

樹木による被覆が見られる水域やその周辺の区間での出現が確認された。こうしたことから、当

研究で示されたグループ A の構成種の生息を促進するという結果と合致するものと言え、陰被覆

度が特定のトンボ類の生息の有無に重要な要素であることが明らかになった。	
 

(5)	
 護岸の高さ	
 

	
 当研究の結果から、護岸の高さが全種群の個体数及びにグループ B,C の生息の有無に負の影響

を及ぼしていることが明らかになった。既往研究では、イギリスの河川に生息する Calopteryx	
 

splendens（Family	
 Calopterygidae）の出現と環境要因との関係を調べた研究では(Ward	
 &	
 

Mill,2005)、護岸が高さと対象種の出現個体数の間には負の相関があることが示されているほか、

イギリスの低地で行われた調査でもトンボ類の種構成に護岸の高さが影響していることが示され

ており(Hofmann	
 &	
 Mason,2005)、今回の結果と一致している。	
 

	
 当研究においては、護岸の高さがトンボ類の生息に関与している理由として、河川と周辺環境

とのつながりの分断が影響している可能性が挙げられる。比較的に飛翔能力の高いトンボ類にと

って、10 数 m 程度の護岸を超えて移動することはさほど困難ではないと推察されるものの、既往

の知見で示されている飛翔距離は面的なものであって、三次元的な移動についてではない。ハグ

ロトンボが河川と周辺環境を往来しているという報告(東,1997)もあるものの、垂直構造が移動コ

ストを高めていることが推察出来る。	
 

(6)	
 近接空間の緑被地の影響	
 

	
 結果から、河川に近接する緑被地の存在がトンボ類の生息に影響を及ぼしていることが明らか

になった。近接する樹林地は、流水性種を中心に構成されるグループ A の個体数及び生息を促進

するという結果になった。止水を対象とした既往研究の多くで、水域に隣接した緑被地とトンボ

類の生息の関係について論じられており(例えば、山野ら,2002;	
 一ノ瀬ら,2002 など)、流水環境

についても同様の結果が得られた。今回記録されたハグロトンボやコシボソヤンマといった流水

性種は、羽化後から成熟するまでの間、樹林などの薄暗い環境に移動するとされる(石田ら,1988)

ことから、生息する水域から近距離に樹林地が存在していることが必要であると考えられる。	
 

	
 草地は、グループ B の個体数に正の影響を、グループ C の個体数に負の影響を及ぼしているこ

とが明らかになった。隣接空間の草地環境がトンボ類に及ぼす影響として、捕食のための空間と

して利用していることが考えられる。河川環境内に存在する餌資源だけに留まらず、鱗翅目や半

翅目といった餌資源となる昆虫類が豊富に生息する草地にも依存していることが推察される。ま
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た、草地環境はアカネ類の夜間などの休息や逃げ込み、繁殖のための空間に利用されている。一

方で、イトトンボ類では草地の存在が負に影響している点については、農村地域で行われた研究

でも同様に周囲の草地が負に影響しており、その理由として周辺の休耕地・耕作放棄地による悪

影響が挙げられている(一ノ瀬ら,2008)が、当該地域において同様の議論が成り立つとは言い難い。

当研究においては、捕食圧の影響の可能性が挙げられる。イトトンボ類は体長が小さく、他のト

ンボ類の餌資源となっている。そのため、他のトンボ類の個体数の少なく、捕食圧の少ない環境

を選択していることが考えられる。	
 

	
 また、近接した農地の面接率がグループ A の個体数に負の影響を及ぼしているという結果にな

ったが、この理由を明確に提示することはできない。今回扱ったデータの「農地」には、水田と

それ以外の耕作地が含まれているため、将来的にこの2つの分類を行った上での検証が待たれる。	
 

	
 

②マクロスケールの要因がトンボ類に及ぼす影響	
 

(1)	
 バッファの大きさとトンボ類の関係	
 

	
 分析の結果、すべてのモデルでマクロスケールの要因が説明変数として選択され、グループ A

では 1500m、グループ B では 1400m、グループ C では 600m という結果になった。バッファの距離

という指標は、生物の移動・分散の影響や周囲から移入してくる資源の影響など、ハビタットの

外の環境からの影響の範囲を表している(角谷,2010)。	
 

	
 トンボ類の移動距離は様々な種で検証されており、アジアイトトンボでは 1100m-1300m(守山

ら,1990;	
 若杉ら,2002)、ショウジョウトンボでは 100m-1300m(守山ら,1990;守山ら,1992)、クロ

イトトンボなどのイトトンボ類では 200m 程度(一ノ瀬ら,2004)、ハグロトンボでは 200m-1300m 程

度(板川,2009)移動することが報告されているほか、800m-900m の範囲であればトンボ類の多くが

移動・分散することが示唆されている(守山ら,1992)。今回の結果で示されたバッファ距離がトン

ボ類の移動・分散能力に起因するものであると仮定した場合、既往の知見から逸脱するような値

ではないと言える。	
 

	
 また、トンボ類の生活史の違いによって、景観レベルの要因による影響が異なることが明らか

になっており、未成熟期間（短期種）が短い種に比べ、未成熟期間が長い種（長期種）の方がよ

り広い範囲からの影響を受け、かつ景観レベルの環境要因により強い影響を受けるとされる

(Kadoya	
 et	
 al,2008)。当研究で記録された種について見てみると、長期種のアキアカネで 2200m，

ノシメトンボで 3000m、ナツアカネで 200m，長期種全体では 1600m 程度、短期種のアジアイトト

ンボで 100m，シオカラトンボで 200m，ショウジョウトンボで 100m，アオモンイトトンボで 1400m，

ギンヤンマでは 600m，短期種全体では 600m 程度という結果になっている。当研究結果と比較する

と、短期種で主に構成されるグループ C の 600m はほぼ合致する結果となっている。当研究では、

生活史を配慮した分類は行っていないため、各種群では明確な影響は顕在化していないものの、

選択されたバッファ距離は未成熟期間の長さによる影響が反映されていることが示唆された。	
 

(2)	
 周辺の土地被覆が及ぼす影響	
 

	
 分析の結果、樹林地面積率はグループ Bの個体数及びグループ Cの個体数,生息を促進している
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ことが明らかになった。また、1500m バッファ内における樹林地面積率は、草地面積率と強い相関

が見られたため、分析から除外したことで、その効果をすべての種群で検証することは適わなか

ったが、グループ A の個体数と 1500m バッファ内の樹林地面積率との単回帰モデルでは、正の相

関を示したことから、総じてトンボ類の生息を促進する要因であると言える。草地面積率はトン

ボ類の種数とすべての種群の生息を抑制していることが明らかになった。これは、今回の結果に

おいて特筆すべき点である。また、農地面積率はグループ A の生息の有無及びグループ B の個体

数に正の影響を、グループ C の個体数には負の影響を与えていることが明らかになった。水域面

積率はグループAの個体数、グループCの生息の有無に正の影響を及ぼしていることが分かった。	
 

	
 樹林地の面積率がトンボ類の生息に正の影響を及ぼしている要因については、トンボ類が未成

熟期に樹林地を利用することが作用していると考えられる。また、当地域の大規模な樹林地は、

舞岡公園をはじめとする谷戸由来の樹林が多く、水域環境を残しているものが散見される。その

ため、トンボ類の供給源を表す変数である可能性も挙げられる。	
 

	
 周辺草地面積率が総じて、トンボ類の生息に負の影響を与えているという結果になった。一部

のトンボ類はライフサイクルの中で草地をハビタットとして利用している(石田ら,1998)。李ら

(1998;	
 2001)の研究では畑・牧草地というカテゴリで分析をしているため、一概に草地だけの効

果は検証できないものの、畑・牧草地の面積がトンボ類の種数に正に相関していることを示され

ている。この理由として、当対象地域では下流に向かって都市化が進んでいる傾向があり、都市

化に伴って裸地面積が増加することも示されていることから(越智ら,2000)、草地面積率は河川周

辺の都市化を代替的に説明していることが考えられる。今回はバッファ内の草地面積率と河口か

らの距離の間には有意な負の相関が見られ、特に 1300m-1500m 範囲内については顕著であった（と

もに	
 r<	
 -0.70,	
 p<	
 0.001）。樹林地における鳥類の種多様性は立地環境の影響を受けるとされ、

周辺植被地の減少、すなわち人為的な環境の改変によって負の影響を受けることが明らかになっ

ていることから(鵜川・加藤,2006)、トンボ類の生息・分布にも都市化が負の影響を及ぼしている

ことが推察される。そのため、草地の存在自体がトンボ類に悪影響を及ぼしている訳ではなく、

今後、都市化を表す別の指標を用いたさらなる検証を行う必要があるだろう。また、今回扱った

データでは、草地として分類されているものの中にゴルフ場や公園などの芝地も含まれており、

管理圧の高い草地ではすべてが昆虫類の生息環境として適切な環境ではない可能性があり、トン

ボ類の生息に負の影響を及ぼしていることが推察される。	
 

	
 トンボ類の生息確率と周囲の樹林地、水田及びに水域の分布量を 1 つの成分に統合し、景観レ

ベルの変数として取り入れた分析では、トンボ類の生息に景観レベルの要因が正の影響を及ぼし

ていることが明らかになっている(Kadoya	
 et	
 al.,2008)。この変数は水田の分布量を正に、周囲

の樹林地およびに水域の分布量を負に表す変数であることから、水田の分布がトンボ類の生息に

正に作用していることを示すものである。当研究の結果でも、水田を含めた農地の面積率がアカ

ネ類などを含む種群の個体数に正の影響を及ぼしており、おおかた既往研究の知見と一致する。

しかし、イトトンボ類については負に作用している点については合致しなかった。当研究で使用

したデータは、水田と耕作地を含む農地の面積を対象としたものであるためであることが考えら
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れ、今後、両者を分類した指標を用いて検証し直す必要があるだろう。	
 

	
 バッファ内の水域面積率は、トンボ類の生息に影響することは既往研究の中でも示されており、

溜め池の周囲 200m の水域面積がコシアキトンボ,ギンヤンマに関与していることが示されている

ほか(Hamasaki	
 et	
 al.,2009)、ナツアカネ,シオカラトンボ,ギンヤンマが景観スケールの一要因

として水域面積が正に影響している可能性が示唆されている(Kadoya	
 et	
 al,2008)。水域面積がト

ンボ類の生息に及ぼす要因として、個体及び種の供給源による影響を表していると考えられる。

2ha 以上の樹林地から 400m 範囲内に存在する列状植性では、鳥類の個体数が増えることが明らか

にされている(一ノ瀬,2006)ほか、緑道から樹林パッチまでの距離およびに 100m 周囲の植被地面

積率が、緑道に生息するチョウ類の種構成およびに多様度に影響していることが示されており(横

田ら,2009)、種の供給源となる環境が周囲に存在することが、コリドー状の環境における生物群

の生息に影響を及ぼすことが示されている。河川というコリドーにおいても、周辺の供給源の存

在がトンボ類の生息に正の影響を及ぼしている可能性が示された。グループ A の中でも、今回多

数確認されたハグロトンボは止水環境でも出現することが確認されており(一ノ瀬ら,2002)、河川

周辺の止水域を補完的に利用していることが考えられるほか、今回扱った水域データには河川水

面も含まれていることから、河川水面の連続性を表している可能性も考えられる。今回の結果だ

けでは検証が困難であるが、河川に生息するトンボ類にとって、ハビタットとなる環境が連続的

に確保されていることが正に作用することが考えられる。	
 

	
 

5)	
 小括	
 

	
 本研究では、都市河川を軸としたエコロジカル・ネットワークに向けての基本情報となる生態

的知見として、都市河川に生息するトンボ類の生息規定要因を提示することができた。これらの

結果を踏まえて、生態・生息情報に基づいたエコロジカル・デザインのあり方の提示、エコロジ

カル・ネットワークの現状を把握するための具体的な手法の提示が求められる。しかし、生物の

移動距離や生息要因などの知見はまだ不十分であり、早急な情報収集が求められる。また、今回

は成虫のみを対象に調査を行ったため、水中の要因や影響と言うものを加味することができなか

った。幼虫を対象とした調査は今後の課題である。	
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2.1.2	
 生物分布情報に基づいた都市河川のエコロジカル・ネットワークの検証と

要改修箇所の抽出	
 

	
 

1)	
 目的	
 

	
 前節では、都市河川におけるトンボ類の生息状況の把握と、在/不在・個体数を目的変数とした

生息予測モデルを作成し、それぞれに影響を及ぼす生息規定要因を明らかにした。本節では、こ

れらの生息分布情報と生息予測モデルを用いて、都市河川の水辺空間におけるトンボ類の生息促

進とエコロジカル・ネットワーク機能の観点から、現状および施策シナリオにおけるネットワー

ク状況の検証を目的とする。検証結果を基に、将来的なエコロジカル・ネットワーク構築に向け

て、それぞれのシナリオに基づいた要改修箇所の抽出を行う。	
 

	
 

2)	
 方法	
 

①研究対象地及び分析の手順	
 

	
 前章と同じ対象調査区である神奈川県横浜市の南部を流れる柏尾川流域(柏尾川,阿久和川,平

戸永谷川,舞岡川,いたち川,関谷川)を対象とした。前章で設定した 221 箇所の調査区を、対象河

川のエコロジカル・ネットワークの現状評価、及びに将来的な水辺空間の改善・形成に向けての

指針を提示するための分析に用いる区域とした(図 2−1・2−2)。区域の作成方法は、「数値地図

25000(空間データ基盤)」(国土地理院,2003)の河川中心線から調査実施箇所を抽出し、GIS を用い

て 100m 毎に分割した線分を作成し、それぞれを個別の区域とし、エコロジカル・ネットワークの

最小単位をとした。数値地図の河川中心線には、河川整備による河道変更などが原因と思われる

ずれが生じていたため、「都市計画基礎調査(土地利用現況)」(横浜市都市計画局,2008)を参照し、

若干の修正を加えた。100m の区域という単位を設けたのは、都市河川は河床の改修・整備や近自

然工法による護岸の状況の違い、橋などの構造物の有無、水生植物の分布などの微視的な環境が

短距離の間隔で変化していることから、こうした河川環境の違いを極力配慮し、より詳細なエコ

ロジカル・ネットワーク計画を立てるためであり、トンボ類の生息環境に適した区域の抽出やネ

ットワークの連結性などの評価を行うことを考慮したものである。	
 

	
 本研究の対象地である横浜市は、横浜市水と緑の基本計画(横浜市,2007)において 2025 年度ま

でに緑地などみどりの確保、生物多様性の向上を目指すとし、計画策定時の 2006 年の水緑率 35%・

緑被率 31%をさらに向上させるとしている。しかしながら、2009 年には緑被率はさらに 1.2%低下

したとされており(横浜市,2011a)、目標達成に向けての積極的な対応が求められ、諸計画の中で、

緑地整備・緑化などによる緑被地の拡大や生物多様性を前提としたエコロジカル・ネットワーク

の構築、遊水池や河川などのエコアップを実施することを掲げている。	
 

	
 前章の ZIP モデルによる分析の結果、トンボ類の生息を促進・向上させる要因として、ミクロ

スケールの環境要因 7項目、マクロスケールの環境要因 3項目が選択された。特に、低水敷面積、

低茎の水生植物の被度、溜まりの存在、周辺の樹林地と水域の面積率は、複数の種群で促進要因

として選択された。そこで本研究では、上述の施策の一部が実施された場合のシナリオを設定し、	
 



2 章 トンボ類 

- 44 - 

	
 

図 2-2	
 対象地域の緑被分布状況	
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各パラメータの変化に沿って対象河川のトンボ類の生息及びにネットワークの状況が現状からど

のように変化するかを分析することで、施策の効果の検証と指針の提示を試みる。	
 

	
 シナリオ分析は下記の手順で実施した。まず、前章の調査結果及びゼロ強調ポアソン回帰モデ

ル(Zero-inflated	
 Poisson	
 model:以下、ZIP モデル)の予測値から、現状のトンボ類の生息状況を

把握するために、一定の目標値以上の個体数が出現する区域を GIS 上で抽出した。次に、施策に

伴う樹林地及び開放水域の面積の変化を加味した数段階のシナリオ毎に、パラメータ値を変化さ

せたデータセットを作成し、各シナリオにおける ZIP モデル予測値からトンボ類の個体数を算出

し、同様に区域を抽出した。抽出した区域の連結状況を検証するために、各種群のトンボ類の行

動圏を考慮したネットワーク図を作成した。最後に、トンボ類の生息が見込めず、ネットワーク

が形成されていない区間を、ミクロスケールの整備などを要する区域として抽出した。	
 

	
 

②シナリオ分析及びデータセットの作成	
 

	
 シナリオ分析において、将来的に実施される緑被地の拡大施策として、「公共用地及び工場用地

の樹林を中心とした緑化」（施策①）及び「低未利用地の樹林を中心とした緑化」（施策②）を、

開放水域では「水面が確保されていない遊水池の水辺ビオトープ整備」（施策③）及び「低未利用

地の水辺空間整備」（施策④）を仮定した。横浜市は、緑被地及び水面の面積の合計を目標値であ

る市域の 35%以上まで回復させるとしており、公共用地や民有地の緑化などの施策を掲げている

(横浜市環境創造局,2013)。また横浜市は、工場立地法における「敷地外緑地制度」を設けて、対

象工場の緑地面積率約 12.9%から横浜市工場立地法地域準則条例(横浜市,2000)の定める目標値

（工業地域/工業専用地域：15%,準工業地域：20%,その他(住居系用途等)：25%）(横浜市,2003)に

向けて、積極的な工場緑地の整備を義務・推奨している(横浜市,2009)。対象地域の柏尾川沿いに

は工場用地や水処理施設などが連続していることから、工場緑地法などを活かして樹林地，水域

環境の増加・拡大させられることが 1 つの可能性として挙げられる。水辺空間については、生物

多様性の確保のために水辺ビオトープや遊水池の自然創出などの水辺拠点整備、多自然川づくり

などを行うとしている(横浜市,2007;	
 横浜市,2011a;	
 横浜市,2011b)。中でも、治水のための遊水

池は降雨時以外には水面が確保されていないことがあるが、常に水辺環境を維持することで、ト

ンボ類のハビタットとして機能することが図られる。また、人口減少やコンパクトシティ化によ

って発生する空き地などの低未利用地を、必要に応じて自然回帰・回復させるとしている。横浜

市では、利便性の低い郊外部で人口減少傾向の地域があり、空き地は減少にあるものの 6.8%ある

とされる(横浜市,2010)。	
 

	
 以上を踏まえ、施策①の仮定値の算出方法は、土地利用データ(「都市計画基礎調査(土地利用

現況)」(横浜市建築局,2008))の「公共・処理施設,文教施設,公園緑地,工場用地」を GIS で抽出

し、緑化によって樹林地面積が増加したと仮定して、それぞれの敷地面積の 2%及び 5%を、緑被分

布データ（首都圏・近畿圏緑被分布図データ(国土交通省都市・地域整備局,2008)）から作成した

現状の樹林地面積に加えたデータセットを仮定値として作成した。施策③の算出方法は、既存の

遊水池が水辺ビオトープ化などにとり水面の確保された状態になったと仮定して、土地利用デー
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タの「遊水池,調整

池」のうち、緑被

分布データで水域

として判別されて

いない箇所を GIS

で抽出し、その面

積の 50%及び 100%

を現状の水域面積

に加えたデータセ

ットを作成した。

また、施策②につ

いては、低未利用

地が緑化などによ

り樹林地に転換し

たと仮定して、土

地利用データの

「未利用地」の面

積の 30%,50%及び 100%を現状の樹林地面積に加えたデータセットを作成した。同様に、施策④に

ついては水辺空間の創出により水域が確保されたと仮定して、「未利用地」の面積の 30%,50%及び

100%を現状の水域面積に加えたデータセットを作成した。GIS による作業は、ESRI 社	
 ArcGIS	
 

Desktop	
 10.2 を用いた。	
 

	
 これらの施策が実施されたことで樹林地及び水域が拡大したと仮定するデータセットを組み合

わせて、16 パターンのシナリオを設定した(表 2-4)。前章の ZIP モデルによる分析の結果、グル

ープ A は個体数の増加に水域面積率が影響していることから、水域の拡大を仮定した 5 パターン

のシナリオに基づいて分析を行った。グループ B は個体数の増加に樹林地面積率が影響している

ことから、樹林地の拡大を仮定した 5 パターンのシナリオに基づいて分析を行った。グループ C

では、個体数を増加させる要因として樹林地面積率が選択されたことに加え、生息確率を高める

要因として樹林地及び水域面積の両方が選択されたことから、樹林地及び水域の拡大を仮定した

シナリオを組み合わせた 16 パターンのシナリオに基づいて分析を行った。	
 

	
 

③区域の設定・抽出方法	
 

	
 対象河川におけるトンボ類のエコロジカル・ネットワークの状況の検証、及びシナリオ分析に

よる等改修箇所の抽出のために、前章の調査・分析で得られたトンボ類の種群の個体数、及びそ

れらを予測する ZIP モデル(表 2-3)を用いて算出した生息個体数予測値から、各区域を 6段階に分

類した。エコロジカル・ネットワークの評価は単一種のみでは不足とされるため、前章で示され

た複数種で構成される 3種群を対象にそれぞれで分析を行った。	
 

表 2−4	
 樹林地・水域の拡大を想定したシナリオの設定値	
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 個体数の目標値には、トンボ類の出現する可能性としての在データ（1 個体以上）、及び現地調

査で出現が確認された区域における各種群の個体数の平均値を設定した。現地調査の結果からト

ンボ類の 1個体以上の出現が確認された区域を「出現確認区域」、平均個体数が出現することが確

認された区域を「調査確認区域」とした。また、調査中は確認できなかったが、ZIP モデルよる予

測で 1個体以上の出現が期待された区域を「出現可能性区域」、平均個体数の出現が期待された区

域を「現状値予測区域」とした。前述のシナリオで周辺環境の整備を行った場合に変化する仮定

値のデータセットを用いた場合に、ZIP モデルによる予測で 1個体以上の出現が期待できる区域を

「シナリオ出現予測区域」、平均個体数の出現が期待できる区域を「シナリオ予測区域」とした。

各種群の現地調査で出現が確認された区域における平均個体数は、グループ A は 6 個体、グルー

プ Bは 5個体、グループ Cは 12 個体であった。	
 

	
 「出現可能性区域」,「シナリオ出現予測区域」の抽出には、ZIP モデルの二項分布モデルによ

る予測値を用いた。このモデルは、「対象区域のカウント値（個体数）がゼロ（0）である確率」

を予測するモデルである。現状を表す初期のデータセットによる確率予測値と実測値から算出さ

れる ROC 曲線におけるカットオフ値を下回る区域、すなわち個体数がゼロではないと予測される

区域を、対象とする種群のトンボ類が 1個体以上出現する区域であるとした。「シナリオ出現予測

区域」については、二項分布モデルで樹林地面積率、水域面積率が選択されたグループ C のみを

対象にした。また、「現状値予測区域」,「シナリオ予測区域」の抽出には、ZIP モデルによる予測

値を用いた。これらの分析には、統計ソフト R	
 3.1.0	
 GUI	
 1.64	
 Mavericks	
 build を使用し、予測

モデルは pscl パッケージの zeroinfl()、及び予測値の算出は同じく pscl パッケージの

predict(,type="response")及び predict(,type="zero")、カットオフ値の算出には pROC パッケー

ジの roc()を用いた。	
 

	
 

④ネットワーク図の作成	
 

	
 エコロジカル・ネットワークは生物の移動・分散を前提としてものであり、都市部のように確

保出来る空間が限られている場合、その地域におけるメタ個体群維持のためにも、ハビタット同

士が対象となる生物種の移動可能距離・範囲内に適切に配置される必要がある。そこで、前述の

区域が相互に連結し、ネットワークが構築されるように、トンボ類の実際の移動・分散能力に関

する既往知見から、各目標種群の行動圏を設定した。「生息地の拡大を目指すレベル」として対象

種・種群の恒常的な行動圏のネットワーク状況を把握するために平均・短距離移動距離を行動圏

とした。流水性の 3 種が分類されたグループ A では、確認個体数が最多だったハグロトンボを含

むことから、ハグロトンボの平均移動距離である 300m を行動圏として採用した(板川,2009)。グ

ループ B を主に構成する広範囲に分布し、比較的長距離移動する普通種・先駆種とされる種は、

0.8〜1.3km 程度(守山ら,1990;1992)という知見や、近年継続的に行われている調査では直接移動

した距離として 0.8〜6.0km が確認されていることから(トンボはドコまで飛ぶかフォーラ

ム,2013)、今回は 800m を行動圏として設定した。グループ C では、200m(一ノ瀬ら,2006)を設定

した。	
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 区域同士間が行動圏で設定した距離以下になるように、前述の平均個体数以上の出現が確認・

期待された区域から、行動圏の半分に該当する距離のバッファを発生させた。各バッファが重複・

連結している場合にネットワークが形成されているとみなすネットワーク図を作成し、各シナリ

オ・各種群におけるネットワークの連結・分断状況を検証した。最後に、トンボ類の生息が見込

めず、ネットワークが形成されていない空隙区間が存在する場合、ミクロスケールの整備などを

要する区域として抽出し、各種群において該当区間の状況・特性に応じた整備方針を検討した。	
 

	
 

3)	
 結果	
 

①現状の分布及びネットワーク状況	
 

	
 現地調査及び現状値でのモデル予測の結果、各種群の現状の分布状況及びネットワークの状況

を明らかにした。作成したネットワーク図は巻末資料(巻末資料-1〜24)に添付した。221 箇所の区

域の内、現地調査でグループ Aのトンボ類が 1個体以上確認された「出現確認区域」は 130 箇所、

ZIP モデルよる予測で 1個体以上の出現が期待される「出現可能性区域」は 142 箇所で、合計 161

箇所だった(表 2-5)。柏尾川本線以外ではほぼ全域で出現が見込まれた。現地調査で出現が確認さ

れた区域におけるグループ A の個体数の平均値である 6 個体以上の出現が確認された「調査確認

区域」は 41 箇所、ZIP モデルよる予測で出現が期待される「現状値予測区域」は 36 箇所で、合計

55 箇所だった。阿久和川ではほぼ全域で 6 個体数以上が分布し、現状でネットワークが形成され

ていた(図 2-3)。グループ Bでは、「出現確認区域」は 170 箇所、「出現可能性区域」は 160 箇所、

合計 193 箇所だった。「調査確認区域」は 68 箇所、「現状値予測区域」は 54 箇所で、合計 88 箇所

だった。柏尾川本線といたち川の一部で分断があるものの、ほぼ全域でネットワークが形成され

ていた。グループ Cでは、「出現確認区域」は 81 箇所、「出現可能性区域」は 122 箇所、合計 132

箇所だった。柏尾川本線ではほぼ全域で出現が見込まれるものの、舞岡川、いたち川、関谷川で

は分布が限られた。「調査確認区域」は 18 箇所、「現状値予測区域」は 20 箇所で、合計 25 箇所と

ごく限定的な分布で、殆どネットワークは形成されていなかった。	
 

	
 

②シナリオ毎の分布及びネットワークの予測	
 

(1) グループ A	
 

	
 現状で水面が確保されていない遊水池の 50%で水辺整備を施したことを想定するシナリオ 1 で

は「シナリオ予測区域」が 95 箇所抽出され、「調査確認区域」と合計して 104 箇所で 6 個体以上

の出現が期待される(表 2-5)。阿久和川、平戸永谷川及びいたち川では一部分断があるもののおお

よそネットワークが形成されるが、舞岡川及び関谷川の上流、柏尾川本線では分断状況にある。

100%の水辺整備を想定するシナリオ 2 では「シナリオ予測区域」が 152 箇所抽出され、合計 155

箇所に拡大する。阿久和川、平戸永谷川及びいたち川の全域でネットワークが形成される。低未

利用地の 30%で水辺整備を図ることを想定したシナリオ 9 では 111 箇所が抽出され、「調査確認区

域」と合計して 152 箇所となった。ネットワークの状況は、シナリオ 2 とほぼ同様であった。整

備範囲を 50%に設定したシナリオ 10 では、さらに 34 箇所が抽出され、合計 186 箇所に拡大する。	
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図 2−3	
 グループ Aの現状ネットワーク図	
 

※	
 グループ Aのトンボ類の個体数が一定以上出現を調査で確認した「調査確認区域」、及びにモデルによる

予測で出現が期待される「現状値予測区域」から、150m バッファ（行動圏 300m の半分）を発生させている。	
 

凡例

調査確認

調査確認 150m圏

現状値予測

現状値予測 150m圏

0 1 2 30.5
km°



2 章 トンボ類 

- 50 - 

表 2−5「シナリオ予測区域」及び「シナリオ出現予測区域」の抽出数・変化	
 

※	
 各シナリオにおいて各種群の個体数が一定以上出現することが期待される「シナリオ予測区域」、最低 1

個体以上が出現することが期待される「シナリオ出現予測区域」の抽出区域数を示している。また、調査で

の確認箇所及び現状値による予測箇所との合計区域数・増加区域数も併せて示している。	
 

	
 

	
 

柏尾川本線の一部を除くほぼ全域ネットワーク化される。低未利用地の全ての水辺整備化を想定

するシナリオ 11 ではさらに 23 箇所が加わり、209 箇所に分布域が拡大するものの、ネットワーク

は延長するものの、柏尾川本線の一部で分断状況にある。	
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(2) グループ B	
 

	
 緑化で公共用地・工場用地などの敷地面積の 2%の樹林地が増加することを想定したシナリオ 3

では、5個体以上が出現する区域は前述の現状から変化しなかった(表 2-5)。5%に設定したシナリ

オ 4では、「シナリオ予測区域」は 24 箇所抽出され、合計で 92 箇所になるものの、ネットワーク	
 

の状況は現状から改善されなかった。また、低未利用地を樹林地化することを想定した場合は、

シナリオ 12 では合計 90 箇所、シナリオ 13 では合計 92 箇所、シナリオ 14 では合計 101 箇所と分

布区域は拡大するものの、ネットワークの状況は現状から改善されなかった。	
 

(3) グループ C	
 

	
 「シナリオ出現予測区域」は、水域の増加を想定したシナリオ 1 では 151 箇所が抽出され、前

述の現状の分布域と合わせて合計 155 箇所で 1 個体以上の出現が期待された。シナリオ 2 では、

さらに 16 箇所が加わり、合計 171 箇所に拡大した。また、シナリオ 9 では現状から 29 箇所増え

て合計 161 箇所、シナリオ 10 では合計 181 箇所、シナリオ 11 では合計 212 箇所に拡大した。樹

林地の増加を想定したシナリオ 3 では 125 箇所が抽出されて合計 135 箇所となったものの、シナ

リオ 4ではシナリオ 3から増加しなかった。低未利用地の樹林地化を想定したシナリオ 12 及びシ

ナリオ 13 では共に合計 136 箇所で、現状から分布域が 4箇所拡大した。シナリオ 14 ではさらに 3

箇所拡大し、合計 139 箇所となった。水域及び樹林地を共に増加させることを想定したシナリオ 5	
 

及びシナリオ 6では合計 155 箇所で、シナリオ 1と同じ結果となった。シナリオ 7及びシナリオ 8

では、現状から 40 箇所増加し、合計 172 箇所に拡大した。低未利用地の 30%ずつを樹林地と水域

に割り当てたシナリオ 15 では現状から 32 箇所増加して合計 164 箇所、50%ずつを設定したシナリ

オ 16 ではさらに 21 箇所が増加して、合計 185 箇所に拡大した(表 2-5)。	
 

	
 12 個体以上の出現が期待される「シナリオ出現区域」は、シナリオ 1、シナリオ 9、シナリオ

10 は現状から変化がなかったものの、シナリオ 2 及びシナリオ 11 では 22 箇所が抽出され、現状

と合計して 27 箇所となった。共に、いたち川に新たに 2箇所で分布が期待されたが、分断状況に

あった。シナリオ 3 及びシナリオ 12 では現状から変化はなく、シナリオ 4 では現状から 2 箇所、

シナリオ 13 では 1 箇所、シナリオ 14 では 2 箇所の分布域が拡大した。しかしながら、ネットワ

ークは多少延長するものの、総じて大きな改善は見られなかった。また、シナリオ 5 では現状か

ら変化はなく、シナリオ 6では 4箇所、シナリオ 7では 3箇所、シナリオ 8では 4箇所	
 の分布域

が拡大した。これらはシナリオ 2、シナリオ 11 と同様に、いたち川での分布域の拡大が期待され

たが、ネットワークは分断状況にあった。シナリオ 15 では、21 箇所が抽出され、現状と合計して

26 箇所となったが、ネットワークは改善が見られなかった。シナリオ 16 は、シナリオ 15 と同じ

結果となった。	
 

	
 

4)	
 議論	
 

①現状のエコロジカル・ネットワークの評価	
 

	
 現地調査及びに ZIP モデルによる予測によるネットワーク図から、各種群とも当該地域全体を

網羅するような状態ではなく、ネットワークは分断されている状態にあり、現状でエコロジカル・
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ネットワークが形成されていない状況にあることが分かった。グループ Aは、1個体以上が出現す

る分布域は柏尾川本線の一部を除く全域に広がっているものの、平均個体数以上の分布域は阿久

和川、平戸永谷川、いたち川に限定された。阿久和川ではほぼ全域が連結されており、現状でも

ネットワークが確保されていると予測される。グループ B は分布域が全域に広がっており、一部

で分断が見られるものの、おおよそネットワークは網羅されていた。グループ Cは、1個体以上の

出現が見込まれる区域は柏尾川本線を中心に連続的に分布しているものの、平均個体数以上の分

布域は局所的で、いずれの行動圏においてもネットワークも限定的なものであることが分かった。	
 

	
 各種群で分布域及びネットワークの状況が異なり、複数の種群で評価する必要があることが分

かる。各ネットワーク図を重ねてみると、柏尾川本線の下流部やいたち川・関谷川の合流部付近

など、共通した分断箇所が見受けられた。また、舞岡川及び関谷川は、少数の分布は確認される

ものの、一定以上の個体数は維持されていないことが分かる。特に、いたち川は現状でもトンボ

類の生息地として機能している箇所が多数見られるものの、他の河川から分断されている状態に

あるため、遺伝的交流が遮断されていることが予測され、急激な環境の変化があった場合に個体

群が維持できなくなることが予想される。こうした分断箇所は優先的に整備していくことが求め

られる。	
 

	
 

②シナリオによる将来的なネットワークの評価	
 

	
 各シナリオに基づいて作成したネットワーク図から、マトリクスとなる周辺環境を整備するこ

とは、都市河川のエコロジカル・ネットワーク形成に効果的であることが分かった。平成 9 年の

河川法改正や自然環境への関心の高まりから、生態系を配慮した川づくりが行われてきた。横浜

市でも近自然工法を用いた河川改修が進められ、いたち川や阿久和川でも既に施行から十数年経

過している(横浜市,1995)。こうした取り組みや下水整備が進んだことにより生物相が復元してき

ているとされ、絶滅したとされていたハグロトンボの姿がごく普通に見られるようになった。し

かし、結果から分かるように、近自然工法などによる整備が既に行われ、マイクロハビタットの

条件が揃っている河川でも、トンボ類の生息が見込めない区域が散見されることから、マイクロ

ハビタットだけでなく、周辺環境の整備という視点も必要であることが明らかになった。	
 

	
 グループ A は ZIP モデルで選択された周辺水域面積率の寄与度合が高かったこともあり、周辺

の水域を増加させることで、各区域の生息を促進させる効果が顕著に表れ、一定の個体数に届か

なかった区域でも分布が拡大し、ネットワーク状況の改善が見込まれた。特に、現状である程度

はネットワークが形成されているものの分断状況にある地域での改善が見られた。また、グルー

プ C では、二項分布モデルでのみ水域面積率が影響していたものの、周辺の水域を増加させるこ

とで、平均個体数以上の分布域がいたち川で少ないながらも拡大した。以上から、平戸永谷川や

いたち川を中心に、水域を増加させる整備が効果的であることが示唆された。一方で、周辺の樹

林地を増加させた場合、グループ B 及びグループ C で、共にネットワークの大幅な改善は見られ

なかったものの、分布域を拡大させ、一部ネットワークを延長させることが分かった。しかし、

グループ B 及びグループ C では、小規模の改変を設定したシナリオでは、分布域の変化は見込ま
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れなかったことから、ある程度まとまりのある面積での整備が望ましいことが示唆される。特に、

グループ C では、樹林地及び水域を共に増加させた場合、どちらか一方だけを増加させたシナリ

オに比べ、より効果的に分布域が拡大したことから、樹林と水辺空間の双方を一体的に整備する

ことが望ましい。また、大きな開きはないものの、公共用地などの樹林化と遊水池整備の組み合

わせを対象にした整備の方が効果は高かった。これは、低未利用地を分割して割り振ったことに

加え、対象河川の近辺に工場用地がまとまっていること、河川に併設された遊水池が点在してい

ることが影響していると考えられる。	
 

	
 しかしながら、周辺環境の樹林地や水域を拡大させるだけでは、分布域の拡大が見込めない種

群や箇所があることが分かった。改善が見込まれない箇所については、前節までで明らかになっ

たトンボ類の生息規定要因などを基に、マクロスケールの整備と併せて、ミクロスケールにおけ

る整備を優先的に行い、マイクロハビタットの改善を図る必要がある。	
 

	
 

5)	
 小括	
 

	
 本章では、都市河川を軸としたエコロジカル・ネットワークの現状を把握するともに、生態的

知見に基づく整備指針や知見を提示することができた。また、シナシオ毎に分析を行うとともに、

その状況を図示することで、それぞれにおけるネットワークの状況を容易に把握することができ

るようになり、生態・生息情報に基づいた具体的な手法を提示できたと考える。しかし、今回は

トンボ類の成虫のみを対象に分析を行っているため、水中の環境要因などの影響は加味しておら

ず、他の生物群における評価が求められる。また、今回は樹林地・水域の面積率のみでの検証で

あるため、線形のコリドーという特性を鑑みた連続性、周辺環境との連結性、それぞれの必要な

パッチの大きさなどの検証に関する研究が今後求められる。	
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2.2.1 ジャカルタ郊外集落内の小規模池（コラム）の分布・利用実態と消失リス
クに関する研究	
 

	
 

1)	
 目的	
 

	
 生物多様性を維持し、それによって支えられる生態系サービスを持続的に享受していくために、

無秩序な開発を抑制し、農村が有する生物多様性の維持・向上を目指した中・長期的な計画的な

開発が求められている(CBD,2010b)。しかしながら、東南アジアをはじめとした発展途上国では、

人口増加に伴う都市の拡大などにより、縁辺部の農村景観はその姿を消しつつあり、樹林地や草

地はもちろん、水田や畑地、ため池などの農村景観を構成する空間要素が消失している。農村景

観において、ため池などの開放止水環境は、食料資源の供給や洪水緩和、多様な文化の醸成、水

生昆虫や両生類・爬虫類などの生物の生息地としての生物多様性の保全といった多面的な機能を

有する、持続可能な発展に向けて重要な役割を果たす景観要素である。	
 

	
 経済発展と人口増加の著しいインドネシア・ジャカルタ郊外に残存する農村型集落おいて、持

続的な生態系サービスの享受とそれを支える生物多様性の基盤である小規模池（Kolam;コラム）

は、都市的土地利用の拡大や生活スタイルの変化によって放棄・消失が進んでおり、多面的機能

からもたらされる生態系サービスの享受・維持のためにも積極的な保全が求められている。しか

しながら、その利用実態や消失傾向は明らかになっていない。そこで本節では、持続的な生態系

サービスとそれを支える生物多様性保全に向けて、農村景観の変容とその要因の解明の一助とし

て、コラムの分布と管理・利用実態の把握と消失するコラムの特性を明らかにすると共に、保全

に向けた指針を検討する。	
 

	
 

2)	
 研究方法	
 

①小規模池（コラム）について	
 

	
 ジャカルタ郊外地をはじめとした西ジャワ地域では、果樹・熱帯広葉樹で構成された小規模樹

林（Kebon;以下、クブン）や水田を中心とする農地に加え、農村景観を代表する構成要素として

コラムと呼ばれる小規模な池がある。ナマズ類を中心とした魚の養殖池としての利用に加え(宮浦

ら,2014)、農作物の灌漑、釣り堀など多様な用途に用いられ、以前は洗濯や炊事、水浴び（マン

ディ）、トイレなどの副次的な用途にも利用されていた。また、下水道が整備されていない当該地

域において家庭排水などを貯留することで浄化し、特に排泄物は循環する過程で養殖魚の栄養源

になり、底泥は肥料として利用されるなど、該当地域における従来の持続的生活スタイルを支え

る基盤の一つである。この多用途に用いられる特性を持つ池であるコラムは、日本の灌漑用ため

池とは同一定義はできないものの、タンパク源としての魚類の養殖とそのための施肥、釣り場利

用や都市排水の流入など共通点も多く(野村,1982)、農村景観における開放水面として果たす地域

の栄養源の涵養や貯水、微気候緩和などの機能は相違ないと言える。コラムはおおよそ 10m 四方

程度の小さな池で、近隣住民が個人でそれぞれを所有・管理しており、多くは各住居の裏手や周

辺に併設されている。集落内部もしくは集落縁辺に分布し、複数が隣接・連続して設置されてい
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るものもある。周辺環境は家屋や庭、水田や耕作地、クブン内部など多岐に渡り、堤にバナナや

パパイヤなどの果樹が植栽されているものが目立つ。	
 

	
 また、コラムはトンボ類をはじめとした止水環境に依存する水生生物のハビタットとなってお

り、一部では雨季に Rhacophorus	
 sp.などのカエル類の卵塊や幼生、それを捕食する大型のゲンゴ

ロウなどが確認され、生活サイクルの一時期を水辺環境で過ごす生物種にとっては重要なハビタ

ットになっていることが伺える。しかしながら、生物生息空間をはじめとしたコラムが持つ多面

的機能に関する評価・研究は行われておらず、保全策の検討は不十分である。コラムは個人ベー

スでの利用・管理が基本であるため、行政主導の計画などに組み込まれておらず、利用実態は明

らかになっていない。	
 

	
 

②調査対象地及び調査方法	
 

	
 インドネシア・ジャカルタ特別州（DKI	
 Jakarta）の西部に位置するタンゲラン市（Kota	
 Tangerang）

のポリスガガ（Poris	
 gaga）集落で、集落内のコラムの分布及び利用実態に関する調査を行った。

タンゲラン市はジャカルタのベッドタウンである郊外都市で、人口増加に伴う住宅地開発が進み、

集合商業施設や工業用地などの都市的土地利用が拡大している地域である。一方で、旧来の住宅

様式や生活環境が残っている農村型集落（Kampung）が点在しており、対象地であるポリスガガ集

落もその一つである。	
 

	
 調査対象は、ジャカルタ都市（jabodetabek）圏で作成された 500m×500m メッシュのうち、リ

スガガ集落を内包するメッシュを基本とし、集落内とその縁辺部に点在するコラムを範囲とした。

コラムの分布調査は、ハンディ GPS（Garmin	
 GPSMAP	
 62SJ）で位置情報を記録するとともに、航空

写真上に位置と形状を記録した。併行して、所有者・近隣住民にヒアリングを行い、利用実態（所

有者・管理者、利用/放棄、用途、ゴミの投棄の有無）などを記録した。過去の航空写真で存在が

確認できるものとヒアリングによって存在を確認できたものについても、位置と利用実態を記録

した。聞き取りはインドネシア語を母語とする者を介して行った。足を運んでの調査は、乾期・

雨期に 2 回ずつ実施し、2012 年 9 月時点の情報をベースに、その後（2013 年 2 月、2013 年 8・9

月、2014 年 2・3 月）状況の変化が確認されたコラムの情報を随時更新した。また、2014 年 8・9

月に補足のヒアリング調査を実施した。また、ヒアリングから、コラムの直接的な利用はないも

のの、前回調査時と植生状況を比較して、人為的な管理（水面植生の除去、法面雑草の刈り取り

など）による植生の変化が認められるものを粗放的管理として記録した。貯水状況については、

岸から 1m 程度の位置における池底からの水位を鋼製巻尺で計測し、貯水位 50cm 以上を多、10cm

以上 50cm 以下を中、10cm 以下を少、	
 貯水なしに 4 分類した。貯水状況・利用用途の記録の一部

として、流入源と水路の状況も現地確認し、その変化も記録した。	
 

	
 

②分析方法	
 

	
 用途や管理の状態などの利用実態からコラムの特性を把握し、それらの属性による消失リスク

と貯水状況の傾向を明らかにするために、利用履歴が得られなかったコラムを除いた 106 箇所を



2 章 トンボ類 

- 56 - 

対象に、DCA（除歪対応分析;	
 Detrended	
 Correspondence	
 Analysis）及びクラスター解析による

分析を行った。前節の人為的な管理・利用に関する項目を分析に用いた。同様にカテゴリカル変

数に変換し、利用の有無（使用:1、放棄:0）、粗放的管理の有無（有:1、無:0	
 [図表中：粗放管理]）、

各用途（養殖/農業灌漑/釣り堀/家庭排水/その他）の該当（有:1、無:0）、ゴミ投棄の有無（有:1、

無:0	
 [図表中:ゴミ投棄]）、水路の有無（有:1、無:0）家庭排水の流入の有無（有:1、無:0	
 [図表

中:排水流入]）、トイレ（痕跡含む）の有無（有:1、無:0）、現時点でのトイレとしての利用の有

無（有:1、無:0	
 [図表中:現存トイレ]）、法面構成（土:1、その他:0）とした。それぞれ、最終調

査時点もしくは消失が確認される直前の調査時点の状況を採用した。DCA の結果の解釈には、各コ

ラムの軸の DCA スコアと分析項目との	
 Pearson の積率相関係数の値、及び各軸と消失したコラム

（消失・一部消失:1、現存:0）、各軸と最低・最高時水位（多:3、中:2、少 1:、貯水なし:0）との

Pearson の積率相関係数の値を参考にした。DCA による序列化の結果算出されたスコアを元にした

クラスター解析により、コラムを分類した。その後、各分割内の消失及び一部が消失したコラム

の箇所数、最低及び最高時水位の状況を確認した。	
 

	
 分析にはR	
 3.1.0	
 GUI	
 1.64	
 Mavericks	
 buildを使用し、DCAではveganパッケージのdecorana()、

クラスター解析では stats パッケージの hclust(,method="ward.D")を用いた。	
 

	
 

3)	
 結果	
 

①分布状況	
 

	
 調査の結果、ポリスガガ集落周辺にはコラムが 97 箇所、宅地造成や埋立てなどにより消失した

ものが 22 箇所、合計 119 箇所を確認した（図 2−4）。コラムの多くは住宅と近接・隣接する形で分

布しており、特に現存のものは集落縁辺部の住宅地と農地などの境界付近に分布していた。一方

で、集落内部で現存しているものは少数で、他は既に宅地化されていたか、4期目の調査までに宅

地化されてほぼ消失した。	
 

	
 4 期の調査のうち、初回時点で既に消失していたものが 7箇所、調査期間中に消失したものが	
 15

箇所、新たに造成されたものが 7 箇所であった。消失したコラムのうち、直前まで使用されてい

たものは 3 箇所で、それ以外は既に放棄されているものだった。消失の理由は、主に住宅建設に

伴う埋立てやゴミ溜め化したもので、他に農地化されたものが 4 箇所、養殖していた魚が死滅し

今後の使用予定がなくなったことから埋め立てられたコラムが 1 箇所あった。他にも、住宅建設

などにより一部だけが消失したものや、消失していなくても、そのまま放置されて藪化している

ものが数箇所あった。一方で、一度は放棄していたものを整備し直して、再度利用を始めたもの

が 3箇所確認された。また、新設されたものは農地や水路を掘り下げて造られたものだった。	
 

	
 

②利用実態	
 

	
 残存しているコラムのうち、現在も使用されているものは 45 箇所のみで、半数以上が放棄され

ていることが明らかになった。しかし、コラムとしての積極的な利用があるという証言は得られ

なかったものの、トイレとしての利用は継続されているものがあった。他にも、接続している水
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路からの家庭排水の流入していることや家庭ゴミの投棄などを確認したなど、消極的な利用がな

されているものも複数あった。また、使用されているものでは、定期的な法面の草刈りや水面の

水草の除去、周辺の樹木の剪定、ゴミ浚いなどが確認されたほか、放棄されたものでも同様の管

理が確認されたものが 8 箇所あり、積極的な利用・管理はないものの、粗放的な管理状態にある

ことが明らかになった。こうしたコラムは共通して、農地に隣接しているものだった。	
 

	
 コラムの用途は、既に放棄されたものを含め、魚や釣り餌用の藻類などの養殖、農業用灌漑用

水、釣り堀、家庭排水の貯水に大きく分類され、最も多いのが養殖用の 54 箇所で、次いで家庭排

水の貯水用 36 箇所であった（表 2-6）。養殖と灌漑用水の用途は重複しているものがあったほか、

家庭排水が流入している養殖用や灌漑用のコラムが複数あり、これらの用途は重複している傾向

にあった。他にも、水質浄化や井戸工事の呼び水、炊事への使用も確認された。現在も使用して

いるという証言が得られたもののうち養殖用の用途が最も高く、一方で家庭排水用のコラムの放

棄率が高い傾向にあった。また、トイレとして利用もしくはその痕跡が確認できたものは 14 箇所

あり、養殖用で 10 箇所、家庭排水用で 3箇所、灌漑用で 1箇所だった。	
 

	
 

③貯水状況	
 

	
 利用状況により乾期と雨期で貯水状況が大きく異なることが確認された（表 2-7）。乾期に実施	
 

図 2-4	
 ポリスガガ集落周辺のコラムの分布	
 

※	
 写真：Google	
 Earth	
 [2012 年 9月 12 日撮影]	
 を使用	
 



2 章 トンボ類 

- 58 - 

表 2-6	
 コラムの主な用途	
 

※	
 表内の数字：コラムの利用状況と各用途の箇所数	
 

※	
 主の用途に加えて副用途を持っているものもある	
 

	
 

	
 

した2時期では114箇所のうち69箇所で貯水が確認さ

れ、雨期に実施した 2 時期では 113 箇所のうち 103 箇

所で貯水が確認された。4 時期通して貯水量がなかっ

たものは 7 箇所で、最高時水位と最低時水位で差が見

られたものは 39 箇所あり、その内 7 箇所が水位 50cm

以上から貯水なしまでの変化が確認された。使用され

ているものは定常的に貯水されており、一定の水量が

確保されていた。一方で、放棄されているものの多く

は、乾期での調査時には貯水がなく、さらに雨期でも

貯水がないか、もしくは貯水量が極めて少ない傾向に

あった。	
 

	
 

④分析結果	
 

	
 第 1 軸と第 2 軸上にクラスター解析で分類したコラ

ム群と調査項目を配置した（図 2-5）。DCA の第 1軸か	
 

ら第 4 軸までの固有値（Eigen	
 value）は、0.460,0.299,0.249,0.200 であった。第 1 軸は、消失

したコラムと弱い相関（r:	
 -0.255,p 値:<0.01）、最多水位（r:	
 0.513,p 値:<0.001）及び最低水

位（r:	
 0.509,p 値:<0.001）との相関が見られたが、それ以外の軸では有意な相関は認められなか

った。DCA 第 1 軸と分析項目間の Pearson の相関係数については、利用状況（r:	
 0.710）と強い相

関、家庭排水貯留としての用途（r:	
 -0.768）と負の強い相関、ゴミ投棄の有無（r:-0.670）及び

家庭排水の流入の有無（r:	
 -0.658）とやや強い負の相関が見られた。第 2軸は、養殖の用途（r:	
 

0.707）と強い相関、農業灌漑用の用途（r:	
 -0.507）とやや強い負の相関が見られた（表 2-8）。	
 

	
 クラスター解析では、各分割内の消失したコラム数と貯水状況の変動を判断基準に、上から 3

分岐（4 分割）までを採用した（図 2-6）。その結果、分析に用いた 106 箇所のコラムの内、第 1

群に 25 箇所、第 2 群に 27 箇所、第 3 群に 33 箇所、第 4 群に 21 箇所が分類された。第 1 分割で

第 3群とそれ以外が分かれた。次に、第 2分割で第 1群が分かれ、最後に第 3分割で第 2群と第 4

群に分かれた。DCA 座標上では、第 1 群は第 2 象限を中心に位置し（図 2-5）、放棄されたコラム
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表 2-7	
 コラムの貯水状況	
 

※	
 多:貯水位 50cm 以上,	
 中:10cm 以上 50cm	
 

	
 	
 	
 以下,	
 少:10cm 以下,	
 なし:貯水なし,	
 	
 

	
 	
 	
 消失:調査時に消失済み	
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で主に構成され、使用中のコラムは分

類されなかった（表 2-9）。分析に用い

た消失したコラム 20	
 	
 

箇所の内、5 箇所が第 1 群に分類され

た。第 2群は DCA 第 1 軸及び第 2軸双

方の中心付近に位置し、主に使用され

ているコラムで構成され、消失したの

は 2箇所のみだった。第 3群は第 3象

限に位置し、放棄されたコラムを中心

に構成された。消失したコラムの半数

を超える 11 箇所が分類された。第 4

群は使用中のコラムを中心に構成さ

れ、消失したのは一部が宅地化された

1 箇所と農地化された 1 箇所のみだっ

た。	
 

	
 各コラム群の貯水状況の傾向につ

いては、第 2群と第 4群は最高時と最

低時の水位変動が見られたものはと

もに 6箇所のみで、最高時に貯水量が

なくなるものは無く、最低時でもごく

少数だった（表 2-9・図 2-6）。一方で、

第1群と第3群は最低時に貯水がない

状態にあるものが多く、特に第 3群に

ついては最高時でも貯水がない状態

もしくは水量が少ないものが大半を

占めた。第 1群については、最高時と

最低時の水位変化が激しく、14 箇所で

変化が認められ、13 箇所が最低時に貯

水がなかった。	
 

	
 

4)	
 議論	
 

①コラムの分布・利用実態の特性	
 

	
 おおよそ 500m 四方の範囲内に多数

の小規模コラムが確認された（図 2-4）。

他にも、現時点での聞き取りでは過去

の様子や用途は確認できなかったも	
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表 2-8	
 第 1軸・第 2軸の DCAスコアと	
 

分析項目間の Pearson の相関係数	
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表 2-9	
 各コラム群の利用状況及び貯水状況	
 

※	
 利用状況	
 (消失:調査終了時までに消失,	
 一部消失:部	
 	
 	
 

	
 	
 	
 分的に消失,	
 農地化:農地に転用)	
 

※	
 水位	
 (多:貯水位 50cm 以上,	
 中:10cm 以上 50cm 以下,	
 	
 

	
 	
 	
 少:10cm 以下,	
 貯水なし)  
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図 2-5	
 DCA 分析結果及びコラム群の分類	
 

	
 

	
 

	
 

図 2-6	
 クラスター解析結果と各コラム群の消失状況及び貯水状況	
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のの、コラムであったとおぼしき窪地を数箇所確認したことから、既に宅地化されてしまったも

のを含め、以前はさらに高密度にコラムが分布していたと考えられる。集落内の隙間に残された

コラムの殆どは宅地化され消失しているものの、複数のコラムが存在していたことが確認された

ことから、養殖などの生活資源、トイレとして利用するために、各住居に併設されていたことが

推察できる。しかし、養殖魚の消費低下や浄化槽の導入などのライフスタイルの変化により使用

頻度が減ったことと相俟って、人口増加に伴って住宅地がスプロールする過程で消失していった

ことが窺える。一方で、現存しているコラムの多くは集落の縁辺部に存在していた。灌漑用はも

ちろん、養殖用は農地に隣接して築造されていた。また、家庭排水の貯留用は、住宅の背後や集

落外縁の耕作放棄地などの荒地に分布が集中している傾向がある（図 2-7）。	
 

	
 日本の灌漑用ため池の事例ではあるが、放棄されやすいため池の特徴に、個人管理、小規模で	
 

あるという特徴があり、米の価格低迷や設備投資負担の増加による採算性の悪化、農業の衰退が

理由であることも示されている(田中ら,2011)。当研究では各コラムの貯水量などの規模は把握し

ていないものの、比較的小規模な池敷面積のものほど消失し、微高地縁辺部の大きなものが残さ

れている傾向がある。これは魚の消費量や市場価格の低下などの諸変化に伴って生産性や貯水収

容量が低いコラムほど放棄されていることに加え、集落は微高地上に形成されており、低地の水

田地帯は 1〜1.5m 程度標高が低いため、集水力が高い縁辺部にコラムの多くが設置されているこ

とが示唆される。また、低地部は降水量の多い時には洪水により水没することから、住宅などの

開発から取り残されてきたことが推察される。しかし、上流部の開発や降水量の不安定などによ

り、洪水時の養殖魚の流出や生育期の水量の不足などによる死滅などの被害から、使用を断念す

ることがヒアリングから明らかになっている。さらに、鉄道の延伸計画や住宅需要から開発業者

による低地部の農地などの買い取りが進んでいることと相俟って、こうしたコラムも近い将来に

姿を消すことが予測される。	
 

	
 

②コラムの消失プロセスと消失リスク	
 

	
 分析の結果、DCA 第 1 軸は使用状況、家庭排水貯留、ゴミの投棄、家庭排水の流入が関係してい

ることから、利用状況と消極的利用の尺度を表していると判断した。第 1 軸に沿って、消失した

コラムが集中した第 1 群と第 3 群は下方に位置し、一方で使用されているコラムを中心に構成さ

れている第 2 群と第 4 群が上方に位置したことから、消失するコラムの特性として、まず放棄さ

れていて、特に家庭排水の貯留やゴミの投棄などの消極的な利用があるものであることが分かる。	
 

今回は、水質などの定量的な調査は行っていないものの、こうしたコラムは外見上の汚濁が著し

く、悪臭や蚊などの害虫の発生源になっている。ヒアリングの中でも、状態が悪化したものを選

定して、新設住居の排水の流出先やゴミの投棄場所としているという証言があった。このような

状態になったコラムは改善・再使用が困難であり、近年の住宅需要に後押しされる形で埋立てが

行われていることが示唆される。	
 

	
 第 2 軸は養殖、農業灌漑用、水路の有無が関係していることから、積極的かつ多様な用途の強

度を表していると判断した。第 2軸に沿って、第 1群が上方に、第 3群が下方に分かれた。また、	
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図 2-7	
 主な用途別のコラムの分布と土地利用状況	
 (2014 年 3 月時点)	
 

	
 

図 2-8	
 各コラム群の分布状況	
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第 2群と第 4群の内、特に第 4群が第 2軸下方に集中した。DCA 座標上では、消失したコラムの箇

所数が最も多い第 3 群は家庭排水貯留の近くに位置し、他の消失したコラムを含む第 1 群と第 2

群は、養殖の近くに位置した。完全に消失したコラムが分類されなかった第 4 群が農業灌漑用の

近くに位置した。経済成長が著しいインドネシアでは、都市郊外の農村型集落においても生活習

慣が変化しており、コラムの積極的な利用習慣も失われつつあることが伺える。ベトナムでの事

例では、素掘りの池をトイレ併設の養殖池として利用していたものの、諸変化により利用機会は

失われ、埋め立てられたとされる(帯谷,2011)。現存のコラムのうち、養殖用が最多であったが、

一方で放棄されている箇所数も多かったことから、特に養殖用のコラムはこうした生活習慣など

の変化による利用機会の減少が影響していることが示唆される。	
 

	
 ヒアリングの結果から、養殖池や釣り堀として積極的な利用が図られているコラムは、雨水や

湧水、農業用灌漑水路からの引き込みで水を確保しており、トイレとしても利用し排泄物の循環

は行うものの、生活排水などの汚濁水は流入しないように配慮していた。排泄物は循環の過程で

養殖魚の餌となることを理解して、トイレとして利用している。一方で、合成洗剤などを含む生

活排水は、魚の育成阻害や死滅を引き起こす可能性があるため、排水の流入を避けているという

証言を得た。排水が流入していたとしても、一戸程度に限られ、コラムが従来持つ浄化能力を超

えないようにしていることが窺える。しかし、ライフスタイルの変化、洪水の多発、土地の売却

などに加え、家庭排水が流入するようになって養殖としての用途に適さなくなったコラムは、積

極的な利用が断念される。しばらくは、家庭レベルでの魚の消費や釣りなど個人的な利用される

ほか、堤の草刈りなどの粗放的な管理が行われる。これは、一度使用を中断したコラムを再度養

殖に利用した事例があることから、再利用を見越したものであると考えられる。しかし、放棄に

加え、近年の人口増加や周辺の住宅増設に伴って、コラムの浄化能力を超えた排水流入による水

質汚濁や従来の水源が確保できなくなると、周辺住民のゴミの投棄場所として利用されるように

なり乾燥化が進む。ゴミ溜め化したものや悪臭源などのマイナス面が際立つものは、不可逆的な

状態にありコラムとしての再利用は図られず、埋め立てられて住宅建設用地として消失する。薮

化しているものは、当研究では可逆的なものとして残存扱いしているが、消失とみなせるだろう。

分析結果から示されたコラム群は、この一連の消失プロセスと対応していると言え、DCA 第 1 軸下

方、第 2 軸下方に位置する第 3 群は、利用や管理の状態が低く、かつ積極的利用がなく、消極的

利用が進んでいるコラム群であり、消失もしくは直前の状態にあると考えられる。第 1 群はまだ

放棄からの日が浅く、家庭排水の排出先やゴミの投棄場所としての利用がなされておらず、また

過去の用途がはっきり示されていることから第 2 軸の比較的上方に位置したと考えられ、消失す

る過程の過渡期にあたる状態にあると言える。さらに第 2 群は DCA 第 1 軸及び第 2 軸双方の中心

付近に位置し、調査項目による傾向が把握しづらいものの、養殖用途の近くに位置していること

から、従来のコラムの姿を示していると言えるが、ライフスタイルの変化などに追随する形で放

棄が進むことで、今後さらなる消失が進む可能性があるだろう。以上より、消失リスクは第 3群、

第 1群、第 2群の順で高く、第 4群が最も消失の可能性が低いと判断できる（図 2-8）。	
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③コラムの水量と保全上の意義	
 

	
 コラムの水量状況は、利用状況に大きく左右されることが分かった。調査時が乾季後半ではあ

るものの、放棄されているコラムの多くは貯水がない状態にあり、貯水しているものでもその貯

水量は極めて少なかった。コラム群毎の傾向については、第 2 群と第 4 群では、ともに 6 箇所で

水位の変化があったものの、おおよそ水量が保たれていた。一方、消失リスクの高い第 1群と第 3

群では、最低水位時に貯水がない状態にあるものが半数を占めた。第 3 群では、11 箇所で水位変

化が確認され、さらに 7 箇所は通年で貯水がない状態にあり、それ以外も水量が少ないものが殆

どだった。第 1 群については、14 箇所で水位変化が確認され、通年で貯水がない状態にあるもの

は 2箇所のみだった。	
 

	
 開放水面は蒸発の潜熱などによる冷却効果を発揮するとされ(浜田・鈴木,1996)、屋上に設置さ

れた簡易池では水面を定常的に確保することで樹林と同等の蒸発散量を有することが示されてい

る(中村,2006)。また、池底の露呈がトンボ類の種数や個体数の減少に影響しているとされる(角

道,2009)。以上より、当該地域においては水量が確保されていないコラムが多く存在することか

ら、コラム単体及びそれを包括する農村景観の微気象緩和や通年で水辺環境を利用する生物種の

生息・生育空間などを含めた多面的機能が低下していることが窺い知れる。	
 

	
 一方で、一部のコラムは季節変動に応じて、水量が一時期は確保されていることも分かったが、

積極的に養殖に利用されているコラムは富栄養状態にある上(宮浦ら,2014)、強度の管理により水

草などの植生が除去される傾向にあり、生物生育空間や植物による蒸散(中村,2006)などの機能の

低下に繋がる。また、家庭排水が流入により貯水量が確保されているものについては水質汚濁が

見られる。一方、放棄状態にあっても、乾期に貯水量がなく雨期に貯水が認められたコラムなど

では、家庭排水の流入がなく雨水だけで貯水されていることが多いため、見かけ上の水質汚濁は

少ない。これらから、現存のコラムのうち、第 4 群などの使用されているコラムの持続的な利用

と管理・利用方法の改善を促すことに加え、放棄・消失過渡期にあるような第 2 群、第 1 群に該

当するような放棄されているコラムについても保全策を図ることは、生物多様性保全などのコラ

ムの持つ多面的機能の有効性を高める上で有意義であると言える。周辺の開発に伴い排水路が整

備されたことで家庭排水の流入がなくなり、一度は放棄していたコラムを再度利用した例が確認

された。これは、適切な管理を施すことで、持続的な利用を促進できる可能性を示唆している。	
 

	
 

5)	
 小括	
 

	
 本節の結果、ジャカルタ郊外の農村型集落では、多様な利用がなされている小規模池が多数分

布している一方で、多くが放棄され、その姿が消えつつあることが明らかになった。利用実態に

より、消失するコラムの傾向が示されたことは一つの成果であり、当該地域の農村景観を保全す

る上での基礎情報になる。当該地域では、開発業者による小規模住宅地開発が進められており、

本研究の対象であるコラムを含め、従来の農村景観を構成してきた環境は危急的状態ある。補足

調査時には、さらにコラムの放棄・消失が進んでいたことから、早急に対応する必要がある。養

殖池の存在が住居周辺の植物種の多様性と植物資源の利活用に寄与していることが示されている
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こと(Arifin	
 et	
 al.,1996)や市街地の開放水域がもたらす風通しや冷却効果などの緩和性(深川

ら,2008)を地域住民が重視していることが示されていることから、当該地域の農村景観における

生物多様性保全、文化や住環境などの地域ポテンシャル向上のためにも、コラムの保全は重要で

あると言える。さらに、洪水頻発地帯である当該地域では、治水力を高めるような土地利用が欠

かせない。こうした面でもコラムが果たす役割は少なくないことから、生活習慣の変化に伴って

積極的な利用がなされなくなってはいるものの、コラムの持続的な保全・管理が必要である。	
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2.2.2 ジャカルタ郊外の小規模池（コラム）のトンボ相と微視的環境及び管理・
利用実態の関係に関する研究	
 

	
 

1)	
 目的	
 

	
 人口増加が著しいインドネシア・ジャカルタ近辺では、住宅地などの都市的土地利用の拡大や

ライフスタイルの変化などにより、都市郊外に残されている農村景観は失われつつある。前節の

結果から、当該地域の独自の景観要素の一つである小規模池（コラム）が消失傾向にあることが

分かった。コラムは地域住民の生態系サービスの享受とそれを支える生物多様性の基盤である。

生活習慣の変化に伴って積極的な利用がなされなくなってはいるものの、地域の生物多様性の保

全などの多面的機能を維持し、持続的に生態系サービスを享受していくためにも、コラムの持続

的な保全・管理が必要である。	
 

	
 コラムをはじめとした都市に内在する環境要素は、人間活動による圧力を受け、その状態は大

きく左右される。前節では、コラムの分布状況や利用実態、その特性に伴う消失リスクを明らか

にし、保全の優先度を提示した。しかしながら、生態系サービスを支える生物多様性を維持・向

上させるには、生物多様性の状況を定量的に把握し、それに基づいた具体的な保全策を提示する

必要がある。こうした中で本研究では、人間の生活に密接に関係するコラムを対象に、小規模止

水環境のトンボ類の種多様度・種構成に影響を与えるマイクロハビタット、及び利用実態に伴う

人為的圧力関する要因を明らかにすることを目的とする。トンボ類の生息に寄与する要因から、

当該地域における生物多様性の基盤としてのコラムの保全・整備のあり方を検討する。	
 

	
 

2)	
 研究方法	
 

①調査対象地及び調査方法	
 

	
 前節と同じく、インドネシア・タンゲラン市のポリスガガ集落を対象に、集落内に点在するコ

ラムに出現するトンボ類の種および個体数の調査を行った。調査対象は、ジャカルタ都市

（jabodetabek）圏で作成された 500m×500m メッシュのうち、植生や周辺環境、管理や利用の状

態を考慮し、30 箇所のコラムを調査対象に選定した(図 2-9)。これらのコラムは、相互が近接し

ているものも含まれる。調査対象のコラムにおいて、水面及び周囲 5m 程度の範囲内に出現するト

ンボ類の種名・個体数及びを記録した。1 箇所あたりの調査時間は 20 分程度とし、コラムの周囲

をくまなく踏査し、確認し得る個体を全て記録した。調査時期は、乾季にあたる 2012 年 9 月・2013

年 8・9月及び雨季の 2013 年 2 月・2014 年 2・3月に実施し、晴天もしくは薄曇りの 9時-16 時の

概ねトンボ類が活動する天候・時間帯を選択した。トンボ類は種によって活動する時間帯が異な

るため、各回でそれぞれのコラムでの調査時間帯がばらつくように配慮した。調査は著者１人で

行った。また、調査時期に貯水がないコラムについては調査・記録を行わなかった。	
 

	
 

②微視的環境要因及び管理・利用実態に関する項目	
 

	
 コラムにおけるトンボ類の生息に関与する要因として、コラムの形態や植生、水質などの微視
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的な環境要因、及び人為的な管理・利用などに関する項目を記録した。コラムの敷設面積を代替

する数値として周囲長を記録した。おおよそ垂直に延びる部分を 1つの岸とし、50m メジャーを用

いて各岸の堤頂部の延長長を計測し、合計値を周囲長とした。岸法面の高さ及び延長長は、水面

から堤の頂部までを端点とし、鋼製巻尺を用いて各岸で計測し、その平均値を用いた。岸法面の

傾斜は、クリノメーターを用いて各岸法面の傾斜角を計測し、その平均値を用いた。水深は、岸

の水際から 1m 程度の位置における池底からの水位を、鋼製巻尺を用いて各岸で計測し、その平均

値を用いた。	
 

	
 水生植生の水面被覆率は、各調査時期におけるそれぞれのコラムの水面全体の被覆率を記録し

た。水面水生植生の多様度は、被覆・分布形態で水生植物を 5 分類し、各調査時期における各分

類の被覆度の積算値から多様度(Shannon の多様度指数 H’)を算出した。水際植被率は、岸に接し

て被覆する水生植物の水際延長に対する割合を記録した。法面植被率は、岸法面全体に対する被

覆率を記録した。緑陰率は、周囲の樹木などによる陰の水面全体に対する被覆率を記録した。高

中層植被率は、コラムの堤から 5m 周囲内における高中木（3m 程度以上）の被覆率を記録した。ま

た、低層植被率は、同様に 5m 周囲内における潅木や草本の被覆率を記録した。これらの調査はト

ンボ類の調査と同時に行い、調査時期に貯水がないコラムについては、水生植物に関する項目は

調査・記録しなかった。	
 

	
 

図 2-9	
 対象地域のコラムの分布及び調査実施箇所	
 

※	
 写真：Google	
 Earth	
 [2012 年 9月 12 日撮影]	
 を使用	
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 pH、電気伝導度、浮遊物質濃度（濁度;	
 以下、SS）、溶存酸素濃度（DO）、化学的酸素要求量（COD）、

水温、塩素濃度は、多項目水質計を用いて現地で記録した。亜硝酸態窒素濃度（NO2）、硝酸態窒

素濃度（NO3）、アンモニア態窒素濃度（NH4）、リン酸態リン濃度（PO4）、全窒素濃度（TN）、全リ

ン濃度（TP）は、各コラムで水質サンプルを採取して持ち帰り、分析機器を用いて測定した。	
 

	
 各コラムの利用・放棄の状況、用途、ゴミの投棄の有無などの人為的な管理・利用などに関す

る項目については、所有者・近隣住民にヒアリングを行った。聞き取りはインドネシア語を母語

とする者を介して行った。また、ヒアリングでコラムの直接的な利用はないとされたものの、前

回調査時と植生状況を比較して、人為的な管理（水面植生の除去、法面雑草の刈り取りなど）に	
 

よる植生の変化が認められるものを粗放的管理として記録した。利用実態の一部として、家庭排

水の流入の有無とその流入源となる住居の戸数、水路の状況、法面構成についても現地確認した。

法面構成は、土もしくはその他（人工物・竹杭など）に分類し、各コラムの岸全体の大半を占め

るものを記録した。	
 

	
 分析に際して、植生及び水質については、コラムに貯水がないため調査を実施しなかった時期

を除き、各項目の記録回数で平均した値を算出した。植生については、百分率（％）を逆正弦変

換した値を算出した。また、消失もしくは大幅な改変があったため、調査実施済みのデータを使

用できなかったものについては、全体の平均値を割り当てた。最終的に、形態・植生・水質に関

する各項目及び家庭排水の流入源戸数については、上記に準じて算出した値を標準化したものを

使用して分析を行った。利用実態に関する項目はカテゴリカル変数に変換し、利用の有無（使用:1,

放棄:0）、粗放的管理の有無（有:1,無:0）、各用途（養殖用/農業灌漑用/釣り堀/家庭排水貯留/そ

の他用途）の該当（有:1,無:0）、ゴミ投棄の有無（有:1,無:0）、水路の有無（有:1,無:0）家庭排

水の流入の有無（有:1,無:0）、トイレ（痕跡含む）の有無（有:1,無:0）、現時点でのトイレとし

ての利用の有無（有:1,無:0）、法面構成（土:1,その他:0）とした。それぞれ、最終調査時点もし

くは消失、大幅な改変が確認される直前の調査時点の状況を採用した。各項目の調査実施時期に

ついては表 2-10に記す。	
 

	
 

④分析	
 

	
 各コラムに出現したトンボの分布状況と前述の微視的環境要因及び管理・利用実態に関する項

目との関係を明らかにするために、パス解析を行った。本研究で対象としているコラムは、地域

住民の生活基盤として密着した空間であり、コラム自体が持つ微視的環境要素が相互に影響し合

っているだけでなく、人為的影響も作用していることから、それぞれの要因を直接効果・間接効

果に分けて、トンボ類の分布・組成に寄与する要因の解明と変数間の因果・作用関係を明らかに

することを試みた。	
 

	
 目的変数には、各コラムにおけるトンボ類の合計出現種数、種群数、及び種数・種群数に対す

る多様度（Simpson の多様度指数 D）を用いた。TWINSPAN	
 (Two-Way	
 Indicator	
 Species	
 Analysis)

を用いて、各コラムで記録されたトンボ類の種組成及び出現頻度に基づいて分類を行った。1地点

のみでしか記録されなかった種は分析から除外し、30 箇所・14 種で分析を行った。pseudospecies	
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表 2-10	
 微視的環境要因及び管理・利用実態に関する項目と調査実施時期	
 

	
 

	
 

cut	
 revel には、それぞれの種の累積出現回数（最大 4回）を用い、cut	
 revel を	
 0,1,2,3,4 に設

定した。分析には、MjM 社の PC-ORD	
 for	
 win	
 ver.5.20 を使用した。選好する環境の類似する種を

分類することで、調査時に確認できなかった種の潜在的な出現可能性を加味した分析、及び種群

毎の傾向を把握することができる。	
 

	
 説明変数には、前述の微視的環境要因及び管理・利用実態に関する項目を用いた。類似する説

明変数である法面の高さと延長長の間には、相互間に強い相関が認められたことから、多重共線

性の除去するために、各目的変数に対してより相関の高い応答が見られた法面の高さのみを分析
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に採用した。分析に用いる要因・項目を選択するために、事前に、各要因・項目の相互間の応答

と、それらのトンボ類の合計出現種数、種群数、種・種群の多様度、各種群の個体数に対する応

答を確認した。連続変数同士では相関分析を行い、やや強い相関(Pearson の積率相関係数;r	
 

>±0.40)が認められた変数を、トンボ類の生息に影響を及ぼす直接要因・間接要因として、各モデ

ルの分析に採用した。また、連続変数変数に対するカテゴリカル変数の応答は t 検定もしくは F

検定、及びカテゴリカル変数同士ではχ2検定を行い、統計的に有意な差（p	
 <0.1）が見られたも

のを分析に採用した。但し、因果・作用関係として矛盾するものは採用しなかった。これらの変

数の内、各目的変数との応答が見られたものに直接要因として 1 次パスを引き、直接要因とする

変数との応答が見られる変数に間接要因として 3 次パスまで引いたものを初期モデルとした。ま

た、目的変数に対するコラムの用途などの人為的な要因は、生態学的な解釈などをもって直接的

な因果・作用関係を説明できなくとも、今回設定した変数では説明しきれない潜在的な影響があ

るものとして、直接要因にも採用した。モデルの選択に際して、初期モデルから統計的有意水準

（p<0.1）を満たしていない変数を z値の低い順に取り除いた。すべての変数が有意水準を満たし

た段階で、修正指標及びモデルの適合度を確認しながら、事前の相関分析・検定などから対応す

ると考えられる変数の加除、パスの追加を行った。推奨される修正（修正指標の値が 3 以上）が

見受けられなくなったモデルを、各目的変数における最終モデルとした。修正指数から判断して

追加した変数については、統計的有意水準を満たしていないものも含む。一連の分析には統計ソ

フト R	
 3.1.0	
 GUI	
 1.64	
 Mavericks	
 build を使用し、パス解析には lavaan パッケージの sem()、修

正指数には modificationIndices()を用いた。	
 

	
 また、前節で得られた特性を基に分類した各コラム群(図 2−5・2−6)におけるトンボ類の分布状

況を確認した。	
 

	
 

3)	
 結果	
 

①トンボ類の生息状況	
 

	
 4 時期の調査を通して、18 種・合計 1643 個体が確認された。1 箇所あたりの最大種数は 10 種、

最低種数は 2種だった。乾季は 15 種・854 個体、雨季では 15 種・789 個体で、各コラムあたりの

平均種数や各種の平均出現箇所数にはおおきな差異は見られなかったものの、乾季が若干上回っ

た（平均種数:乾季 5.23 種・雨季 5.10 種;平均出現箇所数:乾季 8.72 箇所・雨季 8.50 箇所）。出

現種の分類は、3 段階までの分割結果を採用した。TWINSPAN の結果、出現種は 6 つの種群に分類

され、それぞれをグループ A、B、C、D、E、Fとした。グループ Aに分類されたトンボ類は、開け

た水面や草地を好む 3 種、グループ B は比較的小型の均翅亜目の 2 種、グループ C は小型の不均

翅亜目の 2種で構成された。グループ D・Eは普遍的に確認される普通種が分類され、特にグルー

プ E はジャカルタ中心部の人工的な水辺環境にも生息する種で、本研究においても全箇所で確認

された。グループ Fは、木陰や藪に身を隠す種で、樹林やブッシュの内部や縁辺部で確認される 3

種だった。環境選好性や形態、生態的特性などがおおよそ類似した種で、それぞれ分類された結

果と言える(表 2−11)。	
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表 2-11	
 出現したトンボ類の一覧および TWINSPAN による分類	
 

※1	
 表内記号	
 -：分類対象外	
 

	
 

	
 

	
 各コラム群におけるトンボ類の多様性の状況の違いを把握するために、多重比較検定（Tukey's	
 

Honest	
 Significant	
 Differences もしくは Holm's	
 pairwise	
 t-test）を行った結果、種群多様度

及び TWINSPAN で分類したグループ Cの個体数はコラム群間で差異が認められた。種群多様度では

第 2 群と第 3 群のコラムの間で有意な差が見られ(p<0.05)、他のコラム群に比べて第 3 群の種群

多様度は顕著に低かった(巻末資料−25)。また、グループ C の個体数は第 1 群と第 4 群(p<0.05)、

及び第2群と第4群(p<0.1)の間に差が見られ、顕著に第4群の個体数が多かった(巻末資料−26)。	
 

	
 

②トンボ相に対する各要因・項目の応答	
 

	
 相関分析及び検定の結果(表 2−12)、種数にはコラムの周囲長、法面の高さ、DO が正に、EC 及び

SS が負に相関し、トイレ（p<0.05）及び粗放的管理（p<0.05）の有無の間に有意な差が見られた。

種多様度には、法面高さ、水面植被率、水生植物の植生多様度が正に相関し、その他用途の該当

の有無（p<0.1）の間に差が見られた。種群数には周囲長、及び DO が正の、EC、水面緑陰率、高

中層植被率が負の相関を示し、ゴミの投棄（p<0.1）、トイレ（p<0.1）の有無の間に差が見られた。

種群多様度には、法面高さ、pH、DO が正に、NO3、NH4 が負に相関し、トイレの有無（p<0.1）の

間に有差が見られた。また、種群毎の個体数には、グループ A では周囲長及び法面高さが正に、

水面緑陰率、高中層植被率が負に相関し、その他用途の該当の有無（p<0.01）及び水路の有無	
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表 2-12 トンボ類の分布への要因・項目の応答（相関分析・検定の結果）	
 

※1	
 表内数字：Pearson の積率相関係数	
 	
 ※2	
 緑色掛け：正の影響,	
 赤色掛け：負の影響	
 

※3	
 表内記号	
 **：有意水準	
 p<0.01,	
 *：p<0.05,	
 .：p<0.1,	
 -：有意差なし	
 

	
 

	
 

（p<0.05）の間に有意な差が見られた。グループ B では、周囲長、法面高さ、pH、水温、DO、低

層植被率が正に、EC、NO2、高層植被率が負に相関し、その他用途の該当の有無（p<0.01）、ゴミ

の投棄（p<0.01）、トイレ（p<0.05）の有無、及び法面構成（p<0.05）の間に有意な差が見られた。

グループ Cは周囲長とのみ正に相関し、利用（p<0.05）、家庭排水貯留（p<0.05）及びその他用途

（p<0.1）の該当、ゴミの投棄（p<0.05）、水路（p<0.1）の有無との間に差が見られた。グループ

D では法面高さ及び DO が正に、EC が負に相関し、トイレ（p<0.05）、水路（p<0.01）の有無、法

面構成（p<0.01）の間に有意な差が見られた。グループ E は周囲長、水面及び水際の水生植物の

植被率、水生植物の多様度、法面植被率が正に相関し、ゴミの投棄の有無（p<0.01）との間に有

意な差が見られた。また、グループFは CODとのみ負に相関し、家庭排水貯留の用途の該当（p<0.05）、

ゴミの投棄（P<0.01）、水路（p<0.01）の有無、及び法面構成（p<0.05）との間に有意な差が見ら

れた。これらの相関は、すべてやや強い相関（Pearson の積率相関係数：0.4<|r|<0.7）だった。

また、トンボ類の分布に及ぼす影響は、おおよそ共通する傾向にあった。	
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表 2-13	
 種数を目的変数としたモデルの詳細	
 

	
 

	
 

③パス解析	
 

(1)	
 種数	
 

	
 事前の相関分析及び検定の結果から、トンボ類の種数に影響を及ぼす要因に、直接効果として 1

次パスを 7変数から引き、それらの直接要因に応答を示す述べ 28 変数から 2次パスを引いた初期

モデルを作成した。最終モデルでは、直接要因に 4変数、間接要因に延べ 15 変数を採用した直接

要因では、コラムの規模である周囲長と法面の高さ、及び粗放管理の有無が正に影響し、電気伝

導度が負に影響していた(表 2-13・図 2-10)。モデル全体で採用された 11 の要因・項目の総合効

果は、7変数が正に、4変数が負にトンボ類の種数に影響していた(表 2-14)。総合効果ではゴミ投

棄の有無が正に作用しているものの、その度合いは小さく、2次までの効果では負に作用していた。

また、当モデルでは、植生に関する要因は採用されなかった。	
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表 2-14	
 種数を目的変数としたモデルに関与する要因・項目の効果	
 

	
 

	
 

	
 

図 2-10	
 目的変数を種数に設定したパス解析のモデル図	
 

※1	
 緑矢印：正の効果,	
 赤矢印：負の効果	
 	
 ※2	
 より効果の度合いが高いパスが濃く表示されている。矢印

の向きは、起点となる要因から到達する要因への作用関係を示している。	
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表 2-15	
 種群数を目的変数としたモデルの詳細	
 

	
 

	
 

表 2-16	
 種群数を目的変数としたモデルに関与する要因・項目の効果	
 

	
 

	
 

(2)	
 種群数	
 

	
 初期モデルでは、種群数に影響を及ぼす要因として、直接要因を 7変数、間接要因を述べ 27 変

数で作成した。最終モデルでは、直接要因に 4変数、間接要因に延べ 14 変数を採用した。直接要	
 

因では、周囲長が正に影響し、EC、高中層植被率、ゴミ投棄の有無が負に影響していた(表 2-15・

巻末資料-27)。モデル全体で採用された 10 の要因・項目の総合効果は、3 変数が正に、7 変数が

負にトンボ類の種群数に影響していた(表 2-16)。	
 

cZ gfMu qYMu �hn>	
 ]aG_u ]apo AC .

�Nux	
 EL-O.M ���,* ��		, ���(,

Igu +DIENF ��(, ��	�* (�*�
 ���

w^APp 42 ���(,- ��	
. �
�.-* ��

y>n\oc #2BMF ���
	* ��	�- �
���) �

T:r[ 3"=! ���
�, ��))* �	�..) �

�Nux	
 +DIENF ��
,- ��
	) 	�(�


T:r[ 3"=! ���(,	 ��
(- �*�	.* ���

34@ds �! ���()� ��(�- �(���- ��

�Nux	
 42 ���-, ��	�* ��*	�

ikbp C+ ��*		 ��	.	 
��)( ��

VRZ !-G+DN ���
** ��(	( �	�.-. �

Igu +DIENF ���
(* ��	� �	�)(�

�Nux	
 #2BMF ���(( ��
�� ��	�

_r 3�� ���
-- ��(** �
�(*, �

Igu +DIENF ���
- ��	,- �	�**)

34@ds �! ��	,- ��(,) 	�
�(

�Nux	
 C+ ��
*� ��	(- 	�-() �

Ejkbp !� ��*-	 ��	�* *�*(- ���

T:r[ 3"=! ���)*, ��))* �(�(-) ���

VRZ !-G+DN ���
)
 ��
)- �
�)	
 �

Igu +DIENF ���

. ��	�- �
��.) �

�Nux	
 !� ���-�, ��	)- �*�,�	 ���

lTs_`D 3�9 ��*, ��
)* )�,*
 ���

34@ds �! ��(*
 ��*�) 	��)- �

SR
?C�mep	
 ���
���*	�
,	
 
657����.(-��0657����-

��257��	������!87��	�		.

072��*,*�
(���172���	,�
,
���9=40���������=�9�������,
;U<tep

htcZ

vtcZ

ilu
�EL-O.M	
 

Igu

w^APp

ikbp

y>n\oc

Ejkbp

rT?e ^I?e �=\4� Vg Z:Vg �M.+-Vg

;<a !�"�D� sG�bG ��()	 ��(��

cNSAC �- sG ���	
+ �

MOEh .645 sG�bG ���	�) ���
�


d4_i]o 7-8C� sG �����( �

*-Rp` 25 bG �����) ����))

>YnC 9! bG �����	 �

N/3 5# !�D bG ���
	 ����)

UuYnC 51 bG ������ ,)

@DclPT .20 bG ����)
 ,)

l_ .31 bG ���)� �

t[e
��%#E$C�



2 章 トンボ類 

- 76 - 

	
 (3)	
 種多様度	
 

	
 初期モデルでは、種多様性に影響を及ぼす要因として、直接要因に 5 変数、間接要因に述べ 55

変数を取り入れたものを作成した。最終モデルでは、直接要因に 5変数、間接要因に延べ 27 変数

を採用した。直接要因では、周囲長が正に影響し、EC、高中層植被率、ゴミ投棄の有無が負に影

響していた(表 2-17・巻末資料-28)。モデル全体で採用された 12 の要因・項目の総合効果は、8

変数が正に、4 変数が負にトンボ類の種多様性に作用していた(表 2-18)。養殖用の用途は、総合

効果では負に作用しているものの、2次までの効果では正に作用していた。	
 

(4)	
 種群多様度	
 

	
 初期モデルでは、種群の多様性に影響を及ぼす要因として、直接要因に 7 変数、間接要因に述

べ 98 変数を取り入れたものを作成した。最終モデルでは、直接要因に 5変数、間接要因に延べ 19

変数を採用した。直接要因では、PO4 濃度、法面高さ、トイレの有無が正に影響し、NO3 及び NH4

の濃度が負に影響していた(表 2-19・巻末資料-29)。モデル全体で採用された 13 の要因・項目の

総合効果は、7変数が正に、6変数が負に作用していた(表-20)。	
 

	
 

4)	
 議論	
 

①トンボ類の生息に影響を及ぼすコラムの微視的環境要因	
 

(1)	
 コラムの規模	
 

	
 コラムの周囲長と法面の高さがトンボ類の生息に影響を及ぼしていることが明らかになった

(表 2−21)。両者とも複数のモデルに採用され、正の効果を与えていた。相互に正の相関関係にあ

ることから、コラムの規模を表していると考えられる。ハビタットの大きさは、種の多さ・多様

度と相関を示すことは広く議論されており、日本のため池で行われた研究では、より面積の大き

い池に構成種数の多い種群が分類されていることが示されており(一ノ瀬・森田,2002)、今回の結

果と相違ないと言える。また、電気伝導度、塩素濃度、窒素濃度などの水質に負に関係しており、

より規模の小さいコラムほど富栄養化しているため、コラムの規模は代替的に水量を説明し、間

接的にトンボ類の多様度に関与していることが示唆される。	
 

(2)	
 植生の影響	
 

	
 パス解析の結果、種の多様度のモデルにのみ、コラム自体の植生が正に影響した。他節の結果

を含め、一般的にトンボ類の生息には水生植物の被度などが関与していることが示されている(生

方ら,2007;	
 閨崎ら,2012 など)。相関分析の結果を見ると、最も多くの個体数が確認されたコフキ

ヒメイトトンボ(Agriocnemis	
 femina	
 oryzae)を含む、グループ Eがコラムの植生とやや強い相関

があったことから、各種の個体数が加味される Simpson の多様度指数の特性が反映された結果だ

と言える。今回確認された種の多くは比較的分布が広く、環境を選ばない出現する種で構成され

たため、水生植物の存在に左右される種が少なかったことが示唆される。また、水生植物自体も

一般的な種で構成され、沈水植物などが分布していなかったことも原因であると考えられる。し

かしながら、水辺の植生に関する各要因が種数及び種群数にも有意ではないものの正に相関する

傾向にあり、コフキヒメイトトンボを含む小型の均翅亜目は産卵基質に植物体を利用することな	
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表 2-17	
 種多様度を目的変数としたモデルの詳細	
 

	
 

	
 

表 2-18	
 種多様度を目的変数としたモデルに関与する要因・項目の効果	
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表 2-19	
 種群多様度を目的変数としたモデルの詳細	
 

	
 

	
 

表 2-20	
 種群多様度を目的変数としたモデルに関与する要因・項目の効果	
 

	
 

	
 

eY gfit nXit �hlA	
 ]bIat ]bmm Cb O

�ktt	
 ����-( ��	�( ���,)


��( MN( ���-(, ���,	 �	��,(( ���

=�) ON) ���*) ���.. ��).
 ���

�7) MH) ���(�) ���,
 �)�,.- ���

`svR EDM-7 ��(
( ��	() 
�(�� �

<U@ #NI.F4 ��	�- ��	-, 
��-( �

�ktt	
 ���		, ���-. �	�((


=�) ON) ��*.* ���,( -�,), ���

loU_oe 3B ��*
, ��,�- 
��)) �

WZTZ 3A"# ���
�, 	��
) ���--	

�ktt	
 ����), ��
	
 �
�-,( ��

2�3 2�3 ����, ��	*� )�)	. ���

STCcp �# ��(-( ��
(	 )�	.� ���

loU_aF 3�� ��	.( ��	*, 
�)�
 �

u^c 2# ��	*	 ��

( 	�)*�

�ktt	
 ���*)� ��	( �)�	
( ���

loU_aF 3�� ��)(* ��
,� (�
	* ���

�ktt	
 �	�,(	 ��(.	 �)�
-
 ���

u^c 2# ��), ��
-	 (��-� ���

<U@ #NI.F4 ��)	. ��(.- 
�*)- �

`s[p PNI. ��(
. ��(	 
�,�) ��

�ktt	
 ���	*� ���(- �	�)�,

WZTZ 3A"# ��*	� ��

* 
���� ��

loU_aF 3�� ��
-, ���. 
�
() �

�ktt	
 ��-(( ��	
* 
 �

Gc APIMG ���)�- ��	
* �
 �

�ktt	
 ���)*( ��	*, �
��
- ��

loU_aF 3�� ��(,( ��
�( 
��-	 ��

`svR EDM-7 ���(
. ��	() �
�(	) �

�ktt	
 
�
 ���(� 
��.*	 ���

loU_oe 3B ���).	 ��	.- �(�	., ���

Gc APIMG ���(�. ��		( �
�.(- ��

STCcp �# ��
*( ��	
	 
�)�* �

>;?qgn
9U
Bb�kdn	
 ���)
�
,*�*,	
 

658����.�)��0658����.
���258��	������#98��	�	*.
082���()�,.
���182���.(��)
��!�"40���������"!�!�����.)

u^c

ijM\n
�PILOPNM6!	
 

hseY

rseY

��(

=�)

�7)

`svR

loU_oe

WZTZ

2�3

T4U \AWas �B[;� ?h Y@?h �lN.M?h

23	 CD	 tg ���+	
 �

aFIn]U .9 _g ���(�� ���

�

20
 C!
 tg ���	)
 �

RO9 7D"$�G tg�_g ���+� ��	�	

o`cH ��C#0 tg�_g ���+� ��	�	

aFInp= .31 _g �����
 ����	�

bmT -7 _g ���(� ���(�

43
 (D
 tg�_g ���() �

-3. -3. _g ����
 ��
	)

o`MG )D"$ _g ����( ����)

PSei .867 _g ����

 ����	

>T 8)"C _g ����
� /,

-M<T^ 37 _g ���
� /,

XZCkb
�)"%()DC�5�



2 章 トンボ類 

- 79 - 

表 2-21	
 要因・項目の総合効果の共通傾向	
 

※1	
 相関分析・検定との整合性	
 青色掛け：一致,	
 灰色掛け：不一致	
 

※2	
 共通傾向	
 緑色掛け：正の効果,	
 赤色掛け：負の効果	
 

	
 

	
 

どから(石田ら,1988)、水生植物はトンボ類にとって欠かせない要素である。特に、水生植物の多

様度は直接要因として採用されなかったものの、トンボ類の種多様度を向上させることが分かっ

た。均翅亜目を中心としたトンボ類の個体数に水生植物の種数が正の影響を及ぼしていることや	
 

	
 (一ノ瀬ら,2008)、水生植物の多様度などの指数がトンボ類の多様度に影響していることが示さ

れていることから(Goertzen	
 &	
 Suhling,2013)、同様に成育形態の異なる水生植物の複数存在する

ことが、トンボ類の多様性を向上させる上で重要であることが示唆される。また、水面の植被率

に比べ、水際植被率がより高い効果を与えていた。これは、法面の植生と合わせて、羽化や縄張

り行動の際に定位するために利用されていることが考えられる(石田ら,1988)。さらに、当該地域

では浮葉植物である Ecen	
 gondok（Eichhornia	
 crassipes;	
 和名：ホテイアオイ）が繁茂し、他種

などを排他する傾向にある。今回は、形態の異なる水生植物毎の在・不在による傾向は把握して

いないものの、水生植物の形態による多様度が正に影響していることと併せて、岸から水際に沿

って繁殖もしくは張り出す形態の植生が、コラムのトンボ類にとって重要な要素であると考えら

れる。	
 

	
 一方で、周囲の高中層植被率が種群数に負の影響を及ぼしていた。グループ F 以外の種群の個

体数でも負の相関を示したこと加え、多重共線性はなかったものの水面緑陰率と強い正の相関
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（r=0.809,	
 p<0.001）があったこと、周囲長から負の効果が作用していることから、今回は開放

的な水面や草地を好む種で主に出現したことが影響していることが考えられる。他節でも、一部

の種群では水面の緑陰を忌避している結果が得られており、概ね同様の傾向だと言える。しかし、

樹林やブッシュを利用するグループ F の個体数には弱いながらも正の相関を示しており、種の分

類に採用しなかった出現が低頻度の種も樹林内や周囲に樹木があるコラムに出現したことから、

個々のコラムでは開放的な水面を確保することでトンボ類の多様度を確保できるものの、樹林に

囲まれたコラムなどがあることで地域レベルでの多様性は上がっていることが示唆される。	
 

(3)	
 水質の影響	
 

	
 パス解析の結果、窒素濃度（NO3・NH4・TN）、電気伝導度及び塩素濃度が共通して負の効果を及

ぼしていることが明らかになった。無機体窒素イオン濃度がトンボ類の複数種の個体数に負の影

響を及ぼしていること(一ノ瀬ら,2008)、アンモニアイオン濃度が高いため池の種組成がより貧相

であること(一ノ瀬・森田,2002)が示されており、おおよそ今回の結果と一致する。また、電気伝

導度がトンボ類の個体数(一ノ瀬ら,2008)や種多様度(角道・日下部,2004)に影響していること、

Cl−イオン濃度がトンボ類の幼虫の生息を規定することなどが示されている(横田ら,2006)。電気伝

導度は溶存イオンの総量を代替する指数であり(中田・塩沢,2010)、今回測定した無機体イオン濃

度では塩素（Cl−イオン）濃度とやや強い相関（r=0.608,	
 p<0.001）があったことから、トンボ類

の多様度を低下させるという点は既往知見と一致する。また、相関分析では SS も種数に負に相関

しており、濁度の高い地点では種数が低下するとされる知見とも一致する(Silva	
 et	
 al.,2010;	
 

Kietzka	
 et	
 al.,2014)。アンモニアやリンなどが土壌吸着するため一般的に SS との相関関係があ

ると言われていることから、アンモニア態窒素イオン濃度の負の効果などを代替していると考え

られる。	
 

	
 一方で、COD、NO2、PO4 は、トンボ類の多様性に正の影響を与えているという結果になった。今

回の相関分析の結果では総じてトンボ類の多様性との有意な相関は見られず、媒介変数を介して

総合効果の値が低下したことなどから、今回測定できなかった要因の効果などを代替的に示して

いる可能性がある。NO2 の効果は非常に小さく 0に近似したものの、正の効果を与えていた。亜硝

酸イオンは硝化の過程で生成される副生成物質で、水温の高い当該地域では脱窒が進みやすく、

実環境化には殆ど存在しない。こうした分解過程に水中の溶存酸素が影響することから、トンボ

類の多様性と正の相関を示した DO の影響を代替していることが示唆される。一ノ瀬ら(2008)の

PO4 濃度がトンボ類の個体数に正の影響を与えているという結果とは一致するものの、その具体的

な因果関係は明らかにできなかった。また当該地域では、循環の過程で養殖魚の餌となるプラン

クトンなどが増殖することを理解して、施肥に加え、排泄物や残飯などをコラムに投入しており、

こうした活動がトンボ類の幼虫期の餌資源の増加に関与していることも示唆される。	
 

	
 また、事前の相関分析では DO が種数、種群数及び種群多様度に正の相関を示したが、変数の選

択段階で除外され、パス解析には採用されなかった。	
 

	
 これらの水質に関する項目は、それ自体がトンボ類の多様性に影響する微視的環境要因である

と共に、人間活動に由来・左右されるものであることから、人為的な利用による影響を代替的に
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示していると考えられる。	
 

	
 

②人為的な管理・利用の状況による影響	
 

	
 住民・利用者の活動は間接的にトンボ類の多様性に影響を与えていることが考え得るが、定量

的にその効果は示されていない。そこで当研究では、当該地域の人為的な管理・利用が与える影

響を明らかにするために、擬似的な直接・間接要因としてモデルに取り込み、その効果を検証し

た。	
 

	
 結果から、管理・利用の状況及びその他の用途は、トンボ類の多様度に負に作用する傾向が明

らかになった。特にその他用途が確認されたコラムは、主な用途と重複して、副次的な用途とし

ても用いられている。当該地域ではコラムの放棄が進んでいるものの、現在も積極的に利用され

ているものでは、施肥の投入や管理に伴う水面の植生の除去・草刈り、収穫のための池干しなど

が行われているため、水質の富栄養化(宮浦ら,2014)やトンボ類が依存する水生植物に関する要素

の欠如につながっていることが示唆される。	
 

	
 家庭排水の貯留としての用途、排水の流入とゴミの投棄の有無は、総じてトンボ類の多様性に

負の効果を与えていた。これらは、主に水質や植生に関する項目を媒介して負に作用しており、

水質の悪化に大きく影響した結果であることが分かる。また、排水の流入やゴミの投棄が確認さ

れたコラムは、積極的な利用はなく、比較的小規模なものだった。モデル中では周囲長や養殖を

介した負の間接効果としても作用していたことから、収量の小さいコラムは優先的に利用が中断

され、放棄・荒廃が進む過程で具体的な用途が失われることで、消極的な利用形態として排水の

貯留やゴミの投棄先に選択されていることが伺え、結果的にトンボ類の多様性に悪影響を及ぼし

ていることが示唆される。	
 

	
 養殖の用途、痕跡を含むトイレ、粗放的管理、水路の有無、法面構成は正の効果を及ぼしてい

た。こうした要素が正に作用していた点については、前述のコラムの積極的な利用と放棄・荒廃

の中間の状態を示していると考えられる。養殖の用途やトイレの利用は積極的な用途を示す項目

ではあるが、従来の用途や利用があったことは分かっているものの、現在は利用されていない状

態にあるものが多い。一方で、粗放管理や水路の整備がなされているということは、前述の放棄・

荒廃状態までに至っていないことを示していると考えられる。法面構成は、法面植生の被度や法

面の高さなどを介して正に作用していたことから、前述のハビタットの規模やトンボ類が利用す

る植生要素を代替的に説明していると考えられる。さらに、規模が異なるものの、コンクリート

で護岸された池で、エコトーンの欠如などにより水生昆虫の多様度が下がることが示されている

(Nakanishi	
 et	
 al.,2014)。同様の議論として人工物に比べ、土で構成された法面は羽化の際の登

坂・定位に適していることも示唆される。さらに、人工物で整備されているコラムは積極的に利

用されているため、前述の議論にも適合すると言える。コラムの放棄・荒廃が進んでいるものの、

放棄・利用の中断から日が浅く、家庭排水の流入などによってトンボ類の生息に適さない状態に

は至っていないコラムは、自然化での浄化・復元作用によって一時的にトンボ類のハビタットと

して機能していることが示唆される。	
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 また、貯水がない状態のコラムが多数分類されたコラム群では、トンボ類の個体数や多様度が

低下することが明らかになった。グループ C に分類されたトンボ類は、産卵基質として水生植物

を利用し、年間で発生を複数回繰り返す種である(石田ら,1988)。池底の露呈がトンボ類の種数や

個体数の減少に影響しているとされることから(角道,2009)、通年で水辺環境を利用する種には大

きな負荷になっており、生物多様性は低下傾向にあることが窺い知れる。また、第 3 群に分類さ

れたコラムなどは、家庭排水の流入やゴミ投棄などにより貯水量が確保されているものについて

は水質汚濁が見られた。一方、放棄状態にあっても、乾期に貯水量がなく雨期に貯水が認められ

たコラムなどでは、家庭排水の流入がなく雨水だけで貯水されていることが多いため、見かけ上

の水質汚濁は少ない。これらのコラムの一部では、雨季に Rhacophorus	
 sp.などのカエル類の卵塊

や幼生、それを捕食する大型のゲンゴロウなどが確認され、特に生活サイクルの一時期を水辺環

境で過ごすトンボやカエルなどの種にとっては重要なハビタットになっていることが伺える。こ

うしたこともトンボ類の分布に差が見られたことに影響していることと考えられる。	
 

	
 

5)	
 小括	
 

	
 コラムという特異的な環境を扱ったものの、トンボ類の多様性に影響を及ぼす微視的要因と人

為的な利用などによる影響を定量的に示すことができた。微視的要因については既往研究とは違

わぬ結果を得られたとともに、相互の作用を踏まえた詳細な効果を検証できた。特に、知見の蓄

積が少ない水質に関する項目の影響を明らかにできた。また、人為的な利用による影響は、これ

までも議論されているものの、定量的に示されてこなかったため、他の要因を介して具体的な因

果・作用関係を示した当研究は意義があると言える。この結果を踏まえて、トンボ類の多様性の

向上に資するコラムのあり方が提示できる。	
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3 章	
 バッタ類の生息規定要因	
 

	
 

	
 

3.1 東京湾沿岸部埋立地における緑被分布とバッタ類の生息分布との関係	
 

	
 

1)	
 目的	
 

	
 生物多様性の保全・向上のために、従来行われてきた街路樹の植栽、都市公園の整備に加え、

生物生息空間を意識した整備・管理が行われるようになり、その流れは港湾部埋立地においても

例外ではなく、アメニティの確保を目的とした都市緑地、工場立地法に基づく工場緑地が整備さ

れている(大塚,2007)。東京湾は、20 世紀を中心に工業用地や港湾の整備を目的とした埋立てが行

われてきた(遠藤,2004)。埋立地は本来、人工的な空間であったが、造成から数十年という時を経

る中で、生物生息空間として機能している場所も見られる(中島ら,2003)。近年では、東京都が進

めている「海の森公園構想」等に見られるように、沿岸部埋立地における緑地への関心が高まっ

ており、生物の生息空間としての機能も求められている(東京都,2000)。しかしながら、現状では

埋立地の緑地環境を生態的な機能から記述する手法は十分検討されておらず、特に広域・面的な

評価は不十分である。	
 

	
 当研究では、都市部のような人工的に創出された緑地空間にも生息が期待でき(養父ら,2001)、

広域の環境(Bazelet	
 &	
 Samways,2011)の指標となる生物としてバッタ類(直翅目：バッタ・キリギ

リス・コオロギ類)を選定し、臨海部埋立地の緑地の質を生物の視点から把握することを目的に調

査を行った。また、東京湾のような広範囲において、詳細な環境情報を現地調査によって把握す

ることは、労働力やコストの面から非常に困難である。当研究では、安価かつ広域を取り扱える

衛星画像から作成した緑被分類図を用い、環境情報の抽出を試みた。これらを基に、バッタ類の

生息状況と緑地環境の関係性を明らかにするとことを目的とする。	
 

	
 

2)	
 研究方法	
 

①調査地概要	
 

	
 当研究では、埋立地を中心とした東京湾沿岸部の緑地で調査を行った。川崎や市原の沿岸部埋

立地は、主に工場・流通施設が集積している。防災やレクリエーションを目的とした港湾緑地が

配置されており、基幹的広域防災拠点として整備された東扇島東公園等、1箇所あたりの緑地規模

は比較的大きいものも多い。台場や幕張周辺部は住宅や商業施設が多く、都市公園の他に、お台

場海浜公園や幕張海浜公園等の大規模な緑地も整備されている。	
 

調査地は、対象地域内の都市公園、防災緑地、港湾緑地に加え、道路植栽や中央分離帯、施設緑

化等から選定した。調査対象とした地域および調査地点数は、神奈川県川崎市 17 地点、東京都港

区・中央区・江東区・品川区 26 地点、千葉県千葉市 17 地点および市原市 12 地点の 4 地域 72 調

査地点である。	
 

	
 調査地点は、用途や利用・管理圧、配置、植生タイプ(草地:草丈で区分/樹林地:落葉,常緑,針



3 章 バッタ類 

- 84 - 

葉)等の環境要素・条件を考慮し選定を行なった。異なる環境が含まれていると判断できる場合、

同一の緑地内においても複数の調査地点を設けた。各調査地点では、10m×10m のコドラートを設

定し、その中で調査を行った。10m×10m が確保できない場合は、それに準ずる面積を確保した。	
 

	
 

②調査方法	
 

	
 当研究では、主に踏み分け法とスイーピング法を用い、出現個体数とその種の記録を行った。

当調査では、樹上性種を対象とした調査は行っていない。各調査地点で、10m×10m もしくは同等

の面積のコドラートを設定し、調査を行った(およそ 20〜30 分間)。踏み分け法は、コドラート内

を重複しないように隈無く踏査し、目撃した種類と個体数の記録を行った。スイーピング法も同

様にコドラート内での調査とし、踏み分け法の実施後に行った。踏み分け法とスイーピング法で

重複する個体がいることを考慮し、種毎に両手法で記録された個体数を比較し、出現数が多かっ

た結果を採用した。調査は、2009 年 7 月と 10 月の 2回実施した。晴天または薄曇りの概ね良好な

天候の日を数日選び、目視が可能で、バッタ類を中心に多くの種が活発に活動すると思われる 10

時から 16 時までとした。	
 

	
 

③調査方法	
 

	
 バッタ類の生息には、マクロスケールからミクロスケールまで多様な要因が影響しており(吉尾

ら,2009)、扱うスケールによっても寄与する環境要因が違ってくるとされる(Altmoos	
 &	
 

Henle,2010)。当研究では、広域の緑地計画の際に用いる指標の作成を目指していることから、汎

用性が高く、比較的簡便に得られるマクロスケールの環境要因を用いることとし既存の基盤デー

タから、GIS を用いて抽出した。	
 

	
 当研究では、東京湾沿岸部の緑被地の現況を把握するために、衛星画像を基に作成された緑被

分類データを利用した。当データは国土交通省都市・地域整備局より提供を受けた「首都圏・近

畿圏緑被分布図データ」(国土交通省都市・地域整備局,2007)を用いた。構成される緑被分類は、

樹林地・草地・水域・農地で、セルの大きさは 2.5m 四方である。	
 

	
 当研究で用いる環境要因は、調査コドラートの中心から発生させたバッファ(50m および

100m-1000m までの 100m 毎)内の緑被地(樹林地/草地/農地)の面積率(逆正弦変換した値を使用,	
 

以下、周辺樹林地/草地/農地面積率)、バッファ内の各分類の最大パッチの面積およびパッチ

(0.1ha 以上，0.5ha 以上，1.0ha 以上の 3 階級)の数、バッファ内に含まれる各分類のパッチの周

縁長の合計および最長パッチの周縁長、さらに最近隣のまとまりのあるパッチ(0.1ha 以上，0.5ha

以上，1.0ha 以上の 3 階級)からの距離、陸地との分断の有無、緑被地タイプの 8 項目である。パ

ッチの周縁長に関する変数は、吉尾ら 8)を参考に、パッチの分断状況を考慮するものである。ま

た、パッチからの距離およびパッチ数で定めている 3 階級のパッチサイズは、それぞれが重複し

ないように設定し、分析の際には同じサイズの組み合わせによりモデルの検討を行った。それぞ

れの算出・分類方法は表 3-1に示す。これらの算出には、ESRI 社	
 の ArcGIS	
 Desktop	
 9.3.1 を使

用した。	
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表 3-1	
 環境要因一覧	
 

項目	
 算出・分類方法	
 

陸地との分断	
 運河や大規模な水路等によって埋立て前の陸地と分断されている場合	
 1:分断

あり、橋梁等の構造物を除き、陸地が連続している場合	
 0:分断なし	
 に分類し、

ダミー変数に変換。	
 

緑被地タイプ	
 調査実施時点における調査地点の緑被地のタイプを、草地:1,	
 樹林地:0	
 の 2

通りに大きく分類し、ダミー変数に変換。	
 

緑被地パッチからの距離	
 一定サイズ(0.1ha以上/0.5ha以上/1.0ha以上)の緑被地(草地/樹林地/農地)パ

ッチを抽出。各調査地点と再近隣のパッチとの距離を算出。(単位:m)	
 

周辺緑被地面積率	
 調査コドラートの中心点から 50m および 100-1500m まで 100m 毎に 11 通りのバ

ッファを作成。バッファ内の緑被地(草地/樹林地/農地)の面積率を算出後、逆

正弦変換する。(単位:度)	
 

最大パッチ面積	
 バッファ内に含まれる緑被地のうち、各分類(草地/樹林地/農地)における最大

パッチを抽出し、面積を算出。(単位:m2)	
 

パッチ数	
 バッファ内に含まれる緑被地のうち、一定サイズ(0.1ha 以上/0.5ha 以上/1.0ha

以上)の緑被地(草地/樹林地/農地)パッチを抽出。バッファ内に含まれるパッチ

の数をそれぞれ集計する。(単位:個)	
 

周辺緑被地総周縁長	
 バッファ内含まれる緑被地(草地/樹林地/農地)の周縁長を算出し、分類毎に合

計。(単位:m)	
 

最大パッチ周縁長	
 バッファ内に含まれる緑被地(草地/樹林地/農地)のうち、各分類における最大

パッチを抽出し、周縁長を算出。(単位:m)	
 

	
 

④分析方法	
 

	
 TWINSPAN	
 (Two-Way	
 Indicator	
 Species	
 Analysis)を用いて、各調査地点で記録されたバッタ類

の種組成に基づき、出現種の分類を行った。1地点のみでしか記録されなかった種、バッタ類の出

現が確認されなかった 12 地点は分析から除外し、60 地点・25 種で分析を行った。pseudospecies	
 

cut	
 revel には、それぞれの種の累積出現個体数を用い、cut	
 revel を	
 0,2,5,10,20,50 に設定し

た。分析には、MjM 社の PC-ORD	
 for	
 win	
 ver.5.20 を使用した。	
 

	
 TWINSPAN により分類されたバッタ類の種群が、広域的な(マクロスケール)環境から受けている

影響を明らかにするために、切片にランダム効果を加えたポアソン分布の一般化線形混合モデル

(Generalized	
 Linear	
 Mixed	
 Model	
 with	
 random	
 intercept、以下 GLMM)による分析を行った。従

属変数を TWINSPAN で分類された各種群の個体数、独立変数を先述の環境要因を定める。調査地点

が使用した緑被分類データの欠落部分に該当する 1 地点を分析から除き、71 地点を分析に使用し

た。多重共線性を除去するために、事前に説明変数間で相関分析を行い、他の説明変数との間で

強い相関(r	
 >0.80)が認められた項目のうち、合計出現個体数に対し、統計的に有意である説明変

数を分析に採用した。	
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 ランダム効果を加えた切片には、調査地自体の属性を配慮するために、調査地域の違いをラン

ダム効果として与えた。これは、各地域における緑地配置の傾向、埋立ての年代、内陸地の土地

被覆状況の違い等の定量的に可視化することのできない要因を配慮するためである。調査地域の

分類は、大きく「川崎周辺」・「台場周辺」・「幕張周辺」・「市原周辺」の 4 分類とした。また、事

前に調査地域毎に各グループの個体数の出現状況に差異が存在するかを把握するために、一般化

線形モデル(GLM:Generalized	
 Liner	
 Model)の結果に対して、分散分析を行なった。	
 

	
 モデルの選択方法は、11 段階のバッファサイズおよび 3 段階のパッチサイズの組み合わせ 33

通りにおいて、先述で採用した独立変数のすべての組み合わせ(総当たり)からなるモデル群に対

してそれぞれの AIC(赤池情報量規準:Akaike	
 Information	
 Criteria)を算出し、AIC が最小となっ

たモデルを各々の組み合わせにおけるベストモデルとした。さらに、各組み合わせのベストモデ

ルの AIC を比較し、最も AIC が低いモデルを対象種群の出現個体数予測をよく説明するモデルと

みなした。この工程を、各種群について行う。一連の分析には統計ソフト R	
 2.14.0、GLMM には R

パッケージ glmmML	
 0.82-1、総当たりによるモデル選定には MuMIn	
 1.3.6 を使用した。	
 

	
 

3)	
 結果	
 

①調査地結果	
 

	
 2 回の調査を通して、31 種・2137 個体の出現を確認した。その内訳は、7月が 27 種・1424 個体、

10 月が 26 種・713 個体で、都県のレッドデータブックの記載種 4種も確認された。1地点におけ

る最多総個体数は 255 個体、最多確認種数は 16 種であった。最も確認個体数が多かったのはショ

ウリョウバッタ:415 個体で、次いでシバスズ:326 個体、コバネイナゴ:205 個体であった。	
 

	
 

②TWINSPAN の結果	
 

	
 調査地点の分類および出現種の分類には、4段階までの分割結果を採用した。TWINSPAN の結果、

出現種は 5 つのグループに分類され、それぞれをグループ A から E とした。調査地点は 7 つのグ

ループに分類された(図 3-1)。種群は、第一段階でコオロギ類を中心とした、樹林地、特に常緑樹

林に多く見られた種で構成されたグループ E が分類された。次にシバスズとハラヒシバッタでグ

ループ A が分類され、この種群に対応する調査地点はシバ草地等の刈り取り圧の高い地点で構成

された。残りは草地に生息する種を中心に構成され、第三段階でグループ B、第四段階でグループ

C、D にそれぞれ分類される。グループ B が最も多くの調査地点で確認され、確認地点数はグルー

プ B、C、Dの順番で減少し、おおよそ入れ子状の出現構成となっていることが見て取れる。	
 

	
 

③GLMM による分析結果	
 

	
 分散分析の結果、グループ A、B、C、Dは 0.1%水準(Pr<0.001)で、グループ Eは 5%水準(Pr<0.05)

で帰無仮説が棄却されたことから、調査地域によってグループ毎に出現状況が異なることが明ら

かになった。グループ A、B、C、Dでは川崎周辺が他地域に比べて出現個体数が多い傾向が見られ

たが、グループ Eについては、統計的有意ではあったものの、地域間での差異は少なかった。	
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図 3-1	
 TWINSPAN によるバッタ類の種群および調査地点群の分類	
 

今回の分析では、pseudospecies	
 cut	
 revel にそれぞれの種の累積出現個体数を用いた。左の列は種名、上段

の数字は調査地点番号、中段は調査地域(K:川崎周辺,	
 D:台場周辺,	
 M:幕張周辺,	
 I:市原周辺)、下段は緑被

地タイプ(樹:樹林地,	
 草:草地)、図中の数字は、累積個体数(1:1 個体,	
 2:2-5 個体,	
 3:6-10 個体,	
 4:11-20,	
 

5:21-50 個体,	
 6:50 個体以上)を示す。	
 

	
 

	
 GLMM の分析結果から、埋立地におけるバッタ類の分布に影響する環境要因として 12 項目が選択

された(表 3-2)。全モデルで採用された変数は、緑被地タイプ、周辺樹林地面積率および草地パッ

チからの距離の 3項目であった。グループ A、B、C、Eで選択された陸地との分断は、共通して負	
 

の影響を及ぼしている。最も説明率が高かったのはグループ Dで、9項目の説明変数により帰無モ

デルの逸脱度の 78.4%が説明された。各モデルにおける、あてはまりのよいバッファの大きさはグ

ループ Aで 200m、B、C、Dで 1000m、E で 100m であった。パッチのサイズでは、グループ Aで 0.5ha

以上、Bで 1.0ha 以上、C、D、Eで 0.1ha 以上であった。	
 

	
 

4)	
 議論	
 

①東京湾沿岸の埋立地におけるバッタ類の分布	
 

	
 人工的に造成された埋立地という特異な環境において、一部地域でセミ類(中島ら,2000)やバッ

タ(板川ら,2010)の生息が確認されているが、東京湾全域という広域的な調査は行なわれていない。

今回の結果では、地域によって分布状況に差はあるものの、東京湾沿岸の埋立地では広域的にバ

ッタ類の生息が認められ、造成以後数十年が経過し、積極的な緑地の整備が進められたことで、

生物生息空間として機能してきていることがわかる。断片的ではあるものの、蓄積が少ない地域

での分布情報を把握できた。地域によって出現個体数に差異が見られた点については、植生や植

栽管理状況、埋立地造成時に運搬された土壌、供給源となる内陸部に近接する生息地の影響等が

考え得るが、明確な理由を提示する事は難しく、今後の課題である。	
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説明変数 グループA グループB グループC グループD グループE
切片(固定効果) 0.266 1.65 *** -0.181 -13.3 5.51 ***
陸地との分断 -1.80 *** -0.215 -0.690 *** -2.18 ***
緑被地タイプ 2.04 *** 1.76 *** 3.04 *** 15.3 -0.778 **

(バッファサイズ) (200m) (1000m) (1000m) (1000m) (100m)
周辺樹林地面積率 0.0651 *** -0.333 *** -0.146 ** 0.306 ***
周辺草地面積率 0.0653 *** 0.325 *** -0.100 * -0.203 ***
周辺農地面積率 1.46 ** 0.601 *** 1.96 *** 6.183 *** ( - )
周辺樹林地 総周縁長 0.0000258 * -0.0000749 *** -0.000476 *** ( - )
周辺草地 総周縁長 -0.000559 *** -0.0000278 ** 0.0000673 *** 0.000215 *** ( - )
周辺農地 総周縁長 -0.0437 *** -0.000319 *** -0.00121 *** -0.00361 *** ( - )

(パッチサイズ) (0.5ha) (1.0ha) (0.1ha) (0.1ha) (0.1ha)
樹林地パッチからの距離 0.00342 *** 0.00558 *** 0.0141 *** -0.0215
草地パッチからの距離 -0.00164 *** 0.000558 * 0.00217 *** 0.00194 *** -0.0137 ***
農地パッチからの距離 0.000619 *** 0.000678 *** 0.000264 *
逸脱度 515.5 640.4 542.4 150.7 169.3
帰無モデルの逸脱度 875.8 1041 1866 697 339.4
説明率 (%) 41.1 38.5 70.9 78.4 50.1
AIC 537.5 662.4 568.4 172.7 185.3
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表 3-2	
 GLMM の分析結果に基づく各パラメーターの推定値	
 

1)表中の値は切片の値および説明変数の係数を示す	
 	
 2)説明率=(帰無モデルの逸脱度−モデルの逸脱度)/帰

無モデルの逸脱度×100	
 	
 	
 3)*：p<	
 0.05，**：p<	
 0.01，***：p<	
 0.001	
 

4)(	
 -	
 )：非集計もしくは事前の変数選択時に除去されたため分析から除外	
 	
 5)バッファ/パッチサイズ：各

グループのベストモデルで選択されたバッファおよびパッチのサイズ	
 

	
 

②マクロスケールの環境要因の影響	
 

	
 これまでも、周囲の水田被覆や林縁長(吉尾ら,2009)、旧海岸線からの距離(板川ら,2010)など、

マクロスケールの要因がバッタ類の生息・分布に影響していることが示されているが、今回の結	
 

果から、周囲の各緑被地の面積率、近隣パッチからの距離、陸地との分断等が関係していること

が加えて明らかになった。	
 

	
 各グループについて、統計的に有意であった要因を中心に考察を行なう。グループ A について

は、緑被地タイプ、各緑被地の面積率、樹林地パッチからの距離が正に、草地および農地の周縁

長、草地パッチからの距離が負に影響していることから、供給源となる草地に近く、周囲にまと

まりのある草地と農地が多く存在している環境が望ましいことが分かる。構成種の 2 種は、公園

のシバ草地等に広く分布する種(日本直翅類学会,2006)であるため、周辺の草地の量が多く、草地

パッチに近接した環境が適していることは既往の知見と違わない。グループ B は、周囲にまとま

りのある草地および農地と小規模に分断された樹林地が存在する環境が好ましいと言える。グル

ープ Bは草地に一般に生息し(日本直翅類学会,2006)、既往研究においても広範に出現が確認され

た種で構成されている(板川ら,2010)。当研究においても、最も多くの調査地点で出現している種

群であることから、周辺に草地の存在が欠かせず、特に農地が残されているような地域が供給源

となっていることが推察できる。また、周囲の分断化された樹林地の存在がエンマコオロギに影

響していることが示されており(吉尾ら,2009)、今回の結果とも一致する。しかし、ツチイナゴや

説明変数 グループA グループB グループC グループD グループE
切片(固定効果) 0.266 1.65 *** -0.181 -13.3 5.51 ***
陸地との分断 -1.80 *** -0.215 -0.690 *** -2.18 ***
緑被地タイプ 2.04 *** 1.76 *** 3.04 *** 15.3 -0.778 **

(バッファサイズ) (200m) (1000m) (1000m) (1000m) (100m)
周辺樹林地面積率 0.0651 *** -0.333 *** -0.146 ** 0.306 ***
周辺草地面積率 0.0653 *** 0.325 *** -0.100 * -0.203 ***
周辺農地面積率 1.46 ** 0.601 *** 1.96 *** 6.183 *** ( - )
周辺樹林地 総周縁長 0.0000258 * -0.0000749 *** -0.000476 *** ( - )
周辺草地 総周縁長 -0.000559 *** -0.0000278 ** 0.0000673 *** 0.000215 *** ( - )
周辺農地 総周縁長 -0.0437 *** -0.000319 *** -0.00121 *** -0.00361 *** ( - )

(パッチサイズ) (0.5ha) (1.0ha) (0.1ha) (0.1ha) (0.1ha)
樹林地パッチからの距離 0.00342 *** 0.00558 *** 0.0141 *** -0.0215
草地パッチからの距離 -0.00164 *** 0.000558 * 0.00217 *** 0.00194 *** -0.0137 ***
農地パッチからの距離 0.000619 *** 0.000678 *** 0.000264 *
逸脱度 515.5 640.4 542.4 150.7 169.3
帰無モデルの逸脱度 875.8 1041 1866 697 339.4
説明率 (%) 41.1 38.5 70.9 78.4 50.1
AIC 537.5 662.4 568.4 172.7 185.3



3 章 バッタ類 

- 89 - 

ツユムシ等のように、イネ科以外を食草とする(日本直翅類学会,2006)種が主に分類されており、

バッタ類の分布は植生(Kemp	
 et	
 al,.1990)の影響を受けていることが明らかにされていることか

ら、調査地点の植生による影響を受けている可能性も考えられる。植生等の調査地スケールの属

性や内包する要因については、当研究の趣旨には逸れるものの、今後の検証が求められる。グル

ープ C では、緑被地タイプ、周辺農地の面積率、周辺草地パッチの総周縁長、各緑被地パッチか

らの距離が正に、陸地との分断、周辺樹林地・草地面積率、周辺樹林地・農地の総周縁長が負に

影響している。この結果は既往の知見に基づいた生態学解釈は困難であるが、グループ C は管理

圧の高い草地(板川ら,2010)などにも見られ、広域的に分布する飛翔能力に長けた種(日本直翅類

学会,2006;	
 内田,2005)で構成されていることから、環境への適応力および移動・分散能力が高い

と言える。そのため、生息地の分断や孤立の影響を受けづらく、かつマクロスケールでの予測が

容易ではないことが考えられる。グループ D では、周囲にまとまりのある樹林地と農地と比較的

分断化された草地が存在することが重要であると言える。グループ D が出現する地点は出現種数

が多く、個体数も多かった。緑地率が高く小規模な緑地が多数存在する地域ではバッタ類の生息

密度が高いことが示されており(養父ら,2001)、種数についての言及はないものの、今回の結果は

おおよそ一致するものと言える。緑被地パッチからの距離が正に影響していることについての生

態学的解釈は容易ではなく、今回は明確な理由を言及することはできなかった。グループ E につ

いては、農地パッチからの距離が正に、陸地との分断、周辺草地面積率、樹林地および草地パッ

チからの距離が負に影響している。今回はモデルには選択されていないが、周辺樹林地面積と樹

林地の総周縁長は共に正の相関を見せることから、周囲にまとまりのある樹林地よりも小規模に

分断化された樹林地が存在し、パッチとなる樹林地や草地が近隣に存在している環境が好ましい

と言える。このことから、樹林地の中でも外部の影響を受けやすい場所を選択していることが示

唆され、林縁部に生息するカネタタキついてはおおよそ一致する結果と言える(日本直翅類学

会,2006)。ツヅレサセコオロギやハラオカメコオロギは草地や住宅の庭等、多様な環境にも生息

することから、周囲の草地との往来や移入等に起因していることが推察できる。	
 

	
 周辺緑被地の量や(養父ら,2001; 鵜川・加藤,2006)やパッチからの距離(横田ら,2009)、パッチ
の周縁長(橋本・夏原,2002;	
 吉尾ら,2009)については、様々な生物の分布に影響する議論されて

いる。今回の結果を見ると既往の知見とは合致せず、単純に量だけでなく緑被タイプや種群によ

って影響が異なることが分かった。陸地との分断については、選択されたすべてのモデルで負の

相関を示したことから、バッタ類の移入・分散に影響を与えていることが示唆される。	
 

	
 

③バッファサイズおよびパッチサイズ	
 

	
 今回の分析では、3つのバッファサイズが選択された。飛翔能力を持たない種で構成されるグル

ープ A、E では、それぞれ 200m、100m と比較的小さい範囲が選択された。バッファの大きさとい

う指標は、生物の移動・分散や周囲から移入してくる資源の影響等、外の環境が及ぼす影響の度

合や範囲を表しているとされ(角谷,2010)、おおよそ一致する結果と言える。グループ B、C、Dに

ついては、広範囲の影響を受けていることが分かったが、今回は 1000m 以上を取り扱っていない
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ため、今後、詳細な検証が求められる。	
 

	
 供給源となり得るパッチのサイズについては、グループ Aで 0.5ha 以上、Bで 1ha 以上が選択さ

れ、まとまりのあるパッチが必要であることが分かる。グループ C、D、E については 0.1ha 以上

が選択され、それぞれが生息地とする緑被タイプと総周縁長の対応とおおよそ一致する結果とな

っていることから、比較的小さなパッチでも十分に適応できることが示唆される。これらは、上

述の緑被地面積や周縁長の結果ともおおよそ一致すると言える。	
 

	
 

5)	
 小括	
 

	
 わが国における都市域のエコロジカル・ネットワークは、鳥類を指標とした研究が多く、樹林

性の生息地について主に検討されてきた。本研究では、草地環境の規模のみならず、種の供給源

となる周囲の草地や農地のパッチのサイズやその近接距離がバッタ類の分布に影響している事が

明らかになった。今回、草地に生息する種は入れ子状の構成を示したことから、最も出現種数が

多い地点に出現するグループ D の構成種に注目することで、良好な条件の草地環境の抽出が可能

であると考えられる。種群や緑被タイプによって受ける影響が異なるため、バッタ類を指標とす

ることによって、樹林に加え草地等も組み合わせたエコロジカル・ネットワークを構築できると

考えられる。	
 

	
 また、バッタ類は低次消費者(草食・二次消費)や腐食者等、種によって食性が大きく異なるた

め、食物連鎖という視点からも重要な指標となり得る。さらに、都市域の小規模な緑地でも生息

可能な身近な生物の一つである。以上より、バッタ類は人間活動や都市的土地利用と密接な関係

にあり、かつ緑地環境や都市の生物多様性を測る上での重要な指標になると言える。	
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3.2 横浜市金沢区の港湾部埋立地におけるバッタ類の分布状況とそれに影響を及

ぼす環境要因	
 

	
 

1)	
 目的	
 

	
 埋立地は、全て客土された土壌基盤であり、当初、生物の生息空間とはかけ離れた人工的な空

間であったはずである。そこは、内陸部のような地象・水象・気象、そして生物群集が、地誌的

時間をかけて相互作用を繰り返してきた自然的な環境基盤は本来望めない空間である。それが、

地域が持つ潜在的な自然植生の創造に配慮して植栽された、いわゆる「エコロジー緑化」樹林に

代表されるように、造成から数十年という時を経る中で、生物生息空間としての緑地環境が改変

しつつある(中島ら,1998;	
 2000)。東京都や横浜市では、臨海部の緑地整備を指針として掲げてお

り、生物の生存基盤としての機能の向上を目指しているものの(東京都,2000;	
 横浜市,2007)、港

湾部埋立地の人工緑地は、内陸部の緑地に比べて生物生息環境に焦点を当てた調査・研究は少な

く、生物生息空間として機能やそこに生息する生物の生息規定要因などの把握は未だできていな

いのが現状である。	
 

	
 前節では、港湾部埋立地の緑地に生息するバッタ類に影響を及ぼすマクロスケールの環境要因

を明らかにしたが、当節では港湾部埋立地の緑地構造をはじめとする個々のハビタットレベルに

おける微視的環境要因に焦点を当て、直翅目(バッタ類・キリギリス類・コオロギ類：以下、バッ

タ類とする)の生息状況との関係を明らかにすることを目的とした。	
 

	
 

2)	
 研究方法	
 

①調査地概要	
 

	
 本研究では、東京湾沿岸の港湾部の一部である、神奈川県横浜市金沢区の埋立地、おおよそ南

北に 4km、東西に 2km に広がる地域を対象として調査を行った。対象地域である港湾部埋立地は、

1963 年から造成が始まり、1980 年までにおおよそが完了した、造成以後、概ね 40 年という時間

を経ている場所である。三浦半島の付け根に位置し、埋め立て地の内側の丘陵地には金沢自然公

園や円海山緑地などに代表されるような良質な緑地が確保され、また段丘崖線の斜面には自然

林・二次林が多く残されている。金沢区には、金沢自然公園や海の公園といった大規模公園をは

じめとし、様々なタイプの緑地の整備が行われており、公園緑地の面積は横浜市で最大である。

対象地域でも、造成完了後、富岡総合公園や長浜公園といった大規模・基幹公園に加え、街区公

園等の緑地の整備が計画的に為されており、整備後、30 年以上経過している緑地も多く、成熟し

た環境へと姿を変えつつあると言える。	
 

	
 調査対象とした緑地は、対象地域内の公園緑地、防災緑地、港湾緑地、緑道、道路沿い・中央

の植栽帯(街路樹・中央分離帯)などで、その中から計 15 ヵ所の緑地を調査対象として選定した。

同一の緑地内でも、微視的に捉えると、植生の違いや水分条件などにより、様々なタイプの環境

が混在している。そのため、対象とした緑地の中で、環境要素や条件を考慮して、合計 57 箇所の

調査地点の選出を行った(図 3-2)。各調査地点では、10m×10m のコドラートを設定し、その中で
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調査を行った。10m×10m が確保できない場

合は、適宜幅を変え 100m2のコドラートを設

定した。	
 

	
 

②調査方法	
 

	
 調査方法は、主に踏み分け法とスイーピ

ング法を用い、出現個体数とその種の記録

を行った。目撃確認法は、前述のコドラー

ト内を重複しないように隈なく歩き、目撃

した種類と個体数の記録を行った。スイー

ピング法については、目撃法と同様に、コ

ドラート内で調査を行った。目撃法による

踏査を行ったあとに、捕虫網を用いて同じ

コドラート内を隈なくスイーピングした。

目撃法とスイーピング法で、重複して確認

された個体がいることを考慮し、それぞれ

で記録された個体数を比較し、出現数が多

かった方の結果を、その調査地点における

出現個体数として採用した。複数の調査方

法を併用したのは、定位する位置などが異

なるため、方法によって、各種の捕獲され

やすさが異なるためである。2008 年 5 月か

ら 2008 年 10 月まで、月に一回の調査を行

った。調査日には、概ね良好な天候の日を

数日選び、調査時間帯は、目視での調査が

可能な日中で、概ね昆虫類が活発に活動す

ると思われる、9時から 16 時までとした。	
 

	
 

③環境要因	
 

(1)	
 植生に関する要因	
 

	
 埋め立て地をはじめとする都市部の修景型の植栽地では、植栽後間もなく、定期的な植栽管理

が行われているため、遷移段階の途中で、自然林や二次林に見られる階層性とは異なる。そのた

め、研究においては緑地の階層区分を、高木層(5m 以上の木本類)、中木層(2m 以上 5m 未満の木本

類)、低木層(2m 未満の木本類、灌木・植え込みなど)、草本層(草本類およびに木本類の未床)と定

義した。上記の階層区分において、現地での目視調査により、それぞれの階層の植被率を 5％間隔

で記録した。さらに、木本を対象とした高木層、中木層、低木層では、落葉樹・常緑樹・針葉樹

図 3–2	
 調査実施地点	
 

破線:埋立て以前の海岸線(旧海岸線),	
 ○:調査地点	
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それぞれの植被率の算出も行った。	
 

	
 また、草本層については、各調査地点における代表種の被度を記録した。その情報を基に、シ

バ、低中茎イネ科、高茎イネ科、ササ、ヨシの被度とこれらすべてを総合したイネ科の被度、さ

らにオオバコやシロツメクサなどのイネ科以外の人里植物(沼田・岩瀬,2002)の被度、セイタカア

ワダチソウやクズなどの大型雑草群の被度、木本類の未生の被度とそれ以外の種の被度を総合し

たものを、同じく 5％間隔で記録した。さらに、その調査地における優占種の草丈を、調査期間を

通して、10cm 間隔で記録し、期間中の平均草丈高と最高時の草丈高を算出した。	
 

	
 落ち葉や枯れ枝、枯れ草などで構成されるリターの被度を、同じく 5％間隔で記録した。さらに、

リターの積もっている厚さも記録した。腐葉土が形成されている地点では、腐植が始まっていな

いリター層の厚さを記録した。	
 

(2)	
 その他の要因	
 

	
 各調査地点における、土壌水分による DC 電圧およびに土壌硬度を計測した。両項目とも、8 回

ずつ計測し、その平均を記録した。計測の際には、コドラートの中心を通る線を引き、その線上

に等間隔に 8 点を設けた。DC 電圧の計測には、ウイジン社製 UIZ3635 プレヒート付き電圧ロガー

を使用した。降雨による計測値への影響を軽減するために、前日までに 3 日以上降雨がない日を

選択した。また、土壌硬度の計測は、藤原製作所製の土壌硬度計(山中式)を用い、土壌水分の計

測日と同じ日に実施した。	
 

	
 先述のように、本研究における調査地域は丘陵地に広範囲の緑地が残されていることから、埋

立て以前からの陸地にあたる地域が、本来の生物生息空間や種の供給機能を果たしていると考え

られる。そのため、旧海岸線からの距離が、埋め立て地への種の供給と関係していると予測した。

国土地理院発行の数値地図 25000(土地条件)を基に、1947 年撮影の航空写真を参照しながら、埋

め立て以前の陸地のポリゴンデータを作成した。このポリゴンと調査地点との直交距離を算出し、

旧海岸線からの距離とした。	
 

	
 さらに、近接空間の状態の指標として、調査地点から周囲の緑被地面積率も説明変数として取

り入れた。算出には、横浜市から借用した第 7 次緑地環境診断調査により抽出された緑被地デー

タを使用した。各調査地点から、50m と 100m のバッファを発生させ、その中に含まれる緑被地の

面積をそれぞれ算出した。旧海岸線からの距離と周囲の緑被地面積の算出には、ESRI 社の

ArcGIS9.3 を用いた。	
 

	
 

④分析方法	
 

	
 TWINSPAN	
 (Two-Way	
 Indicator	
 Species	
 Analysis)を用いて、各調査地点で記録された直翅目の

種組成に基づき、対象地点と種の分類を行った。一地点もしくは同一緑地内でのみしか記録され

ていない種、およびに正確な同定ができず、近似種としたものは分析から外した。また、調査期

間を通して、直翅目の出現が確認されなかった 1地点を除き、56 地点・23 種を用いて分析を行っ

た。pseudospecies	
 cut	
 level には、それぞれの種の累積出現個体数を用い、cut	
 level を	
 0,5,20,50

に変更した。これは、出現した個体数が 100 個体を超える地点がある一方で、極端に出現数が少
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ない地点もあったためである。分析には、MjM 社の PC-ORD	
 for	
 win	
 ver.5.20 を使用した。	
 

	
 TWINSPAN により分類された調査地点群が、どのような環境要因の影響を受けているのかを明ら

かにするために、パーティションを行った。説明変数に用いた環境要因は、高木被度、高木常緑

被度、高木落葉被度、中木被度、中木常緑被度、中木落葉被度、高中木被度、高中木常緑被度、

高中木落葉被度、低木被度、低木常緑被度、低木落葉被度、草本被度、それぞれの代表種群の被

度、平均草丈、最高草丈、リター被度、リターの厚さ、土壌硬度、土壌水分による DC 電圧、およ

びに旧海岸線からの距離、50m 周囲と 100m 周囲それぞれの緑被地面積の 32 項目である。今回は、

分岐等計量を最大化して分割を行った。分析には、SAS 社の JMP	
 ver.8.0.1 を用いた。	
 

	
 

3)	
 結果	
 

①調査結果	
 

	
 調査地全地点で、調査期間中を通して記録された出現個体数の総計は 1941 個体で、月ごとの内

訳は、5 月が 102 個体、6 月が 347 個体、7 月が 546 個体、8 月が 374 個体、9 月が 353 個体、10

月が 219 個体であった。確認種数は、28 種の直翅目が確認された。神奈川県レッドデータブック(神

奈川県,2006)に記載されている種としては、要注意種に指定されているショウリョウバッタモド

キが確認された。最も多くの種が確認されたのは 9月の 27 種で、最も少なかったのは 5月の 5種

であった。	
 

	
 

②TWINSPAN	
 	
 

	
 調査地点の分類、およびに出現種の分類には、上位 3段階までの分割結果を採用した。TWINSPAN

の結果、調査地点は 5 つのグループに分類され、それぞれをタイプ A から E とした。出現種は 4

つのグループに分類された(図 3-3)。タイプ Aとタイプ Eはそれぞれ 2カ所で構成されるグループ

で、ともに道路の中央に設けられた植栽帯と街区公園に設置した調査地点で構成された。タイプ A

の二カ所に共通して出現した種はイボバッタで、タイプ E の二カ所に共通して出現した種はシバ

スズであった。タイプ B は、緑道の脇の草地や公園内の広場などで構成され、比較的に人の立ち

入りや利用頻度が高い草地で、高木層の被度が高い地点も多く含まれた。タイプ C は、人の立ち

入りが少ないと思われる中央分離帯内の植栽帯や、樹木と草本との階層が形成されている草地な

どで構成されている。タイプ D に分類された調査地点は、草本層の被度が低く、防災緑地や街区

公園の緩衝樹林で構成された。	
 

	
 

③パーティション	
 

	
 パーティションの結果を図 3-4 に示す。10 カ所の調査地点が誤判別され、誤判別率は 17.9％、

累積寄与率は 79.1％であった。分析の結果、第一段階として、最高草丈 30cm(寄与率 38.2％)を基

準に２つに分割された。タイプ Dとタイプ Cの 1カ所を除くすべてが、最高草丈が 30cm 以上のグ

ループに区分され、タイプ Eはすべて 30cm 未満のグループに区分された。次に、最高草丈の低い

グループが、高中木常緑の被度 50％(寄与率 17.7％)を境に分割され、被度 50％以上のグループは	
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図 3–3	
 TWINSPAN の結果	
 

左の列は種名、上の数字は調査地点番号を示す。今回の分析では、pseudospecies	
 cut	
 level にそれぞれの種

の累積出現個体数を用いた。図中の数字は、累積個体数を	
 1：1-5 個体、2：6-20 個体、3：21-50 個体、4：

51 個体以上の 4段階で示したものである。	
 

	
 

タイプ E と区分され、50％未満のグループはタイプ B と区分された。しかし、タイプ E と区分さ

れたグループにタイプ B の 1 カ所、タイプ B に区分されたグループにタイプ A とタイプ C の 1 カ

所ずつが誤判別された。このグループに区分されたタイプ Bは 14 カ所中 5カ所である。最高草丈

が 80cm 未満のグループは、旧海岸線からの距離が 508.32m(寄与率 14.8％)を境に二つに分かれ、

旧海岸線から近いグループはタイプ C と区分され、タイプ C の 9 カ所とタイプ F の 1 カ所がこの

グループに該当した。旧海岸線から離れているグループは、高・中木層の落葉樹による被度が 25％

(寄与率 8.52％)を基準に分割され、被度が高いグループがタイプ B、低いグループがタイプ C と

区分された。	
 

	
 

4)	
 議論	
 

	
 バッタ類の生息分布とそれを取り巻く環境との関係は、植生(Kemp	
 et	
 al.,1990)をはじめとし

て、これまでの研究で明らかにされてきている。しかし、それぞれの研究では個々の要因につい

て言及されているものの、幅広い要因を基にバッタ類の生息との対応を見ているものは少ない。

本研究では、バッタ類の分布に影響している環境要因として、草本層の草丈、樹木の被度、埋め

立て以前の陸地からの距離が選択された。	
 

	
 結果から、タイプ D の調査地点は最高時の草丈が低く、高木・中木層の常緑樹の被度が高いと

いう特徴があることが示された。一方で、タイプ Cの調査地点は、草丈が高く、旧海岸線からの	
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図 3–4	
 パーティションの結果	
 

TWINSPAN によって分類された調査地点群をタイプ A-B としている。n は調査地点数、％はそのグループに含

まれる各タイプの調査地点数の全体の割合を示す。分岐点の上に示したのは、その分岐で選択された説明変

数と寄与率、分岐の下に示したのが、その分岐で採用された説明変数の閾値である。	
 

	
 

距離が近いか、離れていても、高木・中木層の落葉樹の被度が低いという傾向が示された。また、

タイプ B は高木・中木層常緑樹の被度が高い、もしくは、旧海岸線から離れていて、高木・中木

層落葉樹の被度が高いという傾向があることが示された。タイプ E は、草丈が高い調査地点であ

る傾向が読み取れるが、タイプ A及びタイプ Eに関しては、区分された調査地点が 2カ所ずつで、

それぞれが異なるグループに分散したため、今回の結果からは、はっきりとした特徴が確認でき
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なかった。	
 

	
 

①草丈	
 

	
 今回の分析では、分割の第一段階で、最高時の草丈高 30cm を基準に区分された。最高草丈が 30cm

以上のグループに出現しているホシササキリやクサキリは、比較的浅く明るい草地を好み、

15-20cm 以上の草地に生息するとされ(日本直翅類学会,2006)、今回の分析結果と大方合致する。

また、既往の知見(五十嵐ら,1983; Wettstein	
 &	
 Scmid,1999)でも、草丈高がバッタ類の生息に関
与していることが指摘されている。こうした中で、最高時の草丈高が選択された要因を考察する。

なお、後述するように、あくまで管理強度がバッタ類の生息に関与すると考えられ、その指標と

して本調査では草丈高 30cm が区分点と判定された。	
 

	
 まず 1 点目として、草丈高が高くなることによって、微視的な生息空間として選択の幅が広が

ることである。バッタ類は種によって定位位置が異なり、それは地上高と気温の影響を受けてい

るとされ(秦ら,2003)、また、クサキリは成長過程で、葉の先と根に近い茎の低い部位を食べ分け

るとされる(日本直翅類学会,2006)。こうしたことから、草丈高が増減することによって、気温や

食相などの要素により、微視的な生息空間の多様度も変化していることが考えられる。既往の知

見はないものの、微視的な生息環境に変化を及ぼす要因として、草本の密度や照度、湿度なども

考えられるため、今後の検証が求められる。2点目は、人為的な影響である。飯山ら(2002)が行っ

た調査によると、草刈り回数が増えるとともに、最大植生高は減少するとされる。また、最高時

でも草丈が 30cm に満たない地点では、オオバコやシロツメクサ、スズメノカタビラ、メヒシバな

ど、土地の撹乱や植生の破壊が大小、不規則的に加わる土地を生活の場とする種(沼田・岩瀬,2002)

が優占していた。すなわち、こうした草丈の最高長が 30cm に満たない草地では、草刈りの頻度や

踏圧などの人為的な影響が大きいことが考えられる。タイプ C に出現したウスイロササキリ、ツ

ユムシ、クビキリギスなどは、草本の茎中に産卵するとされる(日本直翅類学会,2006)。こうした

産卵形態の違いから、定着しない種があるのではないかと考えられる。特に、クビキリギスは春

から初夏にかけて産卵を行うため、人為的圧力の影響は大きいと考えられる。	
 

	
 市街地近郊の公園緑地で昆虫類を対象に行われた研究(島田・丸田,1988)では、直翅目の生息に

は草刈りなどの管理による影響は少ないと指摘されているものの、検証の余地があると言えるだ

ろう。	
 

	
 

②樹木の被度	
 

	
 今回の結果から、樹木の被度に関する二つの項目が、バッタ類の生息に関わる要因として選択

された。今回の結果から、高・中木層の常緑樹による被度、およびに落葉樹の被度が、バッタ類

の分布に影響をおよぼしていることを示すことができた。腐食性昆虫、糞食性昆虫(島田ら,1991;

島田,1984)や鳥類(鵜川・加藤,2006;	
 2007)に関する研究では、緑地の階層構造が生物群集の組成

に影響を及ぼしているとされている。島田ら(1991)は、高・中木層の植栽密度と林層形態が腐食

性昆虫、糞食性昆虫の生息に影響を及ぼしていると報告しており、今回の結果とも一致する。	
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 タイプ Dはすべて、高・中木層の常緑樹の被度が 50％以上の地点であることが明らかになった。

タイプ D に分類された調査地点の多くは、草本層の被度が低く、防災緑地の樹林地や街区公園な

どの緩衝樹林で構成される。タイプDに特徴的に出現した種であるモリオカメコオロギの仲間は、

落ち葉などの下に生息するとされ(日本直翅類学会,2006)、分析の結果とも対応していると言える。	
 

	
 草丈が高い調査地点群では、高・中木層の落葉樹の被度が影響していることが明らかになった。

タイプ B に比べ、出現種数が多かったタイプ C の方が、被度の低いグループに選択されたことか

ら、バッタ類の多様性には、高・中木層の樹林の被度が高すぎることは、負に働くことが窺える。

タイプ B およびにタイプ C は、樹林地ではなく、一般的に言われる草地で、両者の低木層・草本

層の被度に大きな差はないことから、バッタ類の生息には、緑地の階層性、特に草地環境におけ

る木本層の存在が、群集の組成に影響していることが示唆される。バッタ類の微視的生息場所の

選択に気温が関係している(秦ら,2003)との指摘もあることから、木本層が及ぼす影響として、ニ

ッチとしての生息場所としての機能だけでなく、トンボ類(Samways	
 &	
 Steytler,1996)で指摘され

ているような、緑陰が存在することによる気温の変化が考えられる。	
 

	
 二つの選択された要因は、高木層、中木層をそれぞれ分けた被度も説明変数として取り入れて

あったのにも関わらず、共に高・中木層合わせてのものであった。このことから、バッタ類にと

って、中木層と高木層という区分は有意ではないことが推察される。	
 

	
 

③旧海岸線からの距離	
 

	
 タイプ Bとタイプ Cで構成される最高草丈が 30cm 以上の調査地点群は、旧海岸線からの距離で

分割され、旧海岸線に近いグループにタイプ C の多くが区分された。草丈の高さが同じ草地環境

の場合、旧海岸線から近い地点が、個体数およびに種数が多いことがわかった。旧海岸線からの

距離が、環境要因として選択された要因を考察する。旧海岸線からの距離と 50m およびに 100m 周

囲の緑被地面積の二変量の関係を見ると、旧海岸線から距離が離れた地点ほど、周囲の緑被地面

積が小さいことから、緑被地面積がバッタ類の生息に関与していることも考えられる。今回の結

果では周囲の緑被地は選択されなかったが、これは今回扱った緑被地が、いわゆる緑地全般をひ

とまとめにして扱っていることに起因すると考えられる。緑被地と言っても、それぞれが様々な

環境要因や条件を有しており、均質なものではないからである。そのため、緑被地をさらに細分

化し、検証を行う必要があるだろう。	
 

	
 一方で、500m という距離は、調査地域に隣接した埋立て以前からの陸地の本来の生物生息空間

から、造成以後の数十年という期間に、バッタ類の移入が及ぶ範囲であることも考えられる。す

なわち、旧海岸線からの距離という変数は、種の供給源からの距離を代弁している可能性がある。

都市に造成された緑地における鳥類の調査では、種の定着には約 10 年必要とされ、造成後数年間

の記録種数は増加傾向にあるとされている(橋本ら,2005)。鳥類に比べ、バッタ類の移動能力が低

く、当調査地の殆どは生物の定着を目的としたものではないものの、長い時間を経て、バッタ類

の生息空間として徐々に成熟し、移入が進んできていることが考えられる。なお、500m という値

自体はあくまでパーティションによる区分点として示されたものであり、本地区で「数十年の期
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間で定着できたのが概ね数 100m までであること」が本研究での知見といえる。仮に、埋立て以前

からの陸地の緑地が種の供給機能を担っている場合、さらなる種の移入を促進させるためには、

計画的に緑地を連続させていくようなエコロジカル・ネットワークの形成が求められる。また、

当調査地域の内部には、種の供給源が存在しているとは言えないため、生息環境が一定規模以上

に集積した種の供給源となるような緑地パッチの創出が課題であると言える。	
 

	
 

④その他の要因	
 

	
 五十嵐ら(1983)は、草丈、土壌湿度など、草地の状態を、指標である直翅目の出現から把握で

きるとした。今回、草丈では同様の結果が得られたものの、土壌水分による DC 電圧に関しては、

説明変数として選択されなかった。当調査地域では、いわゆる湿地や砂礫地、裸地といった環境

が存在しなかったため、土壌水分による DC 電圧に目立った差は見られなかったことが、説明変数

として選択されなかった理由として考えられる。	
 

	
 バッタ類群集組成には、植生タイプ(Kemp	
 et	
 al.,1990)とその構成(Samways	
 &	
 Steytler,1996)

が関係していることを指摘しているものの、今回の結果では植生タイプに関する項目は選択され

なかった。また、タイプ D の標徴種、リターの被度は選択されなかったが、これは人為的な管理

によって、落ち葉の除去や移動がされていることによって、一定の値を得られなかったことが考

えられる。今後の課題として、管理作業などの人為的な圧力を定量化し、それがバッタ類にどう

いった影響を及ぼしているのかを明らかにすることが挙げられる。	
 

	
 

5)	
 小括	
 

	
 当節では、バッタ類の分布に、管理強度の指標としての最高時の草丈、中・高木層の常緑樹お

よびに落葉樹の被度、およびに埋め立て以前の陸地からの距離が関与しているという、新たな知

見を示すことができた。草丈の高さを示すことで、草地の維持管理に関する指針を示すことがで

きた。また、緑地の階層性についての情報は、今後の緑地整備・創出に向けた、ひとつの指針を

提示できた。	
 

	
 また、生物情報の乏しかった埋め立て地において、生息状況に関する情報を集めることができ

たことで、埋め立て地という人工的な環境が、生物生息空間として十分に機能していることを明

らかにできた。中島ら(1998)の研究では、湾岸部の人工樹林において、施工竣工 18 年目で階層構

造が形成されつつあり、セミ類や甲虫類をはじめとした昆虫類の生物生息空間として機能し始め

ていると指摘している。今回の調査でも、施工竣工後 26 年が経過している金沢緑地の樹林では、

コオロギ類の出現を確認できたとともに、わずかに形成された下層植生で、コバネイナゴやオン

ブバッタが記録されており、将来的に草本や林縁の灌木などの下層植生が形成された場合には、

新たな種の定着も期待できるだろう。	
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4 章	
 トンボ類・バッタ類の生息規定要因に基づいたエコロジカル・デ

ザインの手法・指針の提示	
 
	
 

	
 

4.1	
 エコロジカル・デザインの指標としてのトンボ類・バッタ類	
 

	
 

	
 生物多様性の保全・向上において、生態学的知見に基づいたエコロジカル・デザインの適用が

求められていながらも、その基準となる知見や生態学分野との連携の不足などから、具体的な施

策に取り込まれているケースが少なく、既往事例を追随した慣行的な整備などが行われてきた。

こうした問題を解決し、今日の社会が希求する生物多様性の保全及び向上に貢献するためには、

本研究で示されたトンボ類・バッタ類の生息規定要因などのような生物の生息の促進や生物多様

性の向上に直結する要因に注目して、より具体的かつ詳細な生態学的知見に基づいたエコロジカ

ル・デザインの手法・指針を検討しなければならない。	
 

	
 本研究の結果から、エコロジカル・デザインの基準となるマクロスケール・ミクロスケールそ

れぞれにおけるトンボ類・バッタ類の多様性や生息に寄与する要因を明らかにした。トンボ類で

は、水生植物の被度や多様性、緑陰の有無、水質などに加え、ハビタットの周辺や近接した空間

の水域及び樹林地の面積率、溜まりや低水敷などの微視的な止水・草地環境の存在、利用・管理

などによる人為的な圧力が影響していることが新たに明らかになった。併せて、都市河川のエコ

ロジカル・ネットワーク、ジャカルタ郊外域の景観要素であるコラムの消失など、ハビタットの

状況についての詳細を把握することができた。バッタ類には、草丈高や樹木の被覆、埋め立て以

前の陸地との連結性、周辺の草地や樹林地の量や規模、相互間の距離などが寄与していることが

分かった。特に、草丈の高さや、それぞれが利用するパッチの大きさや供給源からの距離など、

バッタ類の種組成や生息を左右する閾値となる数値が明示された。また、周辺環境からの影響を

受ける範囲を示すバッファの大きさについては、トンボ類・バッタ類ともに具体的な数値が示さ

れた。	
 

	
 これらは、都市河川や草地環境、そして発展途上国の都市の拡大により消失が懸念される小規

模止水環境など、重要性が議論されていながらも知見が不足していた環境要素において新たに蓄

積された知見であるとともに、新たな場所での展開や手法の適用など、エコロジカル・デザイン

に広がりを持たせるものである。	
 

	
 

1)	
 トンボ類・バッタ類の生態的特性から見た有用性	
 

	
 トンボ類・バッタ類はどちらも種数が豊富であり、種間で生態的特性が異なることから、それ

ぞれの応答に応じてマクロスケールからミクロスケールまで多様な環境要素に適応できることが

示された。特に、ライフヒストリーの中で依存環境が変化するマルチハビタットユーザー種を含

むため、これまで議論が集中していた樹林地だけではなく、草地・水域・農地などの複数のハビ

タットタイプを包括的に考慮・加味することができ、「水とみどり」というフレーズに即したエコ
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ロジカル・デザインの検討が可能である。周辺の樹林地や水域、草地などの環境要素の量や配置

などとの関係性が明らかになったことに加え、より狭小な空間においても、同様に異なるハビタ

ットタイプが共在することの重要性が提示された。トンボ類では、都市河川の周辺の樹林地・水

域の面積率が生息を促進させるだけでなく、低水敷や樹木による被覆など、近接した空間の草地

や樹林の存在が重要であることが分かった。バッタ類では、マクロスケールでは主となるハビタ

ット以外の樹林地や草地の面積率や近接性が寄与していること、そして個々のハビタットにおい

ても樹木の被覆の度合いで種組成が変化することが分かった。これは、マクロスケール・ミクロ

スケールのどちらにおいても、それぞれを組み合わせた一体的な整備を施し、相互のつながりを

持たせるエコトーンを創出することが重要であることを示すものである。	
 

	
 マイクロハビタットについては、トンボ類・バッタ類の生態に注目することで、水質や植生な

どのように、ハビタットの基盤であり直接的に寄与する要因から、間接的に関係する要素や人為

的な影響などの影響まで幅広く扱うことができ、従前のエコロジカル・デザインでも注目されて

いた要素を含め、その根拠となる定量的な効果の検証と基準を提示できた。例えば、植生の形態

や構造、その多様度や組み合わせによって、トンボ類・バッタ類の多様性が向上することが示さ

れたことは、どのような植栽管理を行うべきかを具体的に示すことができる。また、人間の利用

や管理などの間接的な影響から、それに伴って変化するマイクロハビタットからの影響までを合

わせた総合的な効果を検証できたことから、トンボ類・バッタ類を含めた生物多様性に負の影響

を与える人為的圧力を軽減する利用・管理のあり方が求められていることが示された。	
 

	
 

2)	
 トンボ類・バッタ類の汎用性	
 

	
 港湾部埋立地や都市河川、人間活動に密接した小規模の止水環境など、人為的圧力を受けやす

い空間においても、トンボ類・バッタ類が広く生息していることが明らかになった。一方で、一

定の環境条件が整った限られた箇所にのみ生息する種が存在することや、普通種とされる種です

ら生息が確認できなかった箇所が存在することも分かった。こうした場所において重点的に改善

するためのエコロジカル・デザインが必要であることが示された。これまで、希少種や特定の環

境を象徴する種を目標種とすることの重要性が提示されてきたが(日置,2005)、自然度の低くリソ

ースが限られる都市域においては、移入・定着が早い先駆種などの一般的な種を含め、トンボ類・

バッタ類の出現種を総体的に扱うことも有用であることが明示された。	
 

	
 これに付随して、本研究では、単一の種ではなく、生息分布の類似傾向に基づいた種群を扱う

分析手法を用いた。これは、生態的特性の類似した種群を設定することで、応答の異なる種群毎

の生息規定要因を解明できるため、複数の環境要素の影響を同時に評価することができる。例え

ば、トンボ類では開放的な水面で多様度が高い傾向がある一方で、閉鎖的な水面を好む種が存在

し、緑陰の存在や近接した樹林地が個体数を増加させることが分かった。バッタ類では、最高時

の草丈の高さ 30cm を境に種組成が変化することや、周辺の樹林地や草地の量に対する応答も種群

によって異なることが分かった。こうしたことから、それぞれの環境要素やマイクロハビッタト

と生物の生息との関係は一義的ではなく、各種群に応じたエコロジカル・デザインを検討する必
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要があることを示す。また、種構成などの偏りを排除することで、気候や土地利用組成などの環

境条件が異なる地域を同時に扱え、さらに希少種や出現頻度の低い種などのように、生態学的知

見が少ない種を含めて一括して分析することができるため、普遍的な知見や共通性などの傾向を

提示できる。こうした手法は、狭小な同一空間においても、生態的特性が多様な複数の種で構成

されるトンボ類・バッタ類でこそより有効であり、新たな知見の蓄積に貢献すると言える。即ち、

これまで単一の指標での評価では不十分であるという指摘への解決策の一端を示すことができた。	
 

	
 トンボ類・バッタ類は、既往の鳥類や哺乳類など知見に比べて、より微視的なマイクロハビタ

ットを扱えるとともに、前述のように複数のタイプの環境要素を扱うことができる。また、同じ

マルチハビタットユーザーである両生類と比較して、種数も多く、環境耐久性が高い種も含むた

め、生物には高負荷である都市域においても適用可能な指標生物である。加えて、チョウ類や魚

類に比べて特定の要素への依存度は低く、地表徘徊性昆虫などよりも移動・分散能力にも長けて

いることなどを鑑みても、トンボ類・バッタ類のエコロジカル・デザインの指標としての汎用性

は高い。	
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4.2	
 エコロジカル・ネットワークのプランニング手法・指針	
 

	
 

	
 これまでエコロジカル・ネットワークを形成する要素として取り上げられながらも、既往の知

見が少ない都市河川及び草地環境を取り上げ、そこに生息するトンボ類・バッタ類の分布が周辺・

外部環境の量・配置から受ける影響及びその範囲を明らかにした。わが国における都市域のエコ

ロジカル・ネットワークは、鳥類を指標とした研究が多く(例えば、山田・島田,2007 など)、樹林

性の生息地について主に検討されてきたが、本研究では樹林地以外の要素の重要性について議論

できた。都市緑化などの緑被率の向上に向けた施策が進められているが、増やすべき要素の検討、

その距離や配置の仕方など、生態学的知見を取り入れながら、緑被率の向上や土地利用の見直し

など周辺環境の整備を進める必要がある。	
 

	
 そこで当節では、既往の知見に加え、本研究の結果から明らかになった生態学的知見や有意性

が示された方法から、周辺環境の整備・配置を念頭に、都市河川及び港湾部埋立地の草地環境の

エコロジカル・ネットワーク構築のためのプランニング手法とその指針を提示した。特に、樹林

地・水域・草地などの環境要素の関係性を考慮した複合的なエコロジカル・ネットワークを検討

するために、出現箇所や分布個体数の状況から環境選好性の類似した種を分類し、それぞれの生

息規定要因を明らかにすることで、応答の異なる生物種群毎のネットワークの状況の把握と、そ

れらを重ね合わせた総体的な評価手法を提示した。	
 

	
 エコロジカル・ネットワークの構築において、「事前準備」、「現状評価」、ネットワークの構築・

改善のための「エコロジカル・デザイン」の大きく 3つの段階がある(図 4−1)。まず、「事前準備」

においては、エコロジカル・ネットワークの形成ための目標種の設定、及びその生息状況を評価・

一般化するための情報を収集する調査箇所（サンプル）を選定する。	
 

	
 「現状評価」の段階においては、まず目標種の生息分布情報及びその生息に寄与する環境情報

を収集する。次に、現地調査で確認した出現種を、分布状況や環境選好性から評価のための種群

に分類し、生息に寄与する要因などの解明と合わせて、それぞれの種群の生息予測モデルを構築

する。併せて、マクロスケールの要因から影響を加味し、エコロジカル・デザインを検討すべき

範囲を把握する。現地で収集した生息分布情報及び生息予測モデルから、評価種群の生息が期待

できる生息地・生息適地を抽出し、それらの連結・分断状況を行動圏から検証する。各評価種群

のエコロジカル・ネットワークの分断状況などから、要改善箇所の抽出に加えて、それぞれを重

ね合わせる事で、優先的に改善すべき箇所を抽出する。	
 

	
 「エコロジカル・デザイン」の段階では、生息分布情報や生息規定要因などから、エコロジカ

ル・ネットワークの構築・改善に向けたエコロジカル・デザインを検討すると共に、具体的なエ

コロジカル・デザインの実施を想定した将来的なエコロジカル・ネットワークの予測・評価を行

う。効果検証などの結果を基にしたフィードバックを行い、より効果的なエコロジカル・デザイ

ンを検討する。	
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図 4−1	
 エコロジカル・ネットワーク構築のプランニングのフロー	
 

既往の知見に加え、本研究の結果から明らかになった生態学的知見や有意性が示された方法(太文字部分)を

踏まえて検討した。	
 

・具体的なエコロジカル・デザインを実施した場合
・のエコロジカル・ネットワークの状況を確認
・エコロジカル・デザインの効果を検証
・ → 設定値を生息予測モデルに適応
・実施すべきエコロジカル・デザインの選択

9) 将来予測評価8) エコロジカル・デザインの検討

1) 目標種（種群）の設定
・対象のエコロジカル・ネットワークを構成環境要素・スケールに合わせて複数の生物種・種群を選定
・マルチハビタットユーザーや種間で生態的特性の異なる種群で、包括的に複数の環境要素を評価
ex) 都市河川 : トンボ類 , 草地環境 : バッタ類 など

ex) TWINSPANなど

2) 調査箇所の設定
・生息状況を評価・モデル化するための情報を収集
・全域（面的）もしくはマクロ・ミクロスケールの構成環境要素の状況・傾度などを加味したサンプルを選定

6) 生息予測モデルの構築
・評価種群毎の生息規定要因・周辺環境から影響を受ける範囲の解明　ex) 回帰モデル（GLMM・ZIP）など
・生息適地のモデル化 → 現地調査では把握しきれない潜在的な生息適地を評価・顕在化
・生物分布情報及び生息予測モデルから、一定の個体数・種数が出現する生息地・適地を抽出　ex) GIS で地図化

7) エコロジカル・ネットワーク図の作成・評価
・抽出した生息地・適地から、評価種群毎の行動圏（移動可能距離・範囲）をバッファリング
・エコロジカル・ネットワーク図から連結・分断状況の検証 → 要改善箇所の抽出
・全評価種群の生息地・適地及びネットワーク図を重ね合わせて、包括的なエコロジカル・デザインを検討

3) 生息分布情報の収集
・目標種（種群）の出現種数・個体数を把握

5) 環境情報の収集
・目標種（種群）の生息に寄与する環境情報を収集
・マクロスケール・ミクロスケールに分けて把握

4) 評価のための種群の分類
・分布状況・環境選好性などで出現種を分類

ex) ・マクロ : 緑被地（樹林 /草地）, 開放水面など
ex) 　面積率 , パッチ数 , 相互間距離などをGIS で算出
ex) ・ミクロ : マイクロハビタット
ex) 　状態・組成などを現地調査で把握

事
前
準
備

現
状
評
価

エ
コ
ロ
ジ
カ
ル
・
デ
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イ
ン

・供給源となる拠点・希少種出現箇所などの保全
・ハビタット・コリドーの周辺の樹林地・水域・草地
・の一体的な整備

・要改善箇所のマイクロハビタットの整備・改善

ex) ・周辺環境要素の面積の拡大（マトリクスの改善）
ex) ・異なるハビタットをセットで配置・整備
ex) ・相互間を近接させたパッチの配置
ex) ・飛び石コリドー状の小規模パッチの配置　など

ex) 公共用地などの緑化による樹林地拡大 :
ex) ・一部でネットワークの改善が見られる
ex) ・効果が低い種群や改善が見込めない箇所について
ex)・は、優先的にマイクロハビタットの改善のための
ex)・整備を実施

ex) ・ハビタット・コリドーの質の向上
ex) ・ハビタット間の三次元的なつながり（エコトーン）
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1)	
 目標種（種群）の選定及び評価のための種群の分類	
 

	
 エコロジカル・ネットワークの評価・計画の目標種については、それぞれの環境の質の状態を

把握し、環境の変化に対する応答性を配慮する必要があるため、対象とするエコロジカル・ネッ

トワークを構成する環境要素に合わせて、複数の生物種もしくは種群を選定する必要がある。特

に、複数の環境要素で構成される複合的なエコロジカル・ネットワークを構築するためには、相

互を利用する生物に注目し、その生息状況と生態に基づいたエコロジカル・デザインを検討しな

ければならない。本研究ではトンボ類及びバッタ類を扱って、複数の環境要素を加味したエコロ

ジカル・ネットワークについて検討したが、同様にライフヒストリーで依存環境が変化し、複数

の環境を利用するマルチハビタットユーザー種や、種間で環境要素の選好性や依存度、繁殖・行

動などの生態的特性が異なる種群を対象に、複数の環境要素を包括的に評価することが望ましい。

トンボ類・バッタ類に加えて、樹林地以外に水辺や草地も利用する猛禽類や水鳥などの鳥類、草

地性と樹林地性の種を含むジャノメチョウやセセリチョウなどのチョウ類、水辺と樹林地などを

利用し、都市域にも生息するヒキガエルなどの両生類、水域と草地などを利用するカメ類、複数

の環境を幅広く利用し、種によって生息環境も異なるヘビ類なども候補に挙げられる。	
 

	
 また、希少種とされるような環境の安定度や変化に対する応答力に富んだ生物にも注目する必

要がある。こうした生物が出現する箇所については、優先的な保全を検討することができる。都

市河川では、神奈川県の RDB 記載種を含むイトトンボ類は局所的な分布に留まることが分かった

(表 2−2・巻末資料−6)。また、同じく要注意種であるハグロトンボは、一度は姿を消したとされる

ものの、近年個体数や分布を増やしていることが示唆された。しかしながら、その分布に偏りが

あったことなどから、改めて注目すべき種だと言える(巻末資料−2)。ジャカルタ郊外の小規模止

水環境では、比較的広範に分布する種が主に記録されたが、その中でも確認箇所数が少なかった

樹林内部や林縁部などをハビタットとする種（例えば、グループ F 構成種）(表 2−11)などにも注

意を払う必要があるだろう。バッタ類では、RDB 記載種であるショウリョウバッタモドキも、近年

では都市域に回帰しつつあるとされるが(内田,2006)、その出現箇所は限定的であることから、注

目する必要がある種であろう。また、ホシササキリやウスイロササキリ、クサキリ、ツユムシと

いった、多様度の高い草地に出現が集中する種を取り上げることで、良質なハビタットの抽出が

可能である(図 3−1・図 3−3)。	
 

	
 

2)	
 現地調査及び生息予測モデルによる生息地・生息適地の評価・抽出	
 

	
 エコロジカル・ネットワークの評価・形成に先立って、事前に目標種を含めた生物相の生息分

布及びネットワークの状況、そして環境の状態を把握・評価する必要がある。現地調査や既存の

調査結果から得られた生息分布情報と環境情報を用いて生息適地をモデル化することで、エコロ

ジカル・デザインのための目標種の生息規定要因を解明するとともに、不足する情報を補い、対

象域を網羅したエコロジカル・デザインを検討することができる。本研究で示されたモデルによ

る生物の分布・生息可能性の予測や、整備要求度が高い箇所を抽出する手法を用いることで、生

物多様性の保全・向上に向けた、より効果的な実施計画の策定に繋げることが可能であろう。	
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 また、本研究の中で行った調査結果から、顕著に出現種数・個体数が多い箇所や特定の種が集

中して出現する箇所があることが明らかになった。エコロジカル・ネットワークを形成・維持し

ていく上で、生物の供給源となる生息拠点の確保が不可欠であることから、優先的な保全を図る

箇所を選定するとともに、地域毎に特化した施策を検討することが求められる。	
 

	
 

3)	
 整備を実施すべき範囲の提示	
 

	
 トンボ類及びバッタ類の種群毎の影響を受ける範囲として、分析・評価に用いるバッファの大

きさが明らかになった。トンボ類では、流水性種を含む種群では 1500m、広域に分布する止水性種

で構成された種群では 1400m、イトトンボ類などの移動能力の低い種群では 600m という範囲が明

示された(表 2−3)。バッタ類では、草地に生息する移動能力の低い種群では 200m、飛翔能力を有

する比較的移動能力の高い種群では 1000m、主に樹林に生息する地上徘徊性の種群では 100m とい

う範囲が明示された(表 3−2)。バッファの大きさという指標は、生物の移動・分散や周囲から移入

してくる資源の影響など、周囲・外部の環境が及ぼす影響の度合や範囲を表しているとされる(角

谷,2010)。今回明らかになった範囲は、周辺の環境要素の量や規模を反映している。対象とする

種群の主なハビタットや関係が明らかになった環境要素を拡大させるような整備は、今回示され

た範囲を中心に優先的に実施することが求められる。種群によって示された範囲は異なることか

ら、複数の種・種群を対象にエコロジカル・デザインを検討する場合には、より高い効果を得る

ためにも、対象とするパッチやコリドーからより近い範囲のものを選択し、整備を実施していく

ことが望ましい。線状のコリドーである都市河川では、概ね600mの範囲内を対象とすべきである。

面的な配置となる草地環境では、相互間の距離が 1000m 以下になるように、各パッチから概ね 500m

の範囲内を対象とし、要所においてより近い範囲を採用することが求められる。	
 

	
 エコロジカル・ネットワークは生物の移動・分散を前提としたものであることから、ネットワ

ーク状況の評価や連結性を考慮したエコロジカル・デザインを講じる際には、実際の生物の移動

能力などの生態特性に基づいて検討する必要がある。今回の結果では、埋立て以前の海岸線から

分断とそこから 500m という距離がバッタ類の生息に関与されることが示された(図 3−4)。これは、

供給源となるパッチとの連結性を表していることが示唆されることから、残存している良質なハ

ビタットとのネットワークを図る配置・整備を進めていく必要がある。また、前述のバッファの

大きさは、生物の移動・分散に関する既往の知見や類似した種の生態とおおよそ相違ない結果で

あることから、生物の移動能力に関する補足情報として、エコロジカル・ネットワークを計画・

評価する際に利用することも可能である。	
 

	
 このように、周辺環境の整備や新たなハビタットの配置などのマクロスケールでのエコロジカ

ル・デザインを検討する際には、生物の移動・分散に関する知見が欠かせない。一部の生物種群

では既往の知見が整理されているものの(徳江ら,2011)、未だ生態的な知見は不足していると言わ

ざるを得ない状況にあることから、エコロジカル・デザインの一環として、対象とするエコロジ

カル・ネットワークやその目標となる生物に応じて、移動・分散、影響を受ける範囲などの情報

を継続して蓄積していくことも必要である。	
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4)	
 エコロジカル・ネットワークの検証及びエコロジカル・デザインの検討	
 

	
 現地調査や予測モデルから抽出した評価種群毎の生息地・生息適地、及びに移動可能距離・範

囲や前述の周辺環境から影響を受ける範囲に該当する行動圏を加味したネットワーク図を作成す

ることで、対象とするエコロジカル・ネットワークの連結・分断状況を検証しなければならない。

それぞれの評価種群のネットワークの状況を検証することで、分断箇所を中心に、改善を図るべ

き箇所を抽出することができる。特に、出現箇所が限定される種群や希少な種を含む種群を対象

に、それぞれの応答の度合いの高い要素に着目することで、良好な条件のハビタットの抽出やよ

り詳細なネットワーク計画、要求されるエコロジカル・デザインの検討が可能である。加えて、

地域や種群によって分布箇所・ネットワークの状

況に差があることから、複数の評価種群の生息

地・生息適地及びネットワーク図を重ね合わせる

ことで、各々に重複・共通した要改善箇所の抽出

と、包括的かつ優先すべきエコロジカル・デザイ

ンを検討することができる(図 4−2)。	
 

	
 また、前述の生息予測モデルを用いることで、

検討した具体的なエコロジカル・デザインを実施

した場合の将来的な生息分布予測及びエコロジ

カル・ネットワークの状況を把握することができ

る。特に、エコロジカル・ネットワークの改善状

況から、対象とするエコロジカル・デザインの効

果を検証できると共に、効果的なエコロジカル・

デザインを選択することが可能である。一方で、

シナリオ分析の結果から、周辺環境の整備だけで

はネットワークが改善されなかった箇所や種群

があることが分かった。こうした効果が低い種群

や改善が見込めない箇所が存在する場合につい

ては、該当種群・箇所において、優先的にマイク

ロハビタットの改善のためのエコロジカル・デザ

インを検討する必要がある。	
 

	
 

5)	
 周辺の樹林地・水域・草地の一体的整備	
 

	
 都市のエコロジカル・ネットワークを取り巻く周辺環境は、島嶼生態学におけるマトリクスと

は異なり、生物に利用されるとともに影響を及ぼす空間であるため、一時的な利用やハビタット

間の生物の移動・交流、周囲から移入してくる資源の量などを反映している(一ノ瀬,2008;	
 角

谷,2010)。これまで、生物の分布には周囲に存在するそれぞれの主とするハビタットの量が影響

していることが議論されており、それぞれの環境要素が別個に扱われてきた。樹林地は鳥類(加

図 4-2	
 ネットワーク図の重ね合わせ	
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藤・吉田,2011 など)やチョウ類(横田ら,2009)などで、周囲の面積率が示されてきた。それに加え

て今回の結果では、トンボ類については周辺の樹林地と水域、及び農地、バッタ類については樹

林地、草地及び農地の面積を拡大させることで、生息の促進・向上が可能であることが明らかに

なり、ライフヒストリーなどの生態的特性を考慮した上で、タイプの異なる複数の環境要素を一

体的に整備する必要性があることが示された。こうしたことから、それぞれの地域の特性、目標

とするエコロジカル・ネットワークに併せて整備方針を設定する必要がある。	
 

	
 都市河川を主軸としたトンボ類のエコロジカル・ネットワークの形成では、ハビタット・コリ

ドーとなる河川の周囲の樹林地・水域の拡大させることが有効である。さらに、移動能力が低く、

出現地点の限られた種群（グループ C）では樹林地、水域の双方の面積率が生息の促進に関与して

いたことだけでなく、グループ A では個体数が水域面積率に加えて、統計分析の制約上から採用

しなかった樹林地面積率とも正の相関を示した(表 2−2・表 2−3)。既往研究においても、一定空間

内の池及び樹林地の面積が、トンボ類の種数に正に相関することが示されていることから(李

ら,1998;	
 2001)、対象となるコリドーの近辺に樹林と水辺空間の双方がセットになった空間を一

体的に整備することが求められる。	
 

	
 今回は、樹林地面積を拡大させる施策として工場用地及びに公共用地の緑化、公園緑地や街路

樹などの樹林植栽、また開放水域面積を拡大させる施策として学校の水辺ビオトープ整備，遊水

池の水辺整備といった既存の施設や用地を活用する方法を提示したい(図 4−3)。特に、本研究で対

象とした横浜市・柏尾川沿いには工場用地や水処理施設などが連続していることから、工場立地

法による緑地整備などを活かして樹林地・水域環境を増加させられる可能性がある(森・一ノ

瀬,2007)。横浜市は、工場立地法における「敷地外緑地制度」を設けて、対象工場の緑地面積率

約 12.9%から横浜市工場立地法地域準則条例(横浜市,2000)の定める目標値（工業地域/工業専用地

域：15%,準工業地域：20%,その他(住居系用途等)：25%）に向けて、積極的な工場緑地の整備を義

務・推奨している(横浜市,2009)。横浜市は公共用地や民有地の緑化などの施策を掲げており(横

浜市環境創造局,2013)、公園緑地や街路樹などを積極的に植栽することで、樹林地率を向上させ

る施策もある。上永谷小学校に見られるような積極的に学校ビオトープの整備を行っている(井戸

ら,2002)。こうした取り組みを活かし、学校などの敷地の一部をエコロジカル・ネットワークの

拠点として据えることも考えられる。水辺空間については、生物多様性の確保のために水辺ビオ

トープや遊水池の自然創出などの水辺拠点整備、多自然川づくりなどを行うとしている(横浜

市,2007;	
 横浜市,2011b;	
 2011b)。中

でも、多くの遊水池は、構造物などで

河川と隔てられていることが多く、コ

ンクリートなどで被覆され、平時は貯

水されていない状態にある。このよう

な状態にある遊水池を親水空間やビ

オトープとして整備し、常に水辺環境

を創出・維持することで、増水時など	
 図 4-3	
 周辺環境の整備の検討	
 

・工場用地 , 公共用地の緑化（一定面積を樹林地化）

・遊水池 , 調整池の水辺整備・ビオトープ化
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図 4−4	
 柏尾川流域のエコロジカル・ネットワーク改善のための指針	
 

対象地である柏尾川流域を 8 区域に分類し、トンボ類の分布状況・ネットワーク状況とシナリオ分析による

周辺環境整備の改善効果を踏まえて、それぞれに応じた指針を検討した。	
 

0 1 2 3 4 5
km

0.5N

調査区

検討区域

種の供給源
となる箇所
周辺整備の
推奨箇所

流域

樹林地

草地

農地

開放水域

A

B

C

D

E

F

G

H

グループAの供給源

グループA
の供給源

グループC
の供給源

周辺水域の
整備効果・高

周辺水域の
整備効果・高

周辺樹林地・水域の
整備効果・高

周辺樹林地・水域の
整備効果・高

グループA
の供給源

A： 阿久和川流域
・グループAの供給源として保全
・グループCの供給源からの分布拡大を図る
・溜まりの創出・沈水植物の植栽など

B： 柏尾川本流(上流域)
・グループCの供給源として保全
・既存の水辺植物の保全・植栽など
・周辺の樹林地・水域の拡大
・工場用地・低未利用地の樹林化など
・遊水池のビオトープ化(水面確保)など
・グループAの供給源からの分布拡大を図る
・近接地の樹林地・緑陰の確保など

C： 平戸永谷川流域
・周辺水域の拡大
・遊水池のビオトープ化(水面確保)など
・グループA及びCの供給源からの分布拡大を図る
・水辺/沈水植物の植栽など

D： 舞岡川流域
・周辺水域の拡大
・遊水池のビオトープ化(水面確保)など
・グループCの供給源からの分布拡大を
 図る
・低水敷の整備・沈水植物の植栽など

G： 関谷川流域
・周辺水域の拡大
・低未利用地の水域整備など
・グループA及びCの移入・定着促進を図る
 マイクロハビタット
・低水敷の整備・水辺植物の植栽など

E： 柏尾川本流(中流域)
・周辺環境の整備効果が低い
 → マイクロハビタットの整備を優先
・グループAのネットワークの分断状況の改善
 (移入・定着の促進)を図るマイクロハビタット
・近接地の樹林地・緑陰の確保など
・グループCの供給源からの分布拡大を図る
・低水敷の整備・沈水植物の植栽など

F： 柏尾川本流(下流域)
・周辺環境の整備効果が低く、全種群共通の分断箇所
 → マイクロハビタットの整備を優先
・各種群に合わせたマイクロハビタットをセットで整備

H： いたち川流域
・周辺の樹林地・水域の拡大
・工場用地・低未利用地の樹林化など
・遊水池のビオトープ化(水面確保)など
・グループCの生息ポテンシャルがあるため、移入・定着
 の促進を図るマイクロハビタットの整備
・溜まりの創出・沈水植物の植栽など
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における生物の避難場所、水田やため池に代わる産卵場所などトンボ類のハビタットとして機能

するとともに、エコロジカル・ネットワークの形成に大きく貢献することが期待される。また、

人口減少やコンパクトシティ化によって発生する空き地などの低未利用地を、必要に応じて自然

回帰・回復させるとしている。横浜市では、利便性の低い郊外部で人口減少傾向の地域があり、

空き地は減少にあるものの 6.8%あるとされる(横浜市,2010)。加えて、現存の水田の維持・保全や

管理放棄された水田などに恒常的に水量を確保させることなども可能性のある施策であろう。こ

うした施策は、エコロジカル・ネットワークの向上に一定の効果が上げられることも本研究で示

されたことから、都市が有する空間を活用・転用することは、エコロジカル・ネットワークの形

成に資するポテンシャルであると言える(図 4−4)。	
 

	
 港湾部埋立地を中心とした緑地環境のバッタ類のエコロジカル・ネットワークには、樹林地及

び草地面積率を向上させることの重要性が示された。また、要求されるパッチのサイズやその近	
 

	
 

	
 

図 4-5	
 バッタ類を対象としたエコロジカル・ネットワーク改善のための指針	
 

バッタ類の生息が期待されるハビタットを抽出し、エコロジカル・ネットワークの改善に向けたエコロジカ

ル・デザインの指針を検討した。	
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接性についても示された(表 3−2)。特に、種群によって応答は異なり、出現地点に偏りのあった種

群や移動・飛翔能力が弱い種群ではその影響度は高かったことなどから、それぞれに応じた配置・

整備パターンが求められる。	
 

	
 移動能力の低い種（グループ A・グループ E）は、周辺環境から影響を受ける範囲が狭いことか

ら、ハビタット間が相互に近接させることが重要である。特に、主となるハビタット以外の環境

要素の量や規模がそれぞれ影響していることから、樹林地と草地のパッチをセットで整備するこ

とが求められる。また、最も構成種数が多い地点に出現する種群（グループ D）では、まとまりの

ある樹林地の存在の重要性が示された。また、主のハビタットである草地では、0.1ha 以上の比較

的小規模なパッチを一定範囲内に多数整備することが要求されている。また、総じて埋め立て以

前の陸地との分断や農地の面積率と規模の大きいパッチの存在が影響していた。港湾部埋立地は

人工的に造成され、本来的な生物の生息空間ではないため、内陸部のハビタットからの移入・供

給が成されることで生物相が形成される。沿岸部の都市域や都市的利用を前提として造成された

港湾部埋立地では、自然度の高い空間は存在しないものの、一定期間を経て生物の生息空間とし

て機能し始めている(中島ら,2000)。以上から、農地が残されているような内陸地域や供給源とな

るパッチの保全を前提とし、既存の緑地を活用したネットワークを図るとともに、暫定利用期間

を経て本格的な利用が始まる地域、工場などの撤退により再開発が行われるような地域では、拠

点となる樹林地・草地が一体となったハビタットの整備を行っていくことが望ましい。また、ネ

ットワークの分断が見られる箇所や要求度の高い地域を選定し、都市公園や道路植栽地でその相

互間を埋める飛び石上の小規模のハビタットを整備していくことで、エコロジカル・ネットワー

クの形成が期待できる(図 4−5)。	
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4.3	
 マイクロハビタットのエコロジカル・デザイン	
 

	
 

	
 生物多様性の保全・向上には、その基盤となるハビタットの「質」の向上が欠かせない。エコ

ロジカル・ネットワークの構築においても、構成要素であるパッチ、コリドー、マトリクスなど

が、ハビタットとして機能することが前提となる。ハビタットに据えたはずの空間が生物の生息

条件を満たさなかった場合には、周辺の供給源からの移入が見込めないだけでなく、元来生息し

ていた生物が死滅し、個体数や種数を減らすことになるなど、逆に生物多様性を低下させること

になりかねない。こうしたことから、環境条件の悪化が著しい既存のハビタットの改善、及び都

市内部の緑地や人工ビオトープなどの新たなハビタットの創出・復元に際して、個々の空間の生

物多様性を向上させるには、生物の生息を促進するマイクロハビタットの改善・創出により、そ

の効果を増進させると共に、阻害する要因を取り除くなど、ミクロスケールレベルでの対応が必

要である。	
 

	
 トンボ類・バッタ類の生息に寄与するミクロスケールの環境要因に焦点を絞り、生物多様性の

向上を図るマイクロハビタットのエコロジカル・デザインの指針・手法を提示する。マイクロハ

ビタットのエコロジカル・デザインの枠組みとして、主となるハビタット空間における「ハビタ

ットの『質』の向上」、「多様なマイクロハビタットの創出」、「人為的圧力の軽減・順応的管理」

を前提に、次段階で「複数のハビタットとの組み合わせとエコトーンのデザイン」、「人間活動の	
 

	
 

	
 

図 4−6	
 マイクロハビタットのエコロジカル・デザインのフレームワーク	
 

3) ハビタットの組み合わせ・エコトーン
・複数のハビタット・環境要素をセットで整備
・混じり合う空間（エコトーン）の創出
・緩やかな三次元のつながりを確保

5) 人間との均衡・親和
・人間活動と均衡を図るエコロジカル・デザイン
・接触機会の創出（生態系サービス）

6) マイクロハビタットのエコロジカル・デザインの具体案

4) 人為的圧力の軽減・順応的管理
・直接的に負荷を与える物質の移入の防止・抑制
・圧力を軽減する管理手法・配置の導入
・目標種の応答・要求に合わせた順応的管理

1) ハビタットの「質」の向上
・ベースとなるマイクロハビタットを優先的に改善

2) 多様なマイクロハビタットの創出
・様々なパターンのマイクロハビタットを混在
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均衡と親和」について検討することが求められる。最後に、これらを包括的に加味した「マイク

ロハビタットのエコロジカル・デザインの具体案」の検討がある(図 4−6)。	
 

	
 

1)	
 ハビタットの「質」を高める	
 

	
 まずは、基本的な生物の生息環境条件としてのハビタットの「質」の改善・向上である。生息

空間の基礎となる草本や水質の状態に加え、生物の餌資源や産卵基質である植生の量・多様度や

登坂や定位といった移動基盤となる護岸などの構成といった、生物の生態・行動の特性に関わる

マイクロハビタットを優先的に改善することを優先しなければならない。今回は、トンボ類・バ

ッタ類のみを対象としたものの、これらはチョウ類や甲虫類などの他の昆虫類、両生類、爬虫類、

魚類など、多数の生物群で共通するものである。生物相全体の多様性が向上することで、一次消

費者から高次捕食者、分解者までに影響し、生態系や物質循環の健全性の向上に寄与する。	
 

	
 トンボ類のハビタットの質を高めるには、水生植物の存在は欠かせない(図 4−7・図 4−8)。水生	
 

	
 

	
 

図 4−7	
 都市河川のトンボ類の多様性を向上させるマイクロハビタットのエコロジカル・デザイン	
 

	
 

	
 

図 4−8	
 コラムのトンボ類の多様性を向上させるマイクロハビタットのエコロジカル・デザイン	
 

(※	
 赤文字:本研究の結果から直接的に導き出されたエコロジカル・デザイン,	
 黒文字:間接的に導き出され

た、もしくは既存の手法を適用したエコロジカル・デザイン)	
 [図 4−6・4−7 共通]	
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植物には様々な形態があり、水中や水辺に繁茂する沈水植物や抽水植物は水生昆虫や魚類の産卵

基質、定位や生息・避難空間になるだけでなく、川岸に発達した植生の存在が止水環境に依存し

た生物の生息を可能にし、種の多様性を高めていることが示されていることから(岩崎ら,1997)、

多様な水生植物が繁殖できるような条件を優先的に整えていく必要がある。底質・岸の組成、流

路の複雑化などの物理的環境、水質などの化学的環境を改善していくことで水生植物の移入・定

着を図ると共に、植栽カゴ・マットなどの設置も積極的に行っていくことも効果的であろう

(辻,2004)。こうした施策は、ネットワークの現状及び将来予測の状況から抽出された分断箇所や、

消失リスクが低く保全・改善の優先度の高いコラムで、積極的に行っていくことで、より高い効

果を上げられるだろう。	
 

	
 バッタ類には、生息基盤であり餌となる草本や落ち葉の供給源となる樹木の多様性を高めるこ

とが重要であろう(図 4−11)。本研究の結果では、草丈の高さや樹木の被度が寄与したが、それぞ

れの種で餌資源や微視的な気候条件などの選好する環境が異なること関係していることが考えら

える。イネ科はもちろん、クズやシロツメクサなどのマメ科、チガヤなどの特定の種類を好む種

も存在する。また、樹木の被度についても、常緑広葉樹と落葉広葉樹で種組成が異なったことか

ら、緑地の整備などの際には、一元的な植栽を行うのではなく、多様な植生が形成されるような

種の選定、植栽を行うことが求められる。こうした多様な植生を創出することで、同様に植物に

依存するチョウ類などの他の昆虫類、それを採餌する鳥類などの多様性の向上にも寄与する。特

に、一元的に管理されている草地や高密度に植栽された樹林帯などでは、こうした植栽管理を今

後優先的に行っていく必要があるだろう。	
 

	
 

2)	
 多様なパターンのマイクロハビタットを創出する	
 

	
 生物は種によって、その生態的特性に合わせてマイクロハビタットに対する応答や要求する条

件が異なるため、それぞれの種群に合わせた多様なマイクロハビタットを創出する必要性が示さ

れた。ハビタットの改善や新たに創出する際には、多様なマイクロハビタットを混在させること

で、1箇所あたりの生物多様性を向上させることができる。さらに、同一の地域内においても、個

別のハビタット毎にマイクロハビタットの構成パターンを変化させることで、それぞれで形成さ

れる生物相も変わるため、地域レベルでの生物多様性を向上させることができる。	
 

	
 例えば、トンボ類では陰の被覆や水生植物、周囲の環境に対する応答が異なったことから、草

地などとセットになった開放的な水面だけでなく、樹林に接した緑陰のある暗い閉鎖的な環境を

創出することや、形態の異なる多様な水生植物の群落を存在させることで、それぞれに適した種

が生息・定着することが期待される(図 4−9)。バッタ類では、草地・樹林という単純なハビタット

タイプの違いだけでなく、草丈や樹木の被度に対する応答が種群によって異なった。今回示され

た最高時の草丈高 30cm という閾値を基準にすると、シバ草地のような通年で比較的草丈の低い草

地、チガヤなどのように 30cm 程度の高さになる草地、ススキなどのようにさらに草丈が高くなる

草地といったようなパターンが挙げられる。また樹木の被度に注目した場合には、広く開けた草

地、樹木が点在して緑陰があるような草地、密度が低く林床が比較的明るい樹林、高密度で下層	
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図 4−9	
 トンボ類のマイクロハビタットのパターン	
 

	
 

	
 

図 4−10	
 バッタ類のマイクロハビタットのパターン	
 

	
 

が暗い樹林といったようなパターンが考えられる。こうした構造の異なる複数のパターンのハビ

タットを創出することで、バッタ類の多様性を高めることができる(図 4−10)。	
 

	
 

3)	
 ハビタットの組み合わせとエコトーンのデザイン	
 

	
 トンボ類では水域に近接した樹林や草地の存在、バッタ類では常緑広葉樹林と接する草地や落

葉広葉樹の被覆がある草地など、それぞれの主となるハビタットと他の環境要素の組み合わせが

重要であることが分かった。また、低水敷やタマリ・ワンドと要素が都市河川のトンボ類の生息

を促進することが明らかになったが、さらにミクロなレベルでの草地や止水環境などと河川環境

の組み合わせも有効であることが示唆された。都市河川で行われた調査では、水辺や洲に形成さ

れた植物群落が多様な昆虫のハビタットになっていることから(大澤ら,2005)、狭小であっても河

床に低水敷を整備し、水辺に多様な水生植物が形成されるような整備や植栽を進めることが重要

である。低水敷が整備されることで、水辺の植生が形成されることはもちろん、水際に隣接する

形で低中茎、高茎の草本類を中心とした擬似的な草地環境や増水時に形成される水たまりなどの

一時的な止水環境が生み出されることになる(図 4-7・図 4−13)。こうした複数のハビタットの組

み合わせは、ヤブキリや一部のトンボ類などのようにライフヒストリーに合わせて複数の環境を

利用するマルチハビタットユーザー種はハビタットとしてそれぞれが機能することはもちろん、

採餌環境や産卵場所、微視的気候の変化・変動や捕食者からの避難空間などとして一時的・代替
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的に機能していると考えられる。狭小なスケールにおいても、複数要素を組み合わせたセットで

創出することで、ハビタット単位での生物多様性を高めることが可能である(図 4-9・図 4-10)。	
 

	
 水辺や樹林の「際」などの異なる環境要素が混じり合う空間であるエコトーンは、生物の多様

度が高く、生息空間としての機能としても非常に重要である。相互の環境要素が混じり合うこと

で複雑な植生や微気候が構成されることで、多様なマイクロハビタットが創出される。河川に隣

接して樹林や草地などの多様な環境要素で構成されているアメニティ空間が存在していることが

トンボ類の生息に影響を及ぼすこと(Hofmann	
 &	
 Mason,2005)、河川の水位地から堤防の最高位ま

での横断距離が長くなるほど鳥類の種数と種多様性が向上することや(鈴木,2006)、水田と樹林の

境界付近に複数の環境要素が存在していることでチョウ類の多様度が高まることなども示されて

いる(楠本ら,2006)。また、エコトーンの形成によって、主となるハビタットから周辺環境への緩

やかにつながりを創出することで、マルチハビタットユーザー種の移動を促進し、三次元でのネ

ットワークの形成を図ることが出来る。面的なつながりだけでなく、直立護岸や道路などの阻害

要因を排除し、三次元での生態的なつながりを創出することで、他の要素との連結性の確保・拡

充、ハビタットとして機能を高めていくことが重要になってくる(図 4-7・図 4-8・図 4−11)。	
 

	
 

4)	
 人為的圧力の軽減・順応的管理のあり方	
 

	
 生物の生息に寄与するマイクロハビタットは、人間活動による影響を受け、間接的に生物多様

性に作用している。本研究の結果では、水質及び植生などに及ぼす利用・管理圧がトンボ類・バ

ッタ類の多様性に影響していることが示された。	
 

	
 人間活動に密接した空間である都市河川やコラムなどの環境では、生活排水などの流入を抑制

し、水質をコントロールする必要がある。下水の整備が進んでいないインドネシアでは、生活排

水の多くがコラムや河川などに直接流入しているため、一早い下水処理システムの整備が求めら	
 

	
 

	
 

図 4−11	
 バッタ類の多様性を向上させるマイクロハビタットのエコロジカル・デザイン	
 

	
 （人為的圧力を軽減する植栽管理・配置の例）	
 

(※	
 赤文字:本研究の結果から直接的に導き出されたエコロジカル・デザイン,	
 黒文字:間接的に導き出され

た、もしくは既存の手法を適用したエコロジカル・デザイン)	
 



4 章 エコロジカル・デザイン 

- 117 - 

れる。コラムが持つ浄化能力の許容範囲は明らかになっていないものの、化学合成物を使用した

洗剤が混入した排水の流入、ゴミの投棄などは避け、家庭から出る料理や食事の残渣、排泄物に

留めるが望ましい。特に、近年普及しつつある浄化槽の積極的な導入は効果的であろう。養殖と

しての利用などについても、オーバーユースとならない範囲での利用を推奨すべきだろう(図 4-8)。	
 

	
 草刈りや剪定、除去といった植栽管理圧や人間の立ち入りによる踏圧も大きな問題であること

が示唆された。植栽管理については、一元的な管理を施すのではなく、生物に大きな影響を与え

ないような管理のあり方が望ましい。利用上支障のない範囲を選定し、特定の箇所に手を入れず

に保全することや、産卵期などの生物の利用する時期を考慮し、場所や時期を替えながら複数回

に分けて管理を行うことなどが考えられる(図 4-8・図 4-11)。こうした対処を施すことで、生物

の一時的な避難が図られ、総体的な圧力を軽減できる。また、踏圧の軽減については、縁辺部に

人の立ち入りを抑制するような起伏を配置することや、園路などの導線の計画、利用方法のゾー

ニングなどを事前に検討することで解決し得る(図 4-11・図 4−15)。	
 

	
 一方で、種群によって植生によってもたらされるマイクロハビタットへの応答が異なるため、

優先的な保全・改善を要する箇所においては、対象となる植物を選択的に刈り取りや除去する必

要がある。例えば、トンボ類ではヨシの繁茂を忌避する種群や、緑陰などがある閉鎖的水面を好

まない種群が存在することが明らかになった。また、植生の状況については、時間の経過に伴っ

て変化し、それに応じて生息する生物の状況も変化する。対象地の環境要素の変化や生物の動態

を観察しながら、その時々に応じた「順応的管理」のあり方が求められる(山本,2005)。	
 

	
 

5)	
 人間との均衡・親和	
 

	
 エコロジカル・デザインは、都市を中心とした生物多様性やその基盤となるハビタットの質が

劣化した空間で積極的に適応されるものである。しかしながら、それは人間の生活と密接した空

間であるため、時には人間活動について一定の抑制・規制をせざるを得ないことがあるものの、

基本的には人間活動との均衡を図るエコロジカル・デザインを講じる必要がある。	
 

	
 例えば、本研究で対象としたコラムは人間の生活空間基盤の一つであるが、元来の用途を果た

しながらも、生物多様性の基盤となっている。中でも、生活排水の貯留は、下水の整備が進んで

いないインドネシアでは欠かせない用途の一つとなっているものの、ゴミの投棄も含めて、生物

多様性以外へも負荷を与えるものであることは間違いないため、積極的に改善を図る必要がある。

浄化槽の導入などで改善を図ることができるものの、直近で全戸において導入することは困難で

あるため、当面の対処策として、生物多様性の基盤として保全するコラムと排水の貯留としての

使用するコラムの選別があるだろう。また、水質の改善には汚濁の原因となる物質の流入を阻止

することに加え、水生植物による自然浄化なども効果があることから(例えば、中村ら,1999;	
 藤

田ら,2001 など)、グリーンインフラストラクチャーの事例に見られるように、直接流入させるの

ではなく、水生植物による吸収や土壌への浸透などの自然浄化を促すために、一時的に排水や越

流水を貯留した後、コラムに排出する方法も考え得る(図 4−14)。	
 

	
 また、洪水頻発地域であるジャカルタ近郊外地域においては、一定の貯水ができるコラムは遊
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水機能を有しており、積極的な保全は防災などの生態系サービスの向上にも寄与していることが

推察できる。住宅需要などの背景はあるものの、一様に埋め立てるのではなく、元来の機能や生

物多様性を維持できているコラムを選択的に保全・活用しながら、生態系サービスを享受してい

くべきであろう。保全や積極的な利用を図るコラムの選定、それぞれの利用のあり方は、コラム

の放棄の状況とその過程についての考察結果、及びトンボ類の多様性の状況などからも検討でき

る。トンボ類の多様性に優位に高かった第 2 群や、生物多様性の基盤として可逆的な状態にある

第 1 群のコラムにおいては、保全を図るとともに、マイクロハビタットの具体的な改善を講じる

必要がある。特に規模の大きいものは、優先的に保全すべきである。また、第 4 群を中心とした

元来の用途で利用されているコラムについては、積極的な利用を維持するとともに、生物多様性

との均衡の取れた適正な利用を図ることが望ましい。一方で、家庭排水の貯留や住宅建造に伴う

用地確保については、既に汚染が進み、生物多様性が劣化している第 3 群を中心としたものを選

択すべきであろう(図 4−12)。	
 

	
 加えて、マイクロハビタットのエコロジカル・デザインによる自然度を高める整備は、生物多

様性保全・向上といった観点以外にも、親水空間などのように自然との触れ合いの機会を増加さ	
 

	
 

	
 

図 4−12	
 コラムの保全・利用の指針	
 

地域住民による利用・管理状況とトンボ類の生息状況に基づき、コラムの保全と利用のための指針を検討し

た。	
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せ、近隣住民の利用頻度や満足度の向上させることや微気候の調整といった都市内の人間の生活

環境の改善にもつながり、都市の生態系サービスを向上させることにも繋がる。都市緑地は、環

境教育や子供が自然と親しむ場としても注目されており、緑地の備えるべき属性や要素として生

物の豊富さが求められている(増田ら,2000)。都市緑地内の草地環境は遊び場などのアメニティ空

間として利用されるが、高度に利用される空間の縁辺部など、特定の空間においてエコロジカル・

デザインを適用することで、より近接した空間に自然度の高い空間を確保することができ、生物

多様性の接触機会の場としての機能の発揮が期待できる(図 4−11・図 4−15)。	
 

	
 また、これまでも多自然川づくりとして親水空間の整備が進められており、一定の効果が認め

られているが、改めて生態的な知見に基づいた整備の重要性を述べたい。都市河川は元来の雨水

管理などの治水・防災に加え、1997 年の河川法の改正で「多自然川づくり」が正式に盛り込まれ

た。2006 年に策定された「多自然川づくり基本指針」において、多自然川づくりの定義として、

「河川全体の自然の営みを視野に入れ、地域の暮らしや歴史・文化との調和にも配慮し、河川が

本来有している生物の生息・生育・繁殖環境及び多様な河川景観を保全・創出するために、河川

管理を行うこと」が明記されており、特に、「単に自然のものや自然に近いものを多く寄せ集める

のではなく、可能な限り自然の特性やメカニズムを活用すること」を基本としている(国土交通省

河川局,2006)。都市河川の法面の構成は、防災や利用上、改変することは困難であるが、水生植

物の定着、緑陰の創出や低水敷の整備などのマイクロハビタットの改善は、近自然工法などの技

術を用いた水辺整備を施すことで近似的な環境を代替することができる。加えて、近接・周辺の

環境の改善などは治水などの機能を損なわずに適用できる手法である(図 4−13)。都市河川の整備

について研究では、河川の自然環境に対する関心の割合が最も高いとともに、緑化護岸の費用効

用が高いことや(和田ら,2005)、親水性を高めた自然的な整備が求められているとともに、特に利

用頻度の高い人にその傾向が強いこと(和田・尾崎,2004)、多自然川づくりによる新水護岸に期待

する効果として、生物との触れ合いや河川の景観などがあることから(太田,2012)、快適性や安全

性とともに自然環境が改善されるような整備が有効であることが示されている。本研究で示した

知見はもちろん、既往研究で蓄積されている魚類などの知見などと併せて、「多自然川づくり基本

指針」にある多様性に富んだ「自然環境」、「生物の生息・生育・繁殖環境」を保全・創出する整

備を進めることで、社会の希求に応答していくことができるだろう。	
 

	
 エコロジカル・デザインの適用は、人間活動を一定の制約を強いる面は否めないものの、生物

多様性とそれからもたらされる恩恵とのトレードオフの関係にあり、持続的な社会を実現するた

めの解の一つである。蓄積された知見に基づいて、要所においてエコロジカル・デザインを適用

していくことで、我々人間と自然環境、生物多様性との均衡を保ちながら、親和していくことは

十分に可能であろう。	
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図 4−13	
 都市河川のエコロジカル・ネットワーク分断箇所におけるマイクロハビタットの改善	
 

図 4−2 の「共通分断箇所」において、トンボ類の生息規定要因に基づいたマイクロハビタットのエコロジカ

ル・デザインを検討した。	
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図 4−14	
 優先的に保全・改善すべきコラムのエコロジカル・デザイン	
 

図 4−12 の「具体案提示」枠内を事例に、第 1群（上部 1箇所）及び第 2群（下部 5箇所）のコラムのエコロ

ジカル・デザインを検討した。	
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図 4−15	
 草地を含む緑地におけるバッタ類の多様性を向上させるエコロジカル・デザイン	
 

調査地の一部(横浜市金沢区)を対象に、バッタ類の生息規定要因に基づいたマイクロハビタットのエコロジ

カル・デザインを検討した。	
 

	
 (※	
 赤文字:本研究の結果から直接的に導き出されたエコロジカル・デザイン,	
 黒文字:間接的に導き出され

た、もしくは既存の手法を適用したエコロジカル・デザイン)	
 [図 4-13・図 4−14・図 4−15 共通]	
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5 章	
 総括	
 

	
 

	
 

	
 本研究の結果から、都市河川及び人間活動と密接した小規模止水環境におけるトンボ類、草地

環境におけるバッタ類の生息規定要因が明らかになった。	
 

	
 2.1.1 では、横浜市柏尾川流域を対象に、都市河川に生息するトンボ類を 3種群に分類し、それ

ぞれの生息規定要因を ZIP モデルで分析した。各種群の共通傾向として、低水敷面積、溜まりの

存在、周辺の樹林地・水域の面積率の 4 項目はトンボ類の生息の有無及び個体数に正の影響を、

護岸高、周辺の草地面積率の 2 項目は負に影響を及ぼしていることが分かった。また、周辺の環

境から影響を受ける範囲であり、樹林地や水域の面積を拡大させるべき範囲を示すバッファの大

きさとして、流水性種を含む種群では1500m、広域に分布する止水性種で構成された種群では1400m、

イトトンボ類などの移動能力の低い種群では 600m という値が得られた。2.1.2 では、このモデル

を用いて、現状及びエコロジカル・デザインの実施を想定したシナリオにおける、都市河川のト

ンボ類のエコロジカル・ネットワークの状況を検証した。現状では、各種群のネットワークは分

断されていることが明らかになった一方で、周辺の樹林地・水域の面積を拡大させることは、エ

コロジカル・ネットワークの改善に一定の効果があることが示された。これらから、周辺環境の

整備やマイクロハビタットの改善など、それぞれの状況に合わせたエコロジカル・デザインの選

択が必要であることが提示できた。	
 

	
 2.2.1 では、インドネシア・ジャカルタ郊外に残存する農村型集落の小規模池（コラム）を対象

に、分布と管理・利用実態の把握、消失するコラムの特性を明らかにした。対象地域内に多数の

コラムが存在し、多様な利用がなされていることを把握できた一方で、ライフスタイルの変化な

どを背景にその多くは放棄され、住宅用地の需要に伴う埋立てなどによって消失しつつあること

が明らかになった。消失するコラムは、放棄されていて、かつ家庭排水の貯留やゴミの投棄など

の消極的な利用があるという特性があるとともに、貯水量が少なく、水位変動も激しいことが分

かった。2.2.2 では、一部のコラムを対象に、人間活動に密接した小規模止水環境におけるトンボ

類の多様性に、マイクロハビタット及び利用・管理に伴う人為的圧力が与える影響を、パス解析

により直接効果・間接効果に分けて検証した。その結果、マイクロハビタットに関する項目では、

コラムの規模と水生植物の被度と多様性が正に、水質の悪化を示す電気伝導度や窒素濃度などが

負に影響していることが示された。人為的な管理・利用が与える影響ついては、管理・利用が現

在もなされ、複数の用途で利用されているなどオーバーユースにあることを示す項目、及びに家

庭排水の貯留としての用途、排水の流入とゴミの投棄の有無などの消極的な利用に関する項目は、

水質や植生に関する項目を媒介して負に作用していることが分かった。また、消失傾向にあり、

貯水量が少ないコラムでは顕著にトンボ類の多様性が低いことも分かった。一方で、草刈りや水
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路の粗放的な管理やトイレの痕跡の有無、土で構成された法面などの項目は正に作用しているこ

とが示された。これらから、強度の利用と荒廃の中間にある適度な利用状態が、トンボ類の多様

性を担保していることが示唆された。	
 

	
 3.1 では、東京湾沿岸の埋立地の人工的な緑地空間を対象に、バッタ類を生息傾向から 5つの種

群に分類し、緑被分布などのマクロスケールの要因がそれぞれの生息に与える影響を、GLMM を用

いて検証した。分析の結果、緑被地タイプ、周囲の樹林地や草地などの緑被地の面積率と総周縁

長、近隣パッチからの距離、陸地との分断等が影響していることが示された。特に、依存する緑

被地のタイプや生態的特性に応じて、各要因に対する応答が異なることが分かった。併せて、そ

れぞれの種群が周辺環境から影響を受ける範囲としてのバッファの大きさと供給源となるパッチ

のサイズも明らかになった。バッファの大きさは、飛翔能力を持たない種群では 100m−200m、草地

に生息する比較的移動能力の高い種群では 1000m が示された。パッチのサイズでは、複数の地点

で広く出現が確認された 2 種群では 0.5ha-1ha 以上が選択され、まとまりのあるパッチが必要で

あることが分かった。一方で、それ以外の種群については、0.1ha 以上というサイズが採用され、

比較的小規模なパッチでも適応できることが分かった。3.2 では、横浜市金沢区の埋立地を対象に、

マイクロハビタットに焦点を絞り、緑地構造とバッタ類の生息状況との関係を検証した。パーテ

ィション分析の結果、バッタ類の分布に影響する要因と種組成を区分・規定するおおまかな閾値

として、草本層の最高時の草丈の高さ 30cm、高中層の落葉樹木の被度 25%と常緑樹木の被度 50%、

埋め立て以前の陸地からの距離 500m という具体的な数値が明らかになった。	
 

	
 これらの本研究で示された知見は学術的な新知見を含み、これまで不足していた環境要素にお

ける生態学的な知見の蓄積に貢献するものであることを改めて述べたい。都市域の草地や中小河

川は、「緑の基本計画」などでは主軸となる環境要素として扱われていながらも、その生態学的知

見に基づいた記述や評価は殆どなされてこなかった。また、港湾部の埋立地や発展途上国の都市

域の拡大により消失しつつある農村景観など、都市の開発などの人間活動によって改変された、

もしくはその危機にさらされている環境について、生態学的な側面から捉えている研究は未だ少

ない。特に、樹林地・草地・水域などの複数の環境要素と生物の分布の関係性をマクロスケール・

ミクロスケールの両面から明らかにしたこと、人為的な影響を定量的に評価したことなどは、今

後の生物多様性の保全・向上に向けて、新たな視座を与えるものである。	
 

	
 

	
 トンボ類・バッタ類は種の中でも多様性があり、依存する環境や生態的特性に応じて、各要因

に対する応答が異なるという性質を考慮した分析手法を採用したことで、それぞれに適した良好

な条件のハビタットの抽出とエコロジカル・デザインの検討が可能であることが示すことができ

た。こうした生態学知見に基づき、エコロジカル・ネットワーク及びマイクロハビタットに注目

して、生物多様性の保全・向上のためのエコロジカル・デザインの指針と具体的な手法を提示し
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た。トンボ類・バッタ類の生息を促進し、多様性を向上させる要因に注目して、複数の環境要素

をセットにした一体的な整備と、そして相互が三次元的につながりを持ったエコトーンを創出さ

せることの重要性を示した。また、トンボ類・バッタ類の多様性や生息を促進させるマイクロハ

ビタットを改善・整備することでベースとなるハビタットの質の向上を図るとともに、それらを

組み合わせた多様なパターンを創出することで、個々のハビタット及び地域レベルで生物多様性

を向上させるという手法を提示した。	
 

	
 加えて、トンボ類・バッタ類の生息に負の影響を与える要素に注目し、それらを排除・抑制す

るとともに、人為的圧力を軽減する管理・利用のあり方を提示した。特に、対象とするハビタッ

トや地域の状況を精査し、目標種の応答・要求に合わせた順応的管理が必要であることを示した。

最後に、生物多様性からもたらされる恩恵を鑑みて、我々人間の活動とトレードオフの関係にあ

る生物多様性との均衡・親和を図るエコロジカル・デザインの適用についての可能性を言及する

とともに、その具体例を提示した。	
 

	
 生態学的知見に準拠したエコロジカル・デザインは未だ広がりが少なく、今後の展開が望まれ

ている。本研究から導き出されたエコロジカル・デザインは、生息規定要因などの根拠に基づい

て示されたものであり、将来の生物多様性の保全・向上の一端を担うものであるとともに、持続

的な社会を実現するための一助となるものである。	
 

	
 

	
 しかしながら、本研究で示した生態学的知見とエコロジカル・デザインの手法は、必要性はあ

るものの、十分条件を満たすものとは言い難い。草地環境については、土壌の硬度や水分条件、

植生のタイプや多様度、具体的な植物種などは明らかにできていない。水域環境については、今

回は水中の物理的な環境条件などについては対象としておらず、魚類や水生昆虫などを対象とし

た既往知見との連携や新たな情報の蓄積が必要である。同様に、これまで知見が蓄積されている

樹林地などについても、鳥類やチョウ類に加え、他の生物群の生態に基づいたさらなる生態学的

な記述が求められる。また、トンボ類・バッタ類に絞ってみても、移動や分散に関する能力や、

微視的な気候条件などの基礎的な生態の解明、それに伴う生息規定要因などの知見の蓄積が求め

られる。	
 

	
 エコロジカル・デザインについても、樹林地や草地、水域を組み合わせることの必要性は示し

たものの、組み合わせ方や相互のつなぎ方、マトリクスとなる周辺の環境の質などについては、

さらなる検証が必要である。また、具体的な管理作業や施工などについても、その人為的な圧力

を定量化し、生物の生息にどういった影響を及ぼしているのかを解明するとともに、エコロジカ

ル・デザインの適用後のモニタリングや適用プロセスの検証を通して、具体的かつ実践的な理論

や手法を確立していかなければならない。今回は生物の生態からの記述に終始したが、生態系サ

ービスへの需要が高まる昨今においては、ハビタットとしての機能に加え、自然環境が持つ多面
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的機能やその効果を定量的に測る研究と、それに基づいた生態系サービスを向上させるためのエ

コロジカル・デザイン手法の検討も求められる。	
 

	
 加えて、それぞれのエコロジカル・デザインを運用していくためのユーザーとなる主体やその

役割、そして関連する法律や制度などについては、言及するに至らなかった。エコロジカル・デ

ザインを社会に適用させていくためにも、こうした視点に立った議論は今後の課題としたい。	
 

	
 

	
 社会からの生物多様性に対する希求は、今後益々高まってくることが予想される。エコロジカ

ル・デザインが広く適用され、身近に生物を感じられるような生物多様性と親和した生活、そし

て、豊かな生態系サービスを享受できる豊かな社会が持続していくことを願い、本研究の結語と

する。	
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巻末資料−1	
 グループ A	
 「出現確認区域」及び「出現可能性区域」	
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巻末資料−2	
 グループ A	
 「調査確認区域」・「現状値予測区域」及び現状ネットワーク図	
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巻末資料−3	
 グループ B	
 「出現確認区域」及び「出現可能性区域」	
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巻末資料−4	
 グループ B	
 「調査確認区域」・「現状値予測区域」及び現状ネットワーク図	
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巻末資料−5	
 グループ C	
 「出現確認区域」及び「出現可能性区域」	
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巻末資料−6	
 グループ C	
 「調査確認区域」・「現状値予測区域」及び現状ネットワーク図	
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巻末資料−7	
 グループ A	
 シナリオ 1「シナリオ予測区域」及び現状ネットワーク図	
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巻末資料−8	
 グループ A	
 シナリオ 2「シナリオ予測区域」及び現状ネットワーク図	
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巻末資料−9	
 グループ A	
 シナリオ 9「シナリオ予測区域」及び現状ネットワーク図	
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巻末資料−10	
 グループ A	
 シナリオ 10「シナリオ予測区域」及び現状ネットワーク図	
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巻末資料−11	
 グループ A	
 シナリオ 11「シナリオ予測区域」及び現状ネットワーク図	
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巻末資料−12	
 グループ B	
 シナリオ 4「シナリオ予測区域」及び現状ネットワーク図	
 

	
 

 

凡例

調査確認

調査確認 400m圏

シナリオ4 予測

シナリオ4 400m圏

0 1 2 30.5
km°



 巻末資料 

- 156 - 

巻末資料−13	
 グループ B	
 シナリオ 12「シナリオ予測区域」及び現状ネットワーク図	
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巻末資料−14	
 グループ B	
 シナリオ 13「シナリオ予測区域」及び現状ネットワーク図	
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巻末資料−15	
 グループ B	
 シナリオ 14「シナリオ予測区域」及び現状ネットワーク図	
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巻末資料−16	
 グループ C	
 シナリオ 2「シナリオ予測区域」及び現状ネットワーク図	
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巻末資料−17	
 グループ C	
 シナリオ 11「シナリオ予測区域」及び現状ネットワーク図	
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巻末資料−18	
 グループ C	
 シナリオ 4「シナリオ予測区域」及び現状ネットワーク図	
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巻末資料−19	
 グループ C	
 シナリオ 13「シナリオ予測区域」及び現状ネットワーク図	
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巻末資料−20	
 グループ C	
 シナリオ 14「シナリオ予測区域」及び現状ネットワーク図	
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巻末資料−21	
 グループ C	
 シナリオ 6「シナリオ予測区域」及び現状ネットワーク図	
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巻末資料−22	
 グループ C	
 シナリオ 7「シナリオ予測区域」及び現状ネットワーク図	
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巻末資料−23	
 グループ C	
 シナリオ 8「シナリオ予測区域」及び現状ネットワーク図	
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巻末資料−24	
 グループ C	
 シナリオ 15「シナリオ予測区域」及び現状ネットワーク図	
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巻末資料−25 コラム群間における種群多様度の状況	
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巻末資料−26 コラム群間におけるグループ Cの個体数の状況	
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巻末資料−27	
 目的変数を種群数に設定したパス解析のモデル図	
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巻末資料−28	
 目的変数を種多様度に設定したパス解析のモデル図	
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巻末資料−29	
 目的変数を種群多様度に設定したパス解析のモデル図	
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